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重点共同研究（自動車、AI・IoT・ロボット分野） 
 

協働ロボットによる自動化工程の更なる生産性向上に関する研究 
 

藤沼 誠人*  片岡 智史*  佐藤 祐介**  石田 栄**  鈴木 優歩**  和良品 美桜** 

 

A Study on Further Productivity Improvement of Automation Processes 

Using Collaborative Robots 

FUJINUMA Masato, KATAOKA Satoshi, SATO Yusuke, ISHIDA Sakae, SUZUKI Yuho 

 and WARASHINA Mio 

 

本研究は、協働ロボットを用いた自動化工程の更なる生産性向上を目的に、ロボットを導入した加工工程

における加工精度の高度化、検査工程への横展開、簡易な外観検査システム開発に取り組んだ。加工精度の

高度化では、ロボットハンドの形状を最適化し、ワークの加工機への固定方法を改善する動作を考案、導入

することで、作業員と同等の加工精度を実現した。検査工程の自動化では、ロボットとCNC画像測定機を連

携させるための検査治具、測定プログラム、ロボット動作等を開発し、従来よりも作業員の工数を 85%削減

した。簡易な外観検査システムの開発では、AI異常検知フレームワークを用いた学習モデルを構築し、3 mm

以上の異常やワークの取り違えを判定可能とした。 

Key words: 協働ロボット、自動化、省力化、AI、外観検査 

 

１ はじめに 

近年、ものづくり企業においては、いわゆるロボット

システムインテグレータを介さず自前でロボットを導

入する動きが見られるが、低コストでロボットを導入で

きる一方、その有効活用を図るためには、ロボット導入

に関する一定の技術・ノウハウが必要不可欠となる。 

共同研究者の(有)佐藤精機は、令和５年度に県先進的

技術・製品開発支援補助金を活用し、作業員が行ってい

た加工品（ワーク）の加工機への搬送・取り付け・取り

外しを協働ロボットで代替する NC 旋盤加工の自動化を

実現した。しかしながら、その加工精度は作業員による

工程に比べ劣っている。加えて、検査工程等の他工程へ

の横展開による更なる適用範囲の拡大、ワークの取り違

え等を原因としたエラー停止のない安定した自動化工

程の実現など、ロボットの更なる有効活用に向けた課題

が顕在化しており、これは、県内ものづくり企業の共通

課題と言える。 

そこで本研究では、協働ロボットを導入した自動化工

程の更なる生産性向上を目的に、ロボットハンドの最適

化、治具等の見直し等による工程改善や他工程への横展

開を図るとともに、簡易な外観検査システムを開発し、

実証試験を実施した。また、本研究を通して、センター

における協働ロボットの有効活用に関する技術・ノウハ

ウを蓄積し、自動化に取り組む中小企業への支援能力の

強化を図る。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 加工精度の高度化 

２．１．１ 対象とする製品 

図１に対象とした製品とその加工工程を示す。直径

100 mm、厚さ 15 mm の材料から NC 旋盤、マシニングセ

ンタの各工程を経て、最終形状に加工していく。このう

ち、NC 旋盤工程では、図２の協働ロボット（(株)カワダ

ロボティクス、NEXTAGE NXA）において、加工機へのワー

クの着脱と、加工機の操作を行う。ロボットハンドは、

両腕ともに、空圧制御、平行チャックのメーカー標準エ

ンドエフェクタを使用した。 

 

 

図１ 対象とする製品とその加工工程 

 

*   栃木県産業技術センター 機械電子技術部 

**  有限会社佐藤精機 
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図２ 協働ロボット NEXTAGE NXA 

 

２．１．２ ロボットハンドの開発 

ワークを把持するツメを設計し、金属 3D プリンタ

（(株)ソディック、OPM250L）及び樹脂 3D プリンタ

（Formlabs、Form3L）にて造形した。造形したツメを協

働ロボットに取り付けた様子を図３に示す。NC 旋盤加工

前のワークは円盤形状であることから、両側から平行に

把持するロボットハンドでは、把持が不安定になる。そ

こで、ツメの片側は V 溝、もう片側は平形状とし、ワー

クの両側から３点で把持することで、円盤形状を安定し

て把持できるよう工夫した。 

また、後述する補正アクションを効果的に行うため、

ツメに半球形状を追加した。 

 

 

図３ ロボットハンドのツメ 

 

２．１．３ ロボット動作の作成 

加工精度が劣る要因をワークの加工機への取付精度

にあると仮定し、解決方法として、ロボットハンドのツ

メに半球形状を追加し、ワークを加工機に固定後、半球

部でワーク中心付近を押しながら、固定し直すロボット

動作「補正アクション」を考案した。補正アクションの

動作の概要を図４に示す。 

 

 

図４ 補正アクションの概要 

 

２．１．４ 実証試験の実施 

NC 旋盤工程において、考案した補正アクションの効果

を検証するため、共同研究者社内にて実証試験を実施し

た。1)手作業による固定、2)従来ロボット動作のみによ

る固定、3)従来ロボット動作に補正アクションを追加し

た動作による固定の３種類でワークを固定し、５個ずつ

加工した。加工後、ワークの反対面を基準面としたワー

ク平面の平行度を三次元座標測定機（(株)ミツトヨ、

LEGEX9106）で測定した。 

２．２ 検査工程への横展開 

２．２．１ 自動化する検査工程の概要 

自動化を行う現状の検査工程の測定手順を図５に示

す。使用する測定機は共同研究者が保有する CNC 画像測

定機（(株)ミツトヨ、Quick Vision ELF）、ワークは２．

１と同様とした。測定手順は、まず、手作業でワークを

測定機のガラステーブルに載せ、測定機を操作し、自動

測定プログラムを実行する。測定終了後、測定結果と良

否の判定が測定画面に表示され、手作業で、良否ごとに

ワークを取り出す。 

通常であれば、測定機とロボットをケーブルで接続

し、シーケンス制御により動作の連携を行うが、本測定

機はロボットと接続可能な入出力インターフェイスを

有していない。 

そこで、この工程を自動化するため、図６に示す自動

検査工程を立案した。まず、ロボットが測定機のガラス

テーブルに設置した検査治具にワークを６個並べる。次

に、ロボットが測定機制御 PC のキーボードのエンター

キーを押下し、自動測定プログラムを実行する。自動測

定プログラムでは、１つのワークの測定が終わるごと

に、良否の結果を PC のモニター上に表示し、ロボット

のビジョンセンサにて読み取る。６個の測定の終了後、

ロボットが検査治具上のワークを一つずつ取り出し、測

定中に読み取った良否に応じて、搬送する。 

 

 



 栃木県産業技術センター 研究報告 No.23 (2026) 

- 3 - 
 

 

図５ 手作業による検査工程の測定手順 

 

 

図６ 立案した自動検査工程 

 

２．２．２ 検査治具、ツメの開発 

ロボットがワークを測定機に容易にセットできるよ

う、新たに検査治具を開発した。開発した検査治具の外

観を図７に示す。検査治具は、ワークを設置する上面を

引き出せるような構造とし、ワーク搬送中にロボットが

測定機に接触するリスクを低減させた。また、一度に６

個のワークを設置できるサイズとし、検査効率を高め

た。 

図８に、検査工程用に開発したロボットハンドのツメ

を示す。ワークの中心に開いた長穴を把持する形状とし

た。 

 

 

図７ 検査治具の外観 

 

 

図８ 検査工程用のロボットハンドのツメ 

 

２．２．３ 自動測定プログラム、ロボット動作の作成 

一度に６個のワークを連続測定する CNC画像測定機の

自動測定プログラムを作成し、１つのワークの測定が終

わるごとに、検査結果の「OK」または「NG」のダイアロ

グを表示させる機能を追加した。図９に作成した自動測

定プログラムの測定画面を示す。 

立案した自動検査工程を実現するロボットの動作を

作成した。開発した検査治具やツメ、自動測定プログラ

ムの動作、後述する簡易外観検査工程を踏まえた動作と

した。 

 

 

(a) 検査 OK 判定     (b) 検査 NG 判定 

図９ 自動測定プログラムの測定画面 

 

２．２．４ 実証試験の実施 

立案した自動検査工程の効果を検証するため、共同研

究者社内の検査室にて実証試験を実施した。実証試験用

のワークを準備し、一度に検査治具に載せられる６個の

ワークを自動検査した際のサイクルタイムを計測した。

また、従来の手作業による検査でのサイクルタイムを計

測し、自動検査の場合と比較した。 

２．３ 簡易な外観検査システムの開発 

２．３．１ AI 学習モデルの作成 

ロボットのビジョンセンサで撮影したワーク画像に

対して、ワークの取り違えやキズ・ゴミの有無等を検査

する AI 学習モデルを作成した。AI 学習モデル作成のた
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めの開発環境を表１に示す。NVIDIA GeForce RTX4060 

8GB を搭載した Windows PC で anaconda の仮想環境を構

築した。撮影した学習用の正常品画像 400 枚を用い、異

常検知フレームワーク anomalib1)に実装されている、異

常検出アルゴリズム PatchCore2)により、学習モデルを

構築した。学習モデルは onnx 形式に出力し、ロボット

と連携して外観検査を実施する Raspberry Pi 5 に実装

した。表２に外観検査環境を示す。 

 

表１ 学習モデル作成環境 

PC Windows 11 Pro 

CPU Intel Core i7 

GPU 
NVIDIA GeForce RTX4060 

8GB 

RAM 16 GB 

Python 3.10.18 

仮想環境 anaconda 24.11.3 

異常検知 
フレームワーク 

anomalib 2.0.0 

異常検出 
アルゴリズム 

PatchCore 

入力画像サイズ 750×750 pixel 

画像枚数 400枚 

 

表２ 外観検査環境 

デバイス Raspberry Pi 5 

OS 
Raspberry Pi OS 
bookworm 64bit 

モデル形式 onnx 

Python 3.11.2 

 

２．３．２ ロボットと Raspberry Pi 5 の連携システ

ムの構築 

ロボット制御 PC と Raspberry Pi 5 の LAN に共有フォ

ルダを設定し、ログファイルを配置した。ロボットが撮

影したワーク画像は共有フォルダに保存されるように

設定した。図 10 にロボットと Raspberry Pi 5 の連携シ

ステムのフローチャートを示す。ロボットでワーク画像

を撮影し、共有フォルダに保存する。ロボットからログ

ファイルに“RUN”というコマンドを書き込む。Raspberry 

Pi 5 が“RUN”の書き込みを検知したら、保存された画

像に対して検査を実行し、結果をログファイルに書き込

む。ロボットがログファイルに書き込まれた検査結果を

読み取り、結果に応じた動作を実施する。 

 

 

図 10 連携システムフローチャート 

 

２．３．３ 実証試験の実施 

構築した外観検査システムの動作を検証するため、共

同研究者社内の検査室にて実証試験を実施した。NG 品に

ついては、ワークの取り違えとして裏表を逆にしたも

の、キズ・ゴミ付着物として圧痕やマジック書きしたも

ので再現した。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ 加工精度の高度化 

実証試験の様子を図 11 に、ワーク平面の平行度の測

定結果を図 12 に示す。 

図 12 により、手作業による固定動作での平行度 0.03 

mm に対し、補正アクションでは 0.02 mm となり、同等の

取付精度を実現していることを確認した。また、加工精

度のバラツキについても、手作業と補正アクションは同

等の水準となっていることがわかり、補正アクションが

加工精度の向上に効果的であることが示された。 

 

 

図 11 実証試験の様子 
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図 12 実証試験におけるワーク平面の平行度（N=5） 

 

３．２ 検査工程への横展開 

図 13 に実証試験の様子を示す。立案した自動検査工

程の動作がロボットで実現可能であることを確認した。 

図 14 に６個のワークを測定した際の、手作業による

検査とロボットによる自動検査のサイクルタイムを示

す。総サイクルタイムはロボットが手作業の約５倍を要

するものの、人が介入する実作業時間で比較すると、85%

の削減が可能で、作業員の負担が軽減できることがわか

った。 

 

 

図 13 自動検査工程の実証試験の様子 

 

 

図 14 ワーク６個検査でのサイクルタイム 

３．３ 簡易な外観検査システムの開発 

AI 学習モデルによる検査を実施した。異常がある箇所

と AI 学習モデルのハイライトが一致していることが確

認でき、結果として、大きさ 3 mm 以上の異常やワーク

の取り違えを認識し、NG 品としてロボット動作に反映さ

せることができた。 

 

４ おわりに 

協働ロボットを用いた自動化工程の更なる生産性向

上を目的に、ロボットを導入した加工工程における加工

精度の高度化、検査工程への横展開、簡易な外観検査シ

ステムの開発に取り組み、次の結論が得られた。 

（1）ロボットハンド、動作の開発により、作業員と同等

の加工精度を実現した。 

（2）検査治具、測定プログラム、ロボット動作の開発に

より、検査工程を自動化し、作業員の工数を 85%削

減した。 

（3）簡易外観検査システムを開発し、3 mm 以上の外観

異常、ワークの取り違えを判定できた。 
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重点共同研究（医療福祉機器） 
 

水と二酸化炭素によるカテーテルチューブ内表面改質法の開発 
 

小林 愛雲*  中田 あゆ美*  大森 和宏* 

西間木 潤**  吉田 友幸**  篠原 尚也*** 

 

Development of a Modification Method for the Inner Surface of Catheter Tubes 

Using Water and Carbon Dioxide 

KOBAYASHI Azumi, NAKADA Ayumi, OMORI Kazuhiro, 

NISHIMAKI Masaru, YOSHIDA Tomoyuki and SHINOHARA Naoya 

 

機能性コーティングの前処理として、二酸化炭素ファインバブル（CO2FB）水を用いたポリウレタンの表面

改質法の開発を試みた。ポンプ圧力0.1 MPa，CO2流量1 L/min，恒温水槽温度20℃で生成したCO2FB水のpH

は最も低下し、最低で 4.1 となった。CO2FB 水にポリウレタンシートを浸漬すると、ポリウレタンシートの

表面付近に水酸基（OH 基）が生成することが FT-IR 測定で明らかになり、最も pH が低下した CO2FB 水で改

質したシートの OH 基由来ピークが最も大きく検出された。改質したポリウレタンシートとコーティング剤

（MPC ポリマー）の密着性は高く、蒸留水中で撹拌しても剥がれが見られないことが AFM 観察により明らか

になった。 

Key words: ファインバブル、CO2、加水分解、ウレタン 

 

１ はじめに 

医療分野において、樹脂材料等が生体と接触すると、

生体由来のタンパク質が表面に吸着し、問題を引き起こ

すことが知られている。カテーテルチューブでは、血液

の通過によりタンパク質がチューブ内表面に吸着して

血栓を生成し、詰まり等のトラブルが発生することがあ

る。そこで、機能性コーティング処理等による問題解決

が試みられている。機能性コーティングの一つに 2-メタ

クリロイルオキシエチルホスホリルコリン（MPC）ポリ

マーが挙げられるが、カテーテルチューブの素材である

ポリウレタン等との密着性に課題があり、チューブ内表

面の改質が必要とされている。ポリウレタンの表面改質

法としては、紫外線（UV）照射や大気圧プラズマ処理が

挙げられるが、カテーテルチューブ内表面の処理は困難

である。また、グラフト処理等の例もあるが、医療用途

であるため薬品の使用は制限されており、新たな改質法

の開発が求められている。 

一方、カテーテルチューブに用いられるポリウレタン

は、二酸化炭素（CO2）を触媒として用い、高温高圧下で

加水分解することでモノマー化することが報告されて

いる 1)。この技術を応用し、マイルドな条件下で CO2 水

（炭酸水）を用いた加水分解を行うことで、表面のみを

改質できるのではないかと考えた。ここで、炭酸水を製

造する方法として、高圧下で CO2 を封入する方法等存在

するが、CO2ファインバブル（FB）を用いることで、設備

上安価で比較的容易に高濃度炭酸水が製造できると考

えられる。 

本研究では、機能性コーティングの前処理として、

CO2FB 水を用いたポリウレタンの表面改質法を開発す

る。CO2FB 水の生成条件が pH 及びポリウレタンの改質に

与える影響、コーティングの密着性について検討したの

で報告する。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 材料 

 ポリウレタンは、Lubrizol 製 Pellethane 2363 80AE

の射出成形シート（約 200 mm×220 mm×厚さ 3 mm）を

約 20 mm×20 mm にカットし、エタノール（関東化学(株)

製、特級）でふき取り洗浄した後、試験に供した。コー

ティング液は、インテリジェント・サーフェス(株)製 MPC

ポリマー分散液を用いた。 

２．２ CO2FB 水の生成及び樹脂の改質 

FB 発生装置の写真及び概略図を図１に示す。本装置

は、水槽（以下、FB 水槽）内の水を循環ポンプ（三相電

機(株)製 PH2-3/3AS5.4）で吸い上げ、ノズル（大生工業

*   栃木県産業技術センター 材料技術部 

**  栃木精工株式会社 

*** 大生工業株式会社 
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(株)製 HELIX NOZZLE TH-03）から吐出する際、CO2を自

給し FB を発生させる仕組みである。 

 

図１ FB 発生装置の写真及び概略図；(a)ノズル、 

(b)流量計、(c)循環ポンプ、(d)ポンプ圧力計、 

(e)吸水路、(f)排水路、(g)噴射水路、(h)FB 水槽、 

(i)低温恒温水循環装置、(j)恒温水槽、(k)pH 電極、 

(l)CO2ガスボンベ 

FB 発生における溶媒には約 30 L の蒸留水を用いた。

FB 発生中、図１(g)のコックは全開とし、図１(f)からの

排水によりポンプ圧力を調整し、CO2 流量は流量計によ

り調整した。また FB 水槽の外側に恒温水槽（低温恒温

水循環装置（東京理化器械(株)製 CTP-201）で温度制御）

を設置し、温度を間接的に制御した。なお、今回検討し

た CO2FB 水生成条件（ポンプ圧力、CO2流量、恒温水槽温

度）は表１のとおりである。表面改質の際は、ポリウレ

タンシートを FB 水槽に浸漬した後、FB 生成を開始した。 

２．３ 改質樹脂の乾燥 

CO2FB 水に浸漬したポリウレタンシートを、エアブロ

ーすることで表面の水を除去した後、乾燥器（(株)東洋

製作所製 FC-612）で 30℃または 60℃で 10 分間または

60 分間乾燥させた。 

２．４ 改質樹脂へのコーティング 

ポリウレタンシートを蒸留水に約10秒間浸漬した後、

取り出してエアブローにより表面の水を除去した。この

シートをコーティング液に約 10 秒間浸漬した後、室温

で約１時間静置することで、コーティング処理した。 

２．５ 評価 

CO2FB 水の pH は、pH・電気伝導度メータ（(株)堀場製

作所製 DS-220PC）を用いて測定した。pH 電極（(株)堀

場製作所製 9680S-10D）は図１(k)に示す位置に設置し

た。 

CO2FB 水のマイクロバブル（MB）径分布は、水槽に 40 

L の水道水を入れ、液中パーティクルカウンター（ベッ

クマン・コールター(株)製 HIAC8000A）を用いてノズル

前 250 mm の位置からサンプリングし、インライン測定

することにより求めた。 

ポリウレタンシートの接触角は、接触角計（協和界面

科学(株)製 DMs-400）を用いて測定した。測定には蒸留

水を用い、滴下量は 2 µL とした。 

また、ポリウレタンシートの表面及び付着物の分析

は、フーリエ変換赤外分光光度計（FT-IR, 日本分光(株) 

 

表１ CO2FB 水生成条件 

 

恒温水槽
温度 [℃]

CO2流量
[L/min]

ポンプ圧力
[MPa]

2010.2条件1

4010.2条件2

6010.2条件3

2010.1条件4

200.50.2条件5
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製 FT/IR-4600）を用い、ATR 法（ゲルマニウムプリズム）

により行った。MPC ポリマー（以下、コーティング剤）

の FT-IR 測定は、金属板にコーティング液を塗布し、室

温で１時間静置した後、赤外顕微鏡（日本分光(株)製

IRT-5200）を用い、顕微反射法により行った。 

コーティングの密着性は、コーティング処理したポリ

ウレタンシートを蒸留水 1 L 中で１時間撹拌した後、プ

ローブ顕微鏡（AFM, セイコー電子(株)製 SPI-3800）で

観察することにより評価した。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ CO2FB 水の pH 及び MB 径分布 

CO2FB 水の pH の経時変化を図２(A)に、MB 径分布を図

２(B)に示す。今回検討したいずれの条件においても、

CO2FB 水の pH は FB 生成開始から 10 分間で急激に低下

し、１、２時間後まで時間経過とともに緩やかに低下し

た。その後 FB 生成を停止する 24 時間後まで、pH は緩や

かに上昇した。また、今回検討したいずれの条件におい

ても 24～28 µm をピークとする MB 径分布が得られた。 

ポンプ圧力と CO2 流量が同じで恒温水槽温度が異なる

条件１、２、３（図２(a)、(b)、(c)）に着目すると、到

達 pH はいずれも 4.3 だったが、恒温水槽温度が高いほ

ど、時間経過に伴う pH の上昇は大きかった。また恒温

水槽温度が高いほど、MB 濃度は低い傾向が見られた。FB

においては、気泡の微細化に伴い内部圧力が増大し、ガ

スの溶解が促進されることが知られている 2)。すなわち

MB やウルトラファインバブル（UFB）濃度が高いほうが、

CO2 溶解量は多いと予想される。また、水温が高いほど

溶解できる CO2 量は減少することが知られている。以上

のことから、恒温水槽温度すなわち CO2FB 水の温度が高

いほど時間経過に伴う pH の上昇が大きいのは、MB 濃度

が低いこと、また溶解できる CO2 量が減少することが原

因と考えられる。 

恒温水槽温度 20℃の条件１、４、５（図２(a)、(d)、

(e)）に着目すると、ポンプ圧力が低い条件４で生成し

た CO2FB 水の pH は最も低下し、4.1 に達した。一方で、

CO2流量が少ない条件５で生成した CO2FB 水の pH は最も

高く、到達 pH は 4.6 だった。また、最も低い pH を示し

た条件４の MB 濃度は最も低く、一方で、到達 pH が最も

高い条件５の MB 濃度は最も高いことが分かった。この

ことは前述の MB 濃度と pH の関係からは説明できない。

CO2FB 水の pH は、MB 濃度や温度だけでなく、CO2流量や

水流等が複雑に影響しているものと考える。 

３．２ CO2FB 水による樹脂の改質 

ポリウレタン等のプラスチックには、滑剤等の添加剤

や離型剤等、表面に付着物が存在することがあり、表面

改質を阻害する恐れがあることから、ポリウレタンシー

トの表面を FT-IR で測定した（図３）。その結果、アミ

ドを含む付着物が確認された（図３(a)）。これは、添加 

 

図２ CO2FB 水の pH(A)及び MB 径分布(B)；(a)条件

１、(b)条件２、(c)条件３、(d)条件４、(e)条件５、

(f)蒸留水，20℃ 

 

 

図３ ポリウレタンシート表面付着物の FT-IR スペク

トル；(a)未洗浄、(b)EtOH 洗浄 
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剤である脂肪酸アミド 3)がブリードしたものと考えら

れる。 

FB には洗浄効果があることが知られているが、付着物

の量によっては、十分洗浄できないことが予想される。

一方で、この付着物はエタノールでふき取り洗浄（以降、

EtOH 洗浄）することにより除去できる（図３(b)）。そ

こで、ポリウレタンシートの CO2FB 水による改質の効果

を確認するため、以降、EtOH 洗浄したポリウレタンシー

トを実験に供した。 

ポリウレタンシートを CO2FB 水に一定時間浸漬した際

の接触角の変化を図４に示す。浸漬０時間（未浸漬）の

ポリウレタンシートの接触角には、5°程度のばらつき

がみられた。ポリウレタンシートの表面には射出成形金

型の転写によると思われる細かい線状の凹凸が多数確

認されることから、表面形状にばらつきがあり、このこ

とが接触角のばらつきの主な原因と考えられる。 

また、恒温水槽温度 20℃の条件１、４、５では、CO2FB

水浸漬時間の増加に伴い、ポリウレタンシートの接触角

は低下したが（図４(a)、(d)、(e)）、40℃（条件２）、

60℃（条件３）では、接触角は低下した後、高くなった

（図４(b)、(c)）。これらのポリウレタンシートの表面

を FT-IR で測定したところ、条件３で生成した CO2FB 水

に 4、8、24 時間浸漬したシートに付着物が確認された。

また、条件２においては、４、８時間では付着物は確認

されなかったが、24 時間では確認された。付着物の FT-

IR スペクトルを図５に示す。本測定結果より、付着物は

脂肪酸アミドと推定された。このことから、恒温水槽温

度すなわち CO2FB 水の温度が高く、浸漬時間が長いほど、

ポリウレタンシート中の脂肪酸アミドのブリードが促

進されることが示唆される。そのため、以降の実験では、

恒温水槽温度 20℃（条件１、４、５）、40℃（条件２）

のみ検討することとした。 

ポリウレタンシートを CO2FB 水及び蒸留水に浸漬した

際の FT-IR スペクトルを図６に示す。条件１の 24 時間

（図６(a)）、 条件２の８時間（図６(b)）、条件４の４、

８時間（図６(c)）浸漬において、3500 cm-1付近に水酸

基（OH 基）とみられるブロードなピークが出現し、改質

したことが示唆された。特に条件４で生成した CO2FB 水

に８時間浸漬したポリウレタンシートにおいては、OH 基

由来のピークが他の条件より大きい傾向があった。その

ため、以降の実験では当該条件を採用することとした。 

３．３ 改質樹脂の乾燥 

条件４で生成した CO2FB 水に８時間浸漬したポリウレ

タンシートを乾燥させたときの、接触角の変化を測定し

たところ、30℃で乾燥させたシートの接触角は、乾燥前

と比べて明らかな差は見られなかった。一方、60℃で 10

分間乾燥したポリウレタンシートの接触角は、乾燥前よ

り 7°、60 分間乾燥したものは 22°高くなり、濡れ性が

低下していることが確認された。これらのポリウレタン

シートの表面を FT-IR で測定したところ、60℃乾燥後に

おいては、ブリード物とみられる脂肪酸アミドが確認さ

れ、またそのピークは乾燥時間 10 分よりも 60 分のほう

が大きく、はっきりとみられた（図７）。 

またデータは示していないが、CO2FB 水から取り出し

た後、24 時間室温で静置したポリウレタンシートの接触

角は、取り出した直後に比べて高いことが確認されてい

る。これらのポリウレタンシートの表面を AFM 観察した

ところ、CO2FB 水から取り出した直後に比べて、24 時間

静置後では付着物が増加している傾向がみられた（デー

タ未掲載）。このことから、ポリウレタンシートのブリ

ード物の増加が、濡れ性低下の原因と考えられる。 

 

図４ ポリウレタンシートの CO2FB 水浸漬時間と接触

角の関係；(a)条件１、(b)条件２、(c)条件３、(d)条

件４、(e)条件５、(f)蒸留水，20℃ 

 

 

図５ CO2FB 水（条件３）に８時間浸漬したポリウレタ

ンシート表面付着物の FT-IR スペクトル 
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図６ ポリウレタンシート表面の FT-IR スペクトル；

(a)条件１、(b)条件２、(c)条件４、(d)条件５、(e)蒸

留水，20℃；図中の矢印は OH 基由来のピークを表す 

以上のことから、CO2FB 水で改質したポリウレタンの

乾燥は、より低温、短時間で行うことが適していると考

えられる。 

ここで、CO2FB 水に浸漬したポリウレタンシート表面

の水は、ブロワーで除去でき、またこの方法はチューブ

の乾燥にも適していると考えられることから、コーティ

ング前の乾燥はブロワーを用いて行うこととした。 

３．４ 改質樹脂のコーティング 

コーティング処理後のポリウレタンシートに水滴を

滴下し、濡れ性を評価したところ、EtOH 洗浄（未浸漬）、

条件４の CO2FB 水８時間浸漬、いずれのシートにおいて

も処理前より濡れ性が向上していることが確認された。

また、ポリウレタンシート表面を FT-IR で測定したとこ 

 

図７ CO2FB 水（条件４）に８時間浸漬後 60℃で乾燥

したポリウレタンシート表面付着物の FT-IR スペクト

ル；(a)乾燥時間 10 分、(b)乾燥時間 60 分 

 

 

図８ コーティング処理前後のポリウレタンシートの

FT-IR スペクトル；(a)EtOH 洗浄（未浸漬）、(b)CO2FB

水（条件４）8 h 浸漬、(c)コーティング剤；1 処理

前、２処理後；図中の矢印はコーティング剤由来のピ

ークを表す 
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ろ、コーティング処理により 3400 cm-1及び 960 cm-1付

近にコーティング剤由来のピークが出現した（図８）。

さらに、コーティング処理前後のポリウレタンシートを

AFM 観察したところ、処理後においては、コーティング

剤とみられる形状が全体的に観察された（図９(a)-２、

(b)-２）。以上のことから、EtOH 洗浄（未浸漬）、CO2FB

水８時間浸漬、いずれのポリウレタンシートにおいても

コーティングされたことが確認された。 

 

図９ ポリウレタンシートの AFM 像；(a)EtOH 洗浄（未

浸漬）、(b)CO2FB 水（条件４）8 h 浸漬；１コーティン

グ処理前、２コーティング処理後、３洗浄後；１～３形

状像、３’位相像 

コーティング処理したポリウレタンシートを蒸留水 1 

L 中で１時間撹拌した後、AFM 観察したところ、CO2FB 水

に８時間浸漬したものは、形状像及び位相像が均質であ

り、コーティング剤が全面に残っている様子が見られた

（図９(b)-３、３’）。一方、EtOH 洗浄（未浸漬）では、

形状像には表面性状の違いが、位相像には異なるコント

ラストが現れ、コーティング剤の一部に剥がれがある様

子が観察された（図９(a)-３、３’）。 

以上のことから、ポリウレタンシートを CO2FB 水で改

質することにより、コーティング剤の密着性が向上する

ことが明らかになった。 

 

４ おわりに 

 機能性コーティングの前処理として、二酸化炭素ファ

インバブル（CO2FB）水を用いたポリウレタンの表面改質

法を開発した。CO2FB 水を生成し、ポリウレタンシート

を浸漬、評価して次の知見を得た。 

（1）条件４（ポンプ圧力 0.1 MPa，CO2流量 1 L/min，

恒温水槽温度 20℃）で生成した CO2FB 水の到達 pH

は最も低く、またマイクロバブル（MB）濃度は最も

低かった。一方で、条件５（0.2 MPa，0.5 L/min，

20℃）の pH は最も高く、MB 濃度は最も高かった。 

（2）到達 pH が最も低い条件４で生成した CO2FB 水に浸

漬したポリウレタンシートは、改質後の水酸基の

ピークが最も大きく、最も改質されることが示唆

された。 

（3）CO2FB 水で改質することにより、ポリウレタンシー

トと MPC ポリマー（コーティング剤）の密着性が

向上することが明らかになった。 
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重点共同研究（フードバレーとちぎ） 
 

干し芋製造残渣の食品素材化に関する研究 
 

金井 悠輔*  益子 朱音*  岸 辰典**  中村 亮** 

 

Research on Converting Dried Sweet Potato Production Residues into Food Ingredients 

KANAI Yusuke, MASHIKO Akane, KISHI Tatsunori and NAKAMURA Ryo 

 

干し芋製造残渣を安全な食品素材として活用することを目的に、表面殺菌、冷却、保存の各条件を評価し

た。アクアガス処理はサツマイモ表面付着菌を低減し、残渣ペーストの初発菌数を低減した。ペーストの冷

却は未包装では真空冷却、包装下では冷水またはブラインによる冷却が有効であった。フィチン酸によるpH

調整と包装後加熱を併用すると一定の一般生菌数低減効果が見られ、エタノールを補助的に併用すると殺菌

効果が大幅に向上した。フィチン酸の添加は黒変を抑制し色調改善にも寄与した。5 ℃での保存では、pH調

整＋加熱を基本とする多重バリア設計が有効と考えられた。 

Key words: 干し芋製造残渣、アクアガス、殺菌、食品素材化 

 

１ はじめに 

干し芋は、素朴な甘味と食べやすさから安定した需要

があり、加えて健康機能性が広く認知されるにつれ、近

年人気が高まっている。一方、干し芋製造では皮むき工

程で外皮周辺の果肉を除去する工程が一般的であり、相

当量の残渣が発生する。本残渣は澱粉や食物繊維、ポリ

フェノール類などの成分を含むにも関わらず、微生物汚

染リスクや色調（黒変）・保存性の課題から、十分に食

品用途へ活用されていないのが現状である。食品ロス削

減や資源循環の観点から、製造現場で運用可能かつ安全

な素材化プロセスを確立し、高付加価値の用途へ展開す

ることが求められている。また、栃木県では食品ロス削

減推進計画に基づき未利用食品の活用が求められてお

り、本残渣の食品素材化は地域産業の振興にも寄与する

と考えられる。 

本研究は、干し芋製造残渣を安全な食品素材として有

効活用することを目的とし、表面付着菌の殺菌方法、迅

速な冷却手法、保存性向上のための多重バリア設計を検

討し、現場導入を見据えた実用的な素材化工程の確立に

取り組んだ。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 原料及びサツマイモ表面の殺菌処理 

原料のサツマイモは、令和６年産または令和７年産栃

木県産紅はるかを使用した。収穫後は貯蔵庫にて保管し、

使用する前日に水洗いしたものを試験に供した。 

アクアガス処理はアクアクッカー（㈱タイヨー製作所、

AQ-25G-SD5-OH）を使用し、庫内温度：115℃、ポンプス

トローク：200、ファン回転速度：20 Hz の条件で１分

間または５分間加熱した。次亜塩素酸ナトリウム処理は、

サラヤ㈱製「ジアノック」の 300 倍希釈液（次亜塩素酸

ナトリウム濃度：200ppm）に原料を 10 分間浸漬した。

過酢酸処理は、保土谷化学工業㈱製「オキシアタック」

の 1,750 倍希釈液（過酢酸濃度：80ppm）に原料を 10 分

間浸漬した。サツマイモ表面の微生物検査は、スタンプ

培地法（島津ダイアグノスティクス㈱、フードスタンプ）

により一般生菌及び大腸菌群を評価した。 

２．２ 干し芋製造残渣ペーストの調製・加熱処理 

水洗後または表面の殺菌処理を施したサツマイモを

セイロで約１時間蒸煮後、皮むきを行い、その際に外皮

とともに除去される果肉を残渣として収集した。当該残

渣を後述の方法で 10℃以下まで真空冷却し、刃径φ5 mm

のプレートを装着したミンサーで裏漉しすることで干

し芋製造残渣ペーストを調製した。 

エタノール添加ペーストは、添加後のエタノール濃度

が 3%(w/w)となるよう、サラヤ㈱製「アルペット LN」を

ペーストに適量加えることで調製した。pH 調整ペースト

は、築野食品工業㈱「フィチン酸」をペーストに適量加

え、pH4.3 に調整することで調製した。 

ペーストの加熱処理は、各ペースト 100 g をポリ袋に

真空包装し、レトルト殺菌機（㈱サムソン、SGC60/10D-

S）により、槽内温度 82℃にてペースト中心温度が 80℃

に到達してから 10 分間保持することで加熱を行った。 

２．３ ペーストの冷却処理 
*   栃木県産業技術センター 食品技術部 

**  株式会社壮関 



栃木県産業技術センター 研究報告 No.23 (2026) 

- 13 - 

 

ペースト 500 g をポリ袋に真空包装し厚さ約 12 mm に

広げ、50℃に保温したものについて以下の各方式で冷却

試験を行った。①冷風冷却：5℃に設定した恒温槽によ

り冷却、②冷水冷却：5℃に設定した水槽内に浸漬して

冷却、③真空冷却：包装の一部を開封し、減圧乾燥機（ヤ

マト科学㈱、DP410）内で真空環境に曝すことで冷却、④

ブライン凍結：-30℃に設定したブライン凍結機（米田

工機㈱、RF-2）に浸漬して凍結した。熱電対により冷却

時のペースト中心温度の推移を計測することで冷却特

性を評価した。 

２．４ 保存試験 

各ペーストを冷蔵（5℃）で保存し、経時的に一般生菌

数、大腸菌群、pH、色調を測定した。冷凍（-18℃）での

保存試験も併せて実施した。 

２．５ ペーストの評価 

一般生菌数は、乾式簡易培地（島津ダイアグノスティ

クス㈱、コンパクトドライ TCR）により測定した。大腸

菌群は、BGLB 培地を用いた発酵管法で評価した。pH は、

pH 電極（㈱堀場製作所、9611-10D）を装着した pH メー

ター（㈱堀場製作所、F-15）によりペーストの pH を直

接測定した。色調は、分光測色計（コニカミノルタジャ

パン㈱、CM-5）によりペーストの L*（明度）、a*（赤方

向の色度）、b*（黄方向の色度）を測定した。保存試験

中の色差は、製造３日目の色調を基準色として算出した。 

２．６ ペーストの成分分析 

ペーストの一般成分のうち水分は常圧加熱乾燥法（乾

燥助剤添加法）、たんぱく質は燃焼法（改良デュマ法）、

脂質は酸分解法、炭水化物は差し引き法、灰分は直接灰

化法により求めた。総ポリフェノール量は、フォーリン

－チオカルト法により没食子酸相当量として求めた。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ 表面付着菌に対する殺菌効果 

原料のサツマイモは水洗いされているものの、土壌由

来の微生物が表面に多く付着していることが予想され、

残渣を安全性の高い食品素材とするためには表面付着

菌をいかに殺菌するかが重要と考えられる。そこで、各

方式による殺菌処理を行い、表面付着菌の残存をスタン

プ培地法により評価した（図１）。その結果、アクアガ

ス試験区では大腸菌群が陰性となり、５分間のアクアガ

ス処理では一般生菌数が明確に低減した。次亜塩素酸ナ

トリウム処理や過酢酸製剤においても一定の殺菌効果

は見られたが、５分間のアクアガス処理が総合的に最も

高い表面殺菌効果であると考えられた。 

アクアガス処理の有効性を検証するため、実際の干し

芋製造工程を再現し、発生した残渣をペーストに加工し

て微生物検査を行った。その結果、アクアガス処理を行

わない場合の一般生菌数 2.2×103cfu/g に対し、５分間

のアクアガス処理を行ったものは＜300(130)cfu/g まで

低減した。このことから、アクアガス処理はサツマイモ

表面付着菌を効果的に殺菌でき、残渣から加工したペー

ストの初発菌数低減のために有効な手段であることが

明らかとなった。なお、本研究におけるペーストの微生

物検査では大腸菌群はいずれも陰性であった。一般的に

大腸菌群は耐熱性が低いとされるため、アクアガス処理

の有無にかかわらず蒸煮工程において殺菌された結果

と考えられた。 

 

図１ スタンプ培地法による表面付着菌の評価結果 

 

３．２ 冷却方法の比較 

干し芋残渣ペースト（初期温度 50℃）を中心温度 10℃

まで冷却する条件を比較し、各方式の到達時間を評価し

た（図２）。その結果、冷水冷却、真空冷却、ブライン

凍結はいずれも 30 分以内に中心 10℃へ到達し、特に真

空冷却およびブラインは短時間での冷却が可能であっ

た。真空冷却は未包装条件（包装開封後）で実施してお

り、蒸散潜熱を利用した効率的な温度降下を確認できた。

大量調理の衛生管理で一般的な「60 分以内に中心温度を

10℃付近まで低下」1)という目安に照らしても、未包装

では真空冷却、包装下では冷水又はブラインによる冷却 

 

 

図２ 冷却到達時間の比較（中心温度 50→10℃） 
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が適当であると判断された。実際の干し芋製造工場では、

残渣が断続的に発生し一時保管を要する場面が想定さ

れ、その際には未包装で迅速に冷却する必要があるため、

この点で真空冷却が最適な冷却手法と言える。他方、残

渣を即時にペースト化及び真空包装まで一連で処理で

きる環境がある場合には、冷水冷却またはブライン凍結

が短時間かつ衛生的な選択肢となるものと考えられた。 
３．３ pH 調整・エタノール添加・加熱処理の相乗効果 

裏ごし後の残渣ペーストに対し、無添加、エタノール

添加、pH 調整、エタノール＋pH 調整の４区を設定し、

真空包装後に加熱処理を施して一般生菌数を評価した

（図３）。なお、この検討では設備投資を抑えた運用ケ

ースを想定し、アクアガス処理を併用しないで実施した。

その結果、pH 調整区では調整直後から一般生菌数の低下

が認められ、加熱後には無添加と比べて約１桁の低減が

認められた。一般に、細菌胞子の死滅時間は pH により

大きく異なることが知られており、酸性条件での加熱殺

菌により死滅しやすい傾向を示す 2)。今回の結果は、そ

うした pH 依存的な熱的不活化が促進された結果と考え

られた。一方、エタノール単独は添加による低減効果が

限定的であったが、エタノール＋pH 調整では最も強い低

減効果を示した。これは、エタノールが細胞膜のバリア

機能を弱めたことで低 pH・加熱の殺菌作用を補強した結

果と考えられる。以上により、pH 調整と加熱処理を併用

することが初発菌数の低減に有効であり、エタノールは

補助的に相乗効果を与えることが明らかとなった。実際

は、添加物を最低限に抑えつつ安全マージンを確保する

観点から、pH 調整＋加熱処理を基本とし、製品規格や初

発菌数が高い原料ロットではエタノールの補助使用を

選択的に組み合わせるのが合理的であると考えられた。 

 

図３ pH 調整・エタノール添加・加熱処理の相乗効果 

 

３．４ pH 調整によるペースト色調への影響 

pH調整によるペースト色調への影響を L*a*b*値で評価

したところ（表１）、無添加に対し pH 調整では L*が 40.2

→51.0 へ大きく上昇し、a*は−1.5→+2.5 へ正方向に転

じ、b*も 15.1→25.3 へ増加した。エタノール単独の明度

上昇は限定的（L*=41.7）であった一方、エタノール＋pH

調整の併用で L*は 51.3 と高値となり、外観は明るく鮮

やかな黄〜赤方向へシフトした｡この要因として、サツ

マイモ調理時の黒変原因の一つである鉄－クロロゲン

酸錯体の形成に対し、フィチン酸の鉄キレート効果が関

与して錯体形成を抑制あるいは解消した可能性が考え

られた。したがって、微生物制御のためのフィチン酸の

添加は、外観品質（黒変抑制）の改善という副次的効果

も同時に得られる操作であり、特に外観品質を重視する

生地や生菓子系原料用途として使用する場合に有効で

あると考えられた。 

表１ pH 調整・エタノール添加の色調への影響 

 

 

３．５ 保存性 

保存性の評価として、各ペーストを真空包装し 5℃で

90 日保存したところ、無添加、エタノール添加、pH 調

整、エタノール＋pH 調整の各区、さらに加熱処理の有無

に関わらず一般生菌数の大幅な増加は認められず、全期

間を通じて 1.0×104 cfu/g 以下を維持した（図４）。特

に pH 調整（＋エタノール）＋加熱区は初発菌数が低く、

その後の保存中も低水準を維持したことから、多重バリ

アとしての有効性が示された。また、アクアガス処理＋

無添加＋非加熱区においても増加は見られず、調製直後

の低水準を維持した。一方、無添加＋非加熱区では、ア

クアガス処理の有無に関わらず保存 62日時点で pHの低

下と色差の上昇が認められ、これらの検体では包装内ガ

スの発生が確認された。pH 調整＋非加熱区でも同様にガ

ス発生が確認され、これらの現象は、ペースト中に残存

していた微生物（ヘテロ発酵型乳酸菌など）が保存中に

炭酸ガスを生成するとともに有機酸を産生し、pH を低下

させた可能性を示唆する。一方、エタノール添加または

加熱処理のいずれかを適用した試験区ではガス発生が

認められず、これらの操作により代謝が抑制され、品質

が安定したものと推察された。以上により、5℃での長

期保存を前提とする場合、少なくともエタノール添加ま

たは加熱処理のどちらかを適用する必要があるが、初発

菌数低減や色調改善の観点も踏まえると、pH 調整＋加

熱を基本とする多重バリア設計を採用することが、微生
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物学的安全性と外観品質の両立に最も有効であると結

論づけられた。 

 

 

図４ 保存日数と一般生菌数、pH、色差の推移 

○：無添加、△：エタノール添加、 

□：pH 調整、◇：エタノール添加・pH 調整 

白抜きマーカー：非加熱、塗りつぶしマーカー：加熱 

点線：5℃保存、破線：-18℃保存 

実線：アクアガス処理、5℃保存 

 

３．６ ペースト成分分析 

無添加＋非加熱ペーストの一般成分量の測定結果を

表２に示す。サツマイモ（塊根、皮つき、蒸し）文献値 3)

と比較すると、本ペーストは相対的に水分が低く炭水化

物が高いという特徴が確認された。同ペーストの総ポリ

フェノール量を測定したところ、107 mg-GAE/100gFW で

あった。既報 4)において、浜松市産紅はるかの総ポリフ

ェノール量の例として 237 mg-GAE/100gFW と報告されて

おり、これと比較すると本ペーストの総ポリフェノール

量は低い水準であった。 

 

４ おわりに 

本研究では、干し芋製造過程で発生する外皮周辺の果

肉残渣を食品素材として有効活用することを目的とし

て、表面付着菌の殺菌手法、安全性及び保存性を高める

製造プロセスについて検討し、以下の知見を得た。 

表２ ペーストの一般成分 

 

 
これらの成果に基づき残渣の食品素材化と販売が実現

すれば、干し芋製造業者の収益性向上に寄与するととも

に、食品ロス削減・資源循環の観点から SDGs への具体

的な貢献を示すことができ、企業イメージの向上が見込

まれる。さらに、干し芋残渣ペーストを活用することで、

環境配慮型の付加価値を備えた製品として市場訴求力

の高い新商品の創出につながり、本県食品産業の振興に

寄与するものと考えられる。 

（1）５分間のアクアガス処理は、サツマイモ表面の微

生物を低減し、干し芋製造残渣ペーストの初発菌

数を低減させる有効な手段であると考えられた。 

（2）干し芋残渣ペーストの冷却では、未包装では真空

冷却、包装下では冷水又はブラインにより、いずれ

も速やかな冷却が可能であった。実際の干し芋製

造工場で残渣の一時保管を目的とする場合には、

真空冷却が適すると考えられた。 

（3）フィチン酸による pH 調整と包装後加熱の併用によ

り、ペースト中の一般生菌数を効果的に低減でき

た。さらにエタノールを補助的に併用すると殺菌

効果は一段と高まり、初発菌数の抑制に有効であ

った。加えて、フィチン酸の添加は黒変を抑制し色

調改善にも寄与した。製品規格や原料品質に応じ

て処理を選択することで高品質なペースト素材を

製造できるものと考えられた。 

（4）5℃で３ヶ月間の保存試験では、全試験区で一般生

菌数 1.0×104 cfu/g 以下を維持した。一方、一部

の試験区ではガス発生が確認された。エタノール

添加または加熱によりガス発生は抑制できたた

め、長期保存では少なくともいずれかを適用する

必要があり、初発菌数低減の観点を踏まえると pH

調整＋加熱を基本とする多重バリア設計が最も有

効であると判断された。 
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共同研究 
 

シミュレーション技術を活用した 

樹脂 3D プリンタ製レンズアダプタの開発 
 

片岡 智史*  八木澤 秀人*  室井 博道** 

 

Development of a Resin 3D-Printed Lens Adapter Based on Simulation-Driven Design 

KATAOKA Satoshi, YAGISAWA Hideto, MUROI Hiromichi 

 

レンズのCurve-Generator（CG）加工で使用されるアダプタを樹脂3Dプリンタで内製化し、従来のポリア

セタール（POM）製アダプタとレンズ加工精度やコスト、リードタイムを比較した。シミュレーションによる

応力解析を実施し、従来材料のPOMと同等のレンズ固定力を有する樹脂3Dプリンタ製アダプタを設計した。

設計したアダプタを光造形方式の樹脂 3D プリンタで造形し、コストやリードタイムを算出した。3D プリン

タ製アダプタでは、POM 製アダプタと比較して、コストとリードタイムは 50%以上減となることが明らかに

なった。試作した3Dプリンタ製アダプタを使用し、レンズのCG加工を行った。結果として、3Dプリンタ製

アダプタでは、POM製アダプタと比較し、レンズ片肉量を低減できることを確認できた。 

Key words: レンズアダプタ、3Dプリンタ、光造形、シミュレーション、応力解析 

 

１ はじめに 

レンズはカメラ、医療機器、半導体露光装置、天体

望遠鏡など様々な産業分野に使用される光学部品で

ある。レンズの大きさは、医療機器用では数ミリメー

トル、天体望遠鏡用では１メートルを超えるものも存

在し、少量多品種化が進んでいる１）２）３）。 

共同研究先ではレンズのCG加工を行っている。CG加

工とは、レンズアダプタと呼ばれる樹脂製の治具を使

用してカーブジェネレータにガラス材料を固定し、ダ

イヤモンド工具でレンズ曲面を創出する工程である。

現在は自社で設計したレンズアダプタを外注で製作

しており、コストや納期が課題である。また、レンズ

アダプタ設計ノウハウの定量化も課題である。外注し

たレンズアダプタは、加工するレンズに合わせて手加

工で修正する必要があり、作業の属人化も課題になっ

ている。レンズの少量多品種化により、上述の課題は

更に深刻化すると考えられる。 

そこで本研究ではシミュレーション技術を用いた

数値解析結果を活用し、レンズアダプタの設計を行っ

た。さらに、設計したレンズアダプタを3Dプリンタで

作製することで、低コスト化やリードタイムの短縮が

可能か、検証を行った。 

 

２ 研究の方法 

２．１ レンズアダプタ設計 

図１にレンズのCG加工の様子を示す。レンズはアダ

プタのツメに挟み込むように固定する。アダプタはダ

イヤフラムチャックと呼ばれるチャック機構を介し

てカーブジェネレータ上に固定される。アダプタのツ

メは、加工前に芯出しを行う必要がある。CG加工を行

っていくと、アダプタのツメはレンズとの接触摩耗に

より徐々に消耗し、レンズ厚みのばらつきの絶対量を

示す片肉量が悪化する。片肉量が許容値を超えた場合

には、ツメの再芯出しを行い、最終的にレンズの固定

が不可能になるまで使用する。従来のアダプタ材料は

POMである。共同研究先にて、図２に示すA～D４種類

のレンズアダプタを設計した。アダプタA及びBは、１

つのレンズの両面加工に対応したアダプタである。 

 

 

図１ CG加工の様子 

*   栃木県産業技術センター 機械電子技術部 

**  室井光学株式会社 
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（a）アダプタA        （b）アダプタB 

 

（c）アダプタC        （d）アダプタD 

図２ 設計したレンズアダプタ 

 
２．２ レンズアダプタ応力解析 

POMと同等なレンズ固定力を有する3Dプリンタ製アダ

プタを設計するために、解析ソフト（ダッソー・システ

ムズ㈱、SolidWorks2025 simulation）にて応力解析を

実施した。解析条件を表１に示す。接触条件について、

レンズ側面とアダプタには接触によって応力が生じる

ため、接触面にシュリンク結合を設定した。シュリンク

接合とは物体の干渉により応力が生じる場合に設定す

る接触条件である。アダプタは、レンズ厚みの1/2を把

持するような位置関係とした（図３参照）。拘束条件に

ついて、アダプタはダイヤフラムチャック上にボルトを

用いて固定されるため、ボルトとの座面及びダイヤフラ

ムチャックとの接触面に固定条件を付与した（図４参照

）。材料について、従来材料のPOMと、以前の研究で実施

したテーバー式摩耗試験の結果４）より、摩耗量がPOMと

同程度である光造形方式3Dプリンタ材料のClearを選定

した。各材料の物性値はカタログから引用し解析を実施

した５）６）。解析結果は、レンズ側面に加わる半径方向応

力の平均値をレンズ固定力として算出した。前項で設計

した3Dモデルを基本形状とし、Clearのレンズ固定力が

POMと同等になるように形状修正を実施した。 

 

表１ 解析条件 

解析ソフト Solidworks2025 simulation 

接触条件 シュリンク結合 

拘束条件 
ダイヤフラムチャック及び 

ボルト座面との接触面を固定 

材料 POM,Clear 

メッシュサイズ 2～3 mm 

評価項目 レンズ側面の半径方向応力平均値 

 

 

図３ レンズとアダプタの位置関係 

 

 

図４ アダプタ拘束条件 
 

２．３ レンズアダプタ造形 

当センターが所有する光造形方式の 3D プリンタ

（Formlabs㈱、Forms3L）を用いて、形状修正したレンズ

アダプタを造形した。使用したプリンタの仕様を表２に

示す。 

 

表２ 3D プリンタ仕様 

メーカ Formlabs 

型式 Form3L 

造形範囲 335×200×300 mm 

積層ピッチ 0.05 mm 

材料 ClearV4 

 

２．４ レンズ加工検証 

樹脂 3D プリンタで造形したレンズアダプタを使用し

て、CG 加工を実施した。加工検証の条件を表３に示す。

共同研究先のカーブジェネレータにおいて、従来の POM

製と今回試作した Clear 製のレンズアダプタ A、B を用

いて約 8,000 個のレンズ加工を実施し、200～300 個毎

にダイヤルゲージでレンズ片肉量を評価した。レンズ片

肉量が 0.01 mm を超えた場合は再度芯出しを行い、加工

を継続した。 

 

表３ 加工検証条件 

使用したレンズアダプタ A 及び B 

レンズアダプタ材料 POM, Clear 

個数 約 8,000 個 

評価項目 レンズ片肉量 

レンズ外径ΦD

アダプタ内径Φ(D-1)

レンズ厚みt
t/2

アダプタ
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３ 結果及び考察 

３．１ 応力解析結果 

アダプタ A、B の解析結果を表４、５に示す。アダプ

タ A、B は図５に示すようにツメの角を落とし、3 mm の

斜め 45 度の斜面を作る面取り加工（C3 面取り）により、

レンズ固定力を調整した。アダプタ C の解析結果を表６

に示す。アダプタ C では、Clear は POM と比較してレン

ズ固定力が増加したため、図６に示すようにアダプタ外

径を 4 mm 小さくし、レンズ固定力を調整した。アダプ

タ D の解析結果を表７に示す。アダプタ D では、Clear

は POM と比較してレンズ固定力が低下したため、図７に

示すようにツメの根元の角に、円弧状の丸みを付けるフ

ィレット（曲率半径 R3）を付与することでレンズ固定力

を増加させた。 

 

表４ アダプタ A 解析結果 

材料/形状 固定力[MPa] 固定力比 vs POM 

POM/基本形状 6.27 - 

Clear/基本形状 6.27 1.00 

Clear/ツメ端部 C3 6.20 0.99 

 

表５ アダプタ B 解析結果 

材料/形状 固定力[MPa] 固定力比 vs POM 

POM/基本形状 6.18 - 

Clear/基本形状 6.25 1.01 

Clear/ツメ端部 C3 6.10 0.99 

 

 

図５ アダプタ A,B 形状修正箇所 

 

 

 

表６ アダプタ C 解析結果 

材料/形状 固定力[MPa] 固定力比 vs POM 

POM/基本形状 5.61 - 

Clear/基本形状 6.28 1.12 

Clear/外径-4 mm 5.48 0.98 

 

 

図６ アダプタ C 形状修正箇所 

 

表７ アダプタ D 解析結果 

材料/形状 固定力[MPa] 固定力比 vs POM 

POM/基本形状 9.78 - 

Clear/基本形状 9.43 0.96 

Clear/ツメ根元 R3 9.82 1.00 

 

 

図７ アダプタ D フィレット追加 

 

３．２ レンズアダプタ造形 

各アダプタの造形時間や、外注した場合のコストや納

期の比較を表８に示す。3D プリンタ製アダプタの製造コ

ストは、１年間で 50 個アダプタを造形すると仮定し、

3D プリンタ購入費用 100 万円を５年間で定額償却する

費用 4,000 円と材料費を加算し算出した。表８より、樹

脂 3D プリンタでアダプタを造形した場合、コストにつ

いては 50%以上削減できることがわかった。リードタイ

ムについても、3D プリンタ製アダプタでは設計や造形後

の後処理を考慮しても約１週間で使用可能であり、外注

と比較して 50%以上短縮可能と考えられる。

 

表８ 各アダプタの造形条件と外注との比較 

アダプタ A B C D 

造形時間 6時間13分 6時間34分 8時間25分 8時間45分 

コスト ¥5,778 ¥5,865 ¥7,672 ¥9,336 

外注コスト ¥13,000 ¥13,000 ¥15,000 ¥20,000 

外注納期 2週間 2週間 2週間 3週間 
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３．３ レンズ加工検証結果 

検証結果を図８に示す。Clear 製レンズアダプタでは、

POM 製レンズアダプタと比較して片肉量が低減してお

り、高精度に CG 加工ができることを確認した。POM 製ア

ダプタでは約8,000個の加工を完了するまでに片肉量が

0.01 mm を２回超過し、アダプタの芯出しを行う必要が

あった一方、Clear 製アダプタでは片肉量 0.01 mm を超

えることはなく、芯出しは不要であった。この理由につ

いて、Clear 製アダプタは POM と比べると硬いため、加

工結果が良くなったのではないか、との仮説を立て、そ

れぞれのアダプタから試験片を切り出し、ロックウェル

硬さを評価した。図９に示すように Clear は 117.5 に対

し、POM は 113.8 であった。したがって、Clear は POM に

比べて硬く、より強固にレンズを固定できたため、片肉

量が低減したと考えられる。 

 

 

 

図８ レンズ加工検証結果 

 

 

図９ ロックウェル硬さ試験結果 

最後に、従来のプロセスと、樹脂3Dプリンタを導入

した場合のプロセスの比較を図10に示す。従来のプロ

セスでは、アダプタの外注コストやリードタイムの長

期化が課題となっていた。3Dプリンタを導入すること

により、アダプタコストとリードタイムは50%以上短

縮した。さらに、3Dプリンタ製アダプタではPOM製ア

ダプタよりも片肉量を小さく加工をすることが可能

であり、アダプタの芯出し作業の手間も省くことがで

きた。 

 

 

図 10 3D プリンタを活用したプロセス 

 

４ おわりに 

 シミュレーション技術を活用した樹脂 3D プリンタ製

レンズアダプタの開発に取り組み、以下の知見を得た。 

（1）シミュレーション技術を活用し、従来材料の POM と

同等のレンズ固定力を有する3Dプリンタ製アダプ

タを設計した。 

（2）3D プリンタ製アダプタでは、POM と比較しコスト

とリードタイムは 50%以上減となることを確認し

た。 

（3）Clear で造形した 3D プリンタ製アダプタで CG 加

工を実施し、片肉量が POM よりも低減することを

確認した。 

（4）硬さ試験結果により、Clear は POM と比較して高硬

度のため片肉量が低下したと考えられる。 
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共同研究 
 

二次元バーコードを用いた味噌タンクの生産管理省力化に関する研究 
 

髙岩 徳寿*  松本 健司*  村田 浩之** 

 

Study on Labor-Saving Production Management of Miso Tanks 

 Using Two-Dimensional Barcodes 

TAKAIWA Norihisa, MATSUMOTO Kenji and MURATA Hiroyuki 

 

製造現場における労働力不足が社会的問題となっており、デジタル技術を活用した省力化が期待され

ている 。本研究では、味噌製造における生産管理を例にとり、クラウドベースの日報アプリと二次元バ

ーコードや IoT 機器を用いた温湿度モニタリングとの連携により生産管理システムを構築し、デジタル

技術を活用した管理業務の省力化を検討した 。その結果、紙日報から生産管理システムへの置き換えに

より、生産管理にかかる作業時間が53％削減できた。 

Key words:  生産管理、日報、二次元バーコード、DX化、クラウド 

 

１ はじめに 

近年、日本の製造業における労働力不足は深刻であ

り、製造業における若年就業者数は過去 20 年間で 384

万人から 259 万人と約 125 万人減少する等 1）、人材の確

保は喫緊の課題となっている。本県中小企業においても

同様の状況にあり、デジタル技術を活用した省力化によ

り生産性を向上させ、限られた人的リソースを有効活用

することが求められている。しかし、中小企業の多くは

デジタル技術活用について必要性を感じているものの

「具体的な効果が見えない」ことや「何から始めてよい

かわからない」といった課題を抱えており 2）3）、依然と

して紙媒体による生産管理が行われている現場も多い。

紙日報での生産管理は、データ化するための PC での転

記作業や在庫確認等での情報の検索作業等に多大な時

間が必要となり、非効率な作業を生み出す要因となって

いる。本研究では、県内味噌製造企業をユースケースと

して、デジタル技術導入による作業時間の短縮を目的と

し、生産管理システムを構築した。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 開発方針 

デジタル技術を活用した生産管理システムを構築す

るにあたり、開発方針を以下のように定めた。 

・既存の業務フローを大きく変更しないこと 

・システムの管理をしやすくすること 

・クラウドベースのサービスを利用すること 

・中小企業でも導入可能なコストであること 

業務フローが変更されるようなシステムになってし

まうと、これまで慣れてきた生産管理業務の流れが変わ

ることで現場作業者の協力が得づらくなる要因となる。

あくまでも紙日報をスマホやタブレットを利用した日

報アプリでの入力に置き換えることを目指し、記入する

順番や項目の大幅な変更等は避ける必要がある。 

中小企業においては社内で利用するシステムについ

て、専任の管理者を配置できないケースが多い。製造部

門の管理者がシステム管理を兼ねる場合も多いため、専

門的な知識が無くても現場の意見を反映した改善がし

やすく、不具合等があってもメンテナンスがしやすいシ

ステムである必要がある。そのため採用するシステムは

できる限り専門的なプログラミングの知識を必要とし

ないノーコードツールであることが望ましい。また、プ

ログラミングが必要な場合においても、設定変更に必要

な項目等が一目でわかるようにシステムを設計する必

要がある。 

生産管理をデジタル化するにあたってはデータベー

スの作成が必要となるが、ローカル環境に物理サーバー

を設置するのは、購入や管理にかかるコストや保守に必

要な専門知識、人材確保等がネックとなる。クラウドベ

ースのサービスを利用することで、初期コストを抑える

ことができ、さらにデータのバックアップやメンテナン

スはクラウド側で自動化されているためサーバー管理

の専任者を置く必要もなくなる。 

導入にかかるコストについては、利便性や必要な機能

を考慮して適切なクラウドサービスを選定することで、
*   栃木県産業技術センター 機械電子技術部 

**  青源味噌株式会社 
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できる限り抑えるように留意する必要がある。また、ロ

ーカル環境で構築するシステムについても、安定性やコ

ストの観点からバランスを考慮して構築する必要があ

る。 

２．２ 温湿度モニタリング 

味噌の熟成において温湿度の管理は重要であり、共同

研究先においてもタンクの保管は温醸庫および冷醸庫

等で適切に管理している。日常の点検業務において各庫

の温度記録は取っているが定時の確認のみであり、ロッ

トごとの詳細な温湿度データは取得されていない。そこ

で IoT 機器を活用した温湿度の常時モニタリングシス

テムと、取得した温湿度データと日報アプリとの連携に

よって各ロットの温湿度履歴を確認できるよう開発に

取り組んだ。 

２．３ タンクの保管場所マップ 

共同研究先では紙日報とは別にタンクの保管場所に

ついても紙でマップを作成し管理をしている。共同研究

先での保管タンク数は 100 個以上となるため、工場内の

どの位置にどのタンクを保管しているかを把握するこ

とは重要な業務であるが、温醸庫と冷醸庫間の移動や積

み重なっているタンクの段数変更等により紙日報と紙

マップの情報に齟齬が生じることもあり、特に棚卸作業

における保管タンクの確認作業に手間が生じる原因と

なっている。日報アプリ内でマップの自動生成システム

を構築することでこうした課題の解決を目指した。 

２．４ 二次元バーコードの活用 

味噌タンクの管理においては非常に多くのタンクを

同時に管理している事と、紙日報による管理での情報検

索性の低さから、払い出し間近のタンクを探し日報を用

いて情報を確認する作業や、紙日報と実際のタンクを照

合して保管状況を確認する棚卸作業等において無駄な

時間が多く発生していた。本研究では、日報アプリと二

次元バーコードを紐づけ、情報検索性を上げることで省

力化に寄与することを目指してシステムを設計した。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ システム構成 

開発方針を考慮し試作した生産管理システムの構成

を図１に示す。ノーコードツールのAppSheet（Google社）

を利用して日報アプリを作成し、Google スプレッドシー

トをデータベースとするクラウドベースのシステムを

構築した。AppSheet は Google 社が提供するノーコード

開発プラットフォームで、プログラミングをせずに業務

アプリを作成することができるツールである。作成した

日報アプリを共有することで、複数のアカウントから同

一の日報アプリの閲覧や編集が可能となる。また、

Google スプレッドシートをデータソースとすることで、

データベースに関する知識を必要とせず、カラムの追加

等のデータシートの更新やローカル環境へのバックア

ップ操作も表計算ソフトを使うのと同様に直感的に行

うことができる。AppSheet を用いた日報アプリをベース

に、二次元バーコード管理システムや温湿度モニタリン

グシステムと連携させた。 

 

 

図１ システム構成 

 

 図２に AppSheet で作成した日報アプリのロット一覧

画面と新規登録画面を示す。なお、入力しているデータ

はダミーデータである。紙日報で記載している項目と同

様の項目をGoogleスプレッドシートで作成し、AppSheet

が参照するデータソースとすることで管理に必要な項

目をアプリ内で再現することができた。 

   

図２ ロット一覧画面および新規登録画面 

 

また、日報をデジタル化したことで生まれたその他の

メリットとして、図３に示すとおりアプリでの画像の保

存が挙げられる。本システムではアプリの使用にスマホ

やタブレットを用いることからカメラの利用が容易で

あり、また Google ドライブとの連携により撮影した画

像を自動的に Google ドライブ内に保存することが可能

となった。これまで画像を使った引継ぎは、デジタルカ

メラ等で撮影後にメールやチャット等に添付をするこ

とで情報共有をしていたが、保管場所や画像名のルール
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の統一が難しく、時間がたつと対象ロットと画像の紐づ

けができなくなるなどの問題があった。アプリを使用す

ることで、画像の自動命名、スプレッドシートによる対

象ロットと画像の関係の管理、画像の保管場所等が自動

的かつ統一的に管理できるため、画像による情報共有と

その後の利用がスムーズに行えるようになった。さら

に、記入するべき内容が決まっている項目や予測できる

項目は自動で値を入れておく事で、作業者の手間を省く

機能も実装することができた。 

 

図３ 日報アプリ内での画像の保存 

 

３．２ 温湿度データとの連携 

工場内の温湿度データを収集するため、温湿度計と

Raspberry Pi を用いたモニタリングシステムを構築し

た。まず温醸庫等の味噌タンクを保管する場所に各１台

ずつ計３台の温湿度計（スイッチボット社、MeterTH S1）

を設置した。次に温湿度計から BLE 通信で工場内に設置

した IoT ゲートウェイ（ラズベリーパイ財団、

RaspberryPi Zero2W）にデータを集約し、無線通信を使

って１分ごとに事務所内のデータベースサーバー（ラズ

ベリーパイ財団、RaspberryPi4）へ温湿度データを送信

した。最後に送られてきたデータは時系列データベース

である InfluxDB（InfluxData 社）に蓄積し、事務所内

での温湿度モニタリングのために Grafana（Grafana 

Labs 社）を用いてデータを視覚化した。Grafana での温

度の表示例を図４に示す。 

 

図４ Grafana での温度表示 

 

日報アプリと温湿度データの連携について、ローカル

ネットワーク内のデータベースに対して AppSheet 等の

外部からアクセスする際は、通常はポート開放等のセキ

ュリティリスクを伴う設定が必要となる。今回はこうし

たセキュリティリスクを冒さずにアクセスするために

Grafana Cloud（Grafana Labs 社）の PDC（Private data 

source connect）機能を使用した。PDC とはデータベー

スサーバー内に常駐させた PDC エージェントが、クラウ

ド側とセキュアなトンネルを構築する仕組みであり、外

部からの不正アクセスを防ぎつつ、安全にデータをクラ

ウドへ公開できる技術である。温湿度グラフの作成につ

いては、日報アプリで新規作成や既存ロットの情報に更

新がかかると、スプレッドシートに紐づいた GAS（Google 

App Script）のトリガーが実行され、記入されている保

管開始日時から現在時刻（もしくは払出完了時刻）の間

の温湿度グラフを Grafana Cloud から取得し、Google ド

ライブに画像として保存するシステムとした。日報アプ

リで Google ドライブに保存された当該ロットの画像を

アプリ内で表示するよう設定することで、図５のとおり

ロット詳細画面で温湿度グラフの閲覧が可能となり、日

報データと環境データの統合的な管理を実現できた。 

 

図５ 日報アプリ内での温度グラフ表示 

 

３．３ マップの生成によるタンクの保管場所管理 

タンクの保管場所をマップ上に表示するために、まず

ロット登録画面でタンクの保管場所を記入する項目を

作成した。次に記入された保管場所の情報からスプレッ

ドシート内で自動的に場所と保管中のロット ID を紐づ

けてマップ状に表示するシートを作成した。最後に日報

アプリ上でロットの新規登録や更新がかかると、GAS の

トリガーが実行されマップ表示のシートを画像にして

Google ドライブに保存するようプログラムした。生成さ

れた画像を図６のように日報アプリ内で表示するよう

に設定することで、アプリ内でのマップ表示によるタン

クの所在地管理を可能とした。 
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図６ 日報アプリ内でのマップ表示 

 

３．４ 二次元バーコードを活用したタンク管理 

情報検索性を向上させるために各味噌タンクに個別

の二次元バーコードを貼り付け、タブレットや M5Stack

等のデバイスで読み取ることで、即座に対象ロットの詳

細情報表示やデータの追記が可能となるようシステム

を作成した。二次元バーコードは日報アプリ内で保管タ

ンクの新規登録を行うことで自動生成されるようにし

た（図７）。またタンク毎に固有の二次元バーコードと

なるが、日報アプリ上で生成された二次元バーコードは

単純にタンク番号を表すのではなく、そのタンクに保管

中の最新のロットの詳細画面へ遷移できるような動的

URL とした。二次元バーコードを動的 URL にすることに

より、タンクで仕込んでいるロットを変更する毎にタン

クの二次元バーコードを貼り変える必要が無く、かつ読

み込んだ時には常にそのタンクに保管中の最新のロッ

ト情報を呼び出せるようなった。この二次元バーコード

をスマホやタブレットで読み込むことで、即座にロット

の詳細画面へ遷移することができるようなった。また、

ロットの払出作業や棚卸作業等においては、タブレット

等でのロット詳細画面の表示では情報量が多すぎるた

め、図８に示すように M5Stack で二次元バーコードを読

み込むと ID や品種等の作業に必要最小限の情報のみを

表示するようにシステムを構築した。 

 

図７ タンク管理画面 

（注：二次元バーコードは読み込めないよう加工） 

 

 

図８ M5Stack での情報表示 

 

３．５ 効果検証 

本研究で構築した生産管理システムを共同研究先に

て３か月程度運用して生産管理作業の省力化ができる

かを検証した。まず、仕込み担当者の生産管理に関する

１回の仕込み作業当たりの作業内容について、紙管理の

時には紙日報への情報の記入、タンク側面への情報の転

記、タンク保管位置マップの作成等の時間が 40 分程度

かかっていたが、タンク側面への転記およびタンク保管

位置マップの作成の２つの作業が無くなった事で 30 分

程度の作業時間に短縮された。次に事務担当者の生産管

理作業は、紙管理を利用していた時は紙日報に記載され

ている内容を表計算ソフト等に PC で転記する作業が 30

分程度かかっていたが、現場作業者が日報アプリに情報

を記載することで自動的に Google スプレッドシートに

情報が記載されることになったため作業自体が無くな

った。最後に管理者による棚卸作業が紙管理では３時間

程度かかっていたが、情報検索性の向上により２時間に

短縮された。仕込み担当者と事務担当者の作業が週 3 回

程度、管理者の作業が月１回であるので、１か月を４週

間とした時の総作業時間は 17 時間から８時間へ短縮さ

れ、生産管理に関する作業時間はおよそ 53％削減でき

た。また、省力化以外の改善点として、事務所での転記

作業がゼロになったことによる転記ミス等のヒューマ

ンエラーの解消、紙の日報を廃止したことによる製品へ

の異物混入のリスク低減、過去の温湿度データとロット

情報の紐付けが容易となったことによる品質管理体制

の強化といった副次的な効果が得られた。 

 

４ おわりに 

味噌製造における仕込み作業について、生産管理作業

の省力化を目的に、日報管理アプリ、温湿度モニタリン

グ、タンク保管マップ、二次元バーコード等の機能を連

携させて生産管理システムを構築した。 

（1）日報アプリはノーコードツールを活用して作成し、

データソースをGoogleスプレッドシートとするこ

とで、プログラミング等の専門のスキルが無い人
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でも管理しやすいアプリを作成した。 

（2）IoT 機器とクラウドサービスを活用した温湿度モ 

ニタリングシステムを構築し、日報アプリと連携

することでロットごとの温湿度履歴を参照できる

ようになった。 

（3）日報とともに紙で管理をしていたタンクの保管マ

ップをアプリ内で再現し、日報とともに統合的に

管理できるようにした。 

（4）紙日報から生産管理システムへの置き換えにより、

必要なロット情報をすぐに取得できるようになっ

た。 

（5）構築した生産管理システムを運用することで、生

産管理にかかっていた作業を 53％程度削減でき、

大幅な省力化を実現できた。 
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共同研究 
 

製麹管理システムの拡充 
 

松本 健司*  髙岩 徳寿*  西堀 哲也** 

 

Enhancement of the Koji Making Management System 

MATSUMOTO Kenji, TAKAIWA Norihisa and NISHIBORI Tetsuya 

 

令和６年度に開発した製麹管理システムの県内企業への普及を目的に、システムの完成度を高めた。

主要機能である「麹室内のデータ収集（IoT機能）」と「品温経過予測」を連携させ、操作性向上のため

ユーザ向けアプリも整備した。品温経過予測処理はライブラリ化してAIモデルの管理を容易にし、ロー

カルで動作する機能群はコンテナ化することで現場への新規セットアップを簡便化した。 

本システムは安価な機材で構成でき、既存設備への後付けにも対応する。これによりデジタル技術導

入の障壁が下がり、酒造現場の負担軽減や技能伝承への活用が期待される。 

Key words:  清酒、製麹、IoT、時系列予測、情報処理 

 

１ はじめに 

日本酒造りは複数の工程からなる。「一麹、二酛、三

造り」といわれるように、麹づくり（以下、製麹）は重

要な作業工程のひとつである。製麹は昼夜を通した細か

な管理が約２日間必要となる負担が大きい作業である。

細かな品質管理を実現しつつ、作業者の負担を低減する

にはデジタル技術の活用が有効と考えた。令和６年度研

究 1）では、麹づくりにおけるデジタル技術活用の有効性

を確認するために各種機能を試作した。令和６年度研究

成果の機能群を以下に示す。 

・麹室 IoT 機能（品温、重量、環境温湿度） 

・帳票入力に関する自作ユーザ用アプリケーション 

・麹の品温変化を予測する機能 

・麹の酵素力価を予測する機能 

開発した機能群について、実際の現場で短期間の検証

を行った結果、コンセプトについては一定の評価を得た

一方で、複数の技術的・運用的課題が明らかとなった。 

そこで、本研究では、現場利用と県内企業への横展開

を見据え、「導入容易性」「保守性」「実用性」を評価

軸として設計を見直すことで、令和６年度に試作したシ

ステムの完成度向上を図った。 

 

２ 研究の方法 

２．１ システム改良の指針 

従来システムの実証結果を踏まえ、前述の３つの観点

から整理した主な課題を表１に示す。 

表１ 従来システム活用における主な課題 

概要 詳細 

運用柔軟性の欠如 麹室 IoT 機能の通信設定がプロ

グラム中に記述（ハードコーデ

ィング）されており、現場での

環境変更に即応できない。 

利用場所の制限 システム利用環境がローカル

ネットワーク内に限定され、出

先等から情報閲覧できない。 

保守コストの高さ 帳票に関するユーザ用アプリ

ケーションの改修にソースコ

ードの書き換えを要し、現場の

改善要望を迅速に反映できな

い。 

解析機能のシステ

ム未統合 

品温予測処理の実行に Python

プログラムの知識を要し、実際

のユーザが利用できる状態に

ない。 

 

これらの課題解決に向け、以下の項目に取り組んだ。 

２．２ 麹室 IoT 機能の改修 

表１で述べた「運用柔軟性の欠如」に対応する取組で

ある。ハードウェア構成は従来設計を継承しつつ、現場

での設定変更を容易にするため、ブラウザ経由で Wi-Fi

接続情報やデータ送信先を動的に変更できる仕組みを

構築することとした。 

 *   栃木県産業技術センター 機械電子技術部 

**  西堀酒造株式会社 
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２．３ 情報参照環境のクラウド化 

表１で述べた「利用場所の制限」に対応する取組であ

る。場所を問わないデータ閲覧を実現するため、クラウ

ドプラットフォームを導入する。選定にあたっては、「動

的な時系列データの可視化」と「帳票データの入力と閲

覧」の２点の機能を分離して検討することとした。 

２．４ ユーザ用アプリケーションの再構築 

表１で述べた「保守コストの高さ」に対応する取組で

ある。従来システムでは独自開発のユーザ用アプリケー

ションを使用していたが、保守コストが高いことが課題

であった。特に、帳票項目は運用の中で最適化が進むた

め、現場ニーズに応じた項目追加や UI（ユーザインター

フェース）の改善に迅速に対応できる開発環境が必要で

ある。 

そこで、従来の開発環境から、開発・修正の工数を大

幅に削減できるノーコードプラットフォームへの移行

を検討した。本アプリケーションは帳票データの入出力

UI を担うため、前述のクラウド化と親和性の高いプラッ

トフォームを選定する。 

２．５ 品温予測処理の整理およびバックエンドへの統

合 

表１で述べた「解析機能のシステム未統合」に対応す

る取組である。ユーザの利便性向上と運用の属人化解消

のため、令和６年度に試作した予測処理機能群につい

て、本研究では、これらを統合した解析基盤を「予測エ

ンジン」と再定義した。 

具体的には、分散していた処理ファイルを整理・最適

化した上で、バックエンドサーバ上に実装した。これに

より、リクエストに応じて動的に予測結果を導き出す仕

組みを構築し、専門知識を有しないユーザでも予測処理

を活用可能とすることを目指した。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ システム全体構成 

新しく構築したシステムでは、機能を「麹室 IoT機能」、

「ダッシュボード機能」、「ユーザ用アプリケーション」、

「品温経過予測サーバ機能」の４つに再定義し、役割に

応じた独立モジュールとして再構成した。 

各機能間は API（Application Programming Interfac

e）やクラウドを介して連携する、疎結合な構成を採用

した。これにより、特定の機能における仕様変更や障害

がシステム全体に波及することを防ぎ、システムの保守

性と将来的な拡張性を確保した。 

システムの全体像を図１に示す。 

 

図１ システム構成 

 

なお、品温経過予測サーバはオプション扱いとし、ユ

ーザの要望に応じて利用の有無を柔軟に選択できる仕

様とした。 

従来システムからの改善の要点を表２に示す。 

表２ 従来システムの課題に対する改善の要点 

項目 概要（詳細は後述） 

通信設定の動的化 Web UI 実装により、麹室 IoT

機能における通信設定変更を

容易化（３．２） 

クラウド環境の導入 外部サービスを選定し、既存

DB との安全な接続を構築

（３．３） 

アプリ開発基盤の刷

新 

ノーコード開発環境への移行

による、アプリ改修の迅速化

（３．４） 

予測処理の API 化 予測処理の API 化により、専

門知識不要な運用を実現

（３．５） 

 

 各機能をコンテナ技術により構築することで、実行環

境をパッケージ化し、システムの再現性とセットアップ

の簡便化を図った。これにより、現場への新規セットア

ップに要する時間は、動作確認を含めても約１日に短縮

された。 

 また、本システムは汎用ハードウェアおよび無償利用

可能なクラウドサービスを活用することで、低コストで

の構築を前提とした設計とした。 

システム構成に必要な機材一式の費用例を表３に示

す。各サーバは Raspberry Pi2）シリーズ、センサデータ

を集計しサーバ送信するゲートウェイには M5stack3）シ

リーズ、品温管理用の温度計はおんどとり 4）シリーズを

想定している。選定するハードウェア構成による部分も

あるが、必要最低限の構成であれば、システムは合計 1
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0 万円以下で安価に構築可能である。 

表３ システム構成機材一式の費用例 

システム上の役割 費用の目安 

IoT サーバ \20,000- 

IoT ゲートウェイ \5,000- 

品温管理用の温度計 \20,000-/台 

品温経過予測サーバ \20,000- 

 

３．２ 麹室 IoT 機能の改修 

ここでは、表２で述べた「通信設定の動的化」の具体

的な取組内容について記述する。 

麹室 IoT 機能のゲートウェイ（M5Stack）に通信設定

用 Web インターフェースを実装した。通信設定画面を図

２に示す。 

 

  

図２ 設定画面 

上段：トップページ 

下段左：Wi-Fi の設定 下段右：書き込み先サーバの設定 

 

本機能により、ソースコードの改修を伴わない動的な

通信設定変更が可能となった。通信設定変更に関する動

作プロセスを以下に示す。 

（1）アクセスポイント（以下、AP）モードへの自動移行 

M5Stack の起動時、既定の Wi-Fi ネットワークへ

の接続に失敗した場合、自動的に AP モードへと切

り替わる。 

（2）Web 設定画面の提供 

ユーザが PC やスマートフォンから M5Stack に接

続し、ブラウザ上で特定の IP アドレスにアクセス

することで、設定用ページが表示される。 

（3）設定項目の更新 

当該ページを通じて、Wi-Fi 接続情報（SSID、パ

スワード）およびデータ保存先（データベースの U

RL 等）の変更が可能である。 

本改修により、現場での Wi-Fi ルータ交換や保存先サ

ーバの変更が生じた際にも、外部の専門家や開発環境を

介することなく再設定が可能となった。 

３．３ 情報参照環境のクラウド化 

ここでは、表２で述べた「クラウド環境の導入」の具

体的な取組内容について記述する。用途毎に利用するプ

ラットフォームを分離し、システムの柔軟性と現場での

実用性の向上を図った。 

（1）動的な時系列データの可視化 

時系列データの可視化基盤には、IoT データのリ

アルタイム描画および高度なグラフ表示に長けた

Grafana Cloud5）を選定し、従来システムで構築し

たダッシュボードをクラウド移行した。 

クラウド環境からローカルネットワーク上の時

系列データを参照するため、同サービスの PDC（Pr

ivate Data source Connect）機能を利用した。こ

れは、ネットワーク外部へポートを開放すること

なくセキュリティを担保した状態で、安全にデー

タアクセスするための機能である。 

（2）帳票データの入力と閲覧 

帳票データの管理基盤には、ノーコード開発プ

ラットフォームである AppSheet6）を選定した。 

同プラットフォームを活用したアプリ開発によ

り、独自サーバの構築や複雑なコーディングを排

しつつ、項目追加や UI の最適化に要するコストを

最小化できる。これにより、現場の改善要望を即座

に反映可能な、保守性の高い開発・運用環境を整え

た。 

３．４ ユーザ用アプリケーションの再構築 

ここでは、表２で述べた「アプリ開発基盤の刷新」の

具体的な取組内容について記述する。 

 本アプリケーションは、前述の AppSheet 開発環境を

用いて作成した。主な役割は、ユーザが「現場でのデー

タ入力」および「過去データの参照」を行うための UI で

ある。 

 アプリケーションを開くと、画面中央のメインビュー

に関連するデータが一覧表示される。新規データ登録

は、メインビュー上のデータ追加ボタンから実行でき

る。一覧表示されたデータから参照したいデータを選択

すると詳細ビューが表示される。詳細ビューでは、デー

タの確認だけでなく修正も可能である。 

 スマートフォン版アプリケーション画面例を図３に

示す。なお、記載情報は動作確認用のダミーデータであ

る。 
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図３ ユーザ用アプリケーション画面例（スマホ版） 

左：メインビュー 右：詳細ビュー 

 

本アプリケーションは、スマートフォン、タブレット、

パソコンからの利用に対応している。パソコン版アプリ

ケーション画面例を図４に示す。 

 

図４ ユーザ用アプリケーション画面例（PC 画面） 

デバイスに応じ、画面レイアウトが自動調整される。 

 

本アプリケーションの主要な管理項目を表４に示す。 

表４ ユーザ用アプリケーションの管理項目 

項目名 内容 

製麹作業情報 麹の品温、室内の温湿度、

作業工程（盛り、仲仕事

等）、担当者メモなど。 

原材料情報 原料米の種類や精米歩合、

使用する種麹、各原料の在

庫量など。 

使用機材情報 使用機材の設定内容、製麹

管理に用いた温度計（セン

サーID）など。 

 

 入力されたデータはクラウド上のデータベースへ即

時に同期されるため、遠隔地からでもリアルタイムに状

況を把握することが可能となった。 

本アプリの特筆すべき機能の一つとして、図５に示す

ダッシュボード機能との連携が挙げられる。 

 

図５ ダッシュボード機能との連携 

 

 これは、アプリに登録された製麹開始時刻等の情報を

基に、Grafana Cloud 上の時系列データから必要な情報

だけを自動抽出してグラフ表示するものである。なお、

オプションである品温経過予測機能を有効に設定する

ことで、現在の品温経過に続く予測結果も同一画面上に

重畳表示できる。 

３．５ 品温予測処理の整理およびバックエンドへの統

合 

ここでは、表２で述べた「予測処理の API 化」の具体

的な取組内容について記述する。 

従来の予測処理は、Python 実行環境を構築し関連ライ

ブラリのバージョンを適切に整えたうえで、分散記述さ

れた処理プログラムを順番に実行する必要があった。こ

のように、実行に専門知識を要していた品温経過予測処

理を、再利用性の高い「予測エンジン（ForecastEngin

e）」として再定義し、バックエンドサーバへ統合した。

サーバ機能の全体像を図６に示す。 

 

図６ 品温経過予測サーバ機能の全体像 

 

再利用を困難にしていた複雑な処理群を整理し、自作

ライブラリとして再実装した。具体的には、予測に関す

る 一 連 の 処 理 （ パ イ プ ラ イ ン ） を 管 理 す る

ForecastEngine クラス、および AI 予測アルゴリズムを

担う TempPredictor クラスにモジュール化し、外部から

のリクエストに応じて処理を実行する API サーバとし

て実装した。 

モジュール整理により、「データ取得・加工」の仕組

みと「予測アルゴリズム」の本体が分離された。これに

データ追加ボタン  
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より、現場の環境変化に合わせたデータの取得方法の変

更や、将来的な予測モデルの改良を、システム全体の動

作に影響を与えることなく独立して実施できるように

なり、保守性が大幅に向上した。 

また、API サーバとして一連のプロセスはバックエン

ドで自動実行されるため、ユーザはプログラム実行やデ

ータ操作を意識することなく、図５に示したように予測

情報を活用することが可能となった。 

図７に、ユーザのリクエストから予測結果が生成され

るまでの処理フローを示す。 

 

 

図７ 品温経過予測の処理フロー 

 

４ おわりに 

本研究では、令和６年度に試作したシステムの検証結

果を踏まえ、実運用および県内企業への横展開を見据え

た完成度の向上に取り組んだ。その結果、既存設備に後

付け可能かつ低コストである製麹管理システムの実装

モデルを構築した。 

特に、はじめに提示した「導入容易性」「保守性」「実

用性」の３点を評価軸とし、クラウドプラットフォーム

やノーコード開発環境を軸とした再構築および妥当性

の検討を行った。その結果、以下の通り、県内企業への

横展開に資する実用的な成果を得た。 

（1）導入容易性の改善に関する評価 

コンテナ技術の採用や通信設定機能の動的化に

より、新規セットアップに要する時間を１日程度

に短縮した。また、無償枠が提供されているクラウ

ドサービスの選定や汎用ハードウェアの活用によ

り、システム一式を概ね 10 万円以下の費用で構築

できた。これにより、大規模な設備投資を伴わない

スモールスタートな導入モデルを確立し、経済的・

時間的コストの観点から導入容易性が大幅に向上

した。 

（2）保守性の改善に関する評価 

ノーコードプラットフォーム（AppSheet）の導入

により、現場のニーズに応じた UI 改善や項目追加

を、従来に比べ簡便に実施できる環境を整えた。 

（3）実用性改善に関する評価 

AI 技術を用いた予測処理を「予測エンジン」と

して API 化したことで、複雑な環境構築を介さず、

必要に応じて機能を選択・追加できる柔軟な解析

基盤を構築した。予測エンジンの API 化により、現

場データ蓄積と並行して継続的なモデル更新が可

能な構成が実現された。 
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共同研究 
 

アロフェン膜を用いたゼオライト膜の作製と特性評価 
 

金子 優*  佐伯 和彦*  鈴木 宗**  

 
Preparation and Characterization of Zeolite Membranes Using Allophane 

KANEKO Masaru, SAEKI Kazuhiko and SUZUKI Hajime 

 

本研究では、ポリエステル製不織布上に粘土鉱物アロフェンをコーティングしたアロフェン膜シートを支

持体として、その膜上へのLTA ゼオライト膜の作製条件と膜の水蒸気吸着特性、及びエタノール／水混合溶

液の分離特性について検討した。アロフェン膜へゼオライト種結晶を滴下法により固定した後に、水熱合成

条件を検討した結果、合成液組成 15 Na₂O：Al₂O₃：2 SiO₂：800 H₂Oにおいて、60 ℃、24時間の条件で LTA

ゼオライト単相が得られた。得られたLTAゼオライト膜は緻密な膜構造とゼオライト特有の水蒸気吸着特性

を示した。また、浸透気化法によるエタノール／水混合溶液の分離試験において一定の分離特性を示すこと

を確認した。 

Key words: ゼオライト膜、アロフェン膜、水熱合成、浸透気化法、膜分離 

 

１ はじめに 

ゼオライト膜はエタノールやイソプロパノール等か

ら水を分離するなど有機溶剤の脱水技術に利用されて

いる。バイオマス原料のサトウキビなどから得られるバ

イオエタノールの脱水に商用規模で用いられるなど、普

及が進んでいる 1),2)。 

代表的な分離方法の浸透気化（PV）法では、処理対象

混合液と分離膜を用い、膜を減圧しながら混合液を通過

させることで水分離が行われる。水分離には水親和性の

ある LTA ゼオライト膜（以下、「LTA 膜」という。）が

用いられている。 

本手法は蒸留法に比べ低温で行えるので、蒸留法に替

わる省エネルギー技術として期待されている。 

LTA 膜は、主に管状の多孔質セラミック支持体上に水

熱合成によって作製されている。この支持体は機械的強

度、耐熱性、耐溶剤性に優れている一方で、高価で比較

的重く難加工性の課題を有する。 

本研究ではこれらの課題を解決するために、品川ゼネ

ラル(株)が既に製品化している、ポリエステル製不織布

に粘土鉱物の一種であるアロフェンをコーティングし

たアロフェン膜 3)を用いた。その膜上に LTA 膜を成膜す

ることで、軽量で加工性の良い水分離膜の作製を試みる

とともに、その膜特性について検討した。 

 

 

２ 研究の方法 

２．１ 水熱合成処理条件の検討 

ケイ素（Si）原料にはケイ酸ナトリウム（Na2SiO3･9H2O）、

アルミ（Al）原料には、アルミン酸ナトリウム（NaAlO2）

の試薬を用いた。Si 原料と Al 原料は別々に水酸化ナト

リウム（NaOH）と純水（H2O）を用いて調整した。それら

の溶液を混合し１時間攪拌して合成液を調製した。混合

後の各成分の組成は以下のとおりとし、H2O のモル比を

n=400 と n=800 の２通り調製した。 

15 Na2O：Al2O3：2 SiO2：n H2O（n= 400, 800 ） 

合成液はテフロン容器を用いて、温度60℃または90℃

で所定時間水熱合成し生成物を得た。 

生成物は合成液を濾別後、60℃、24 時間乾燥した後、

X 線回折装置（(株)マックサイエンス製 MXP-3）を用い

て粉末Ｘ線回折(XRD)測定により結晶相の同定を行った。 

２．２ LTA 膜の作製と評価 

２．２．１ アロフェン膜への種結晶の固定 

LTA ゼオライト合成の起点となるゼオライト種結晶に

は市販の LTA ゼオライト粉末を用いた。コーティング液

は、純水 10 ml に LTA 粉末 0.1 g、0.5 g、2.5 g をそれ

ぞれ秤り取り、超音波で 10 分間分散して作製した。続

いて、図１に示すように、種結晶のアロフェン膜への固

定を以下の２通り実施した。 

（１）滴下法 

コーティング液をアロフェン膜（直径 40 mm）にピペ

ットで 3 ml 滴下し、室温で乾燥した。 

（２）ディップコーティング法 
*  栃木県産業技術センター 県南技術支援センター 

**  品川ゼネラル株式会社 ケミカル事業部 
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コーティング液にアロフェン膜を垂直に浸漬し、その

後ゆっくり引き上げ、室温で乾燥した。 

  

 

 

 

 

 

(1)滴下法    (2)ディップコーテ 

ィング法  

図１ 種結晶の固定方法 

 

２．２．２ LTA 膜の作製 

種結晶を固定したアロフェン膜シートを合成液の入

ったテフロン容器中に立てて合成を行った。合成条件は

前項において LTA が単相で得られた条件を用いた。水熱

処理後、シートを取り出し、純水を入れた容器中に１時

間浸漬してシートを洗った後、60℃で 24 時間乾燥した。 

２．２．３ LTA 膜の構造及び水蒸気吸着特性 

得られた LTA 膜の表面及び断面状態を調べるため、走

査型電子顕微鏡(SEM)（日本電子(株)製 JSM-IT200LA）を

用いて観察した。また、LTA 膜の構造を調べるため、フ

ーリエ変換赤外分光光度計（FT-IR）（日本分光(株)製

FT/IR-4600）により、赤外線吸収スペクトルを測定した。 

また、LTA 膜の水蒸気吸着特性を評価するため、水熱

合成した LTA 膜を 110℃で３時間乾燥後、恒温恒湿装置

（(株)東洋製作所製 AGX-326）を用いて、温度 40℃で相

対湿度 40、60、80 %における試料 1 g 当たりの吸湿量を

求めた。比較対象として、アロフェン粉末のみの吸湿量

も同様に求めた。 

２．３ LTA 膜のエタノール／水分離特性評価 

分離試験に用いる分離膜の作製法を図２に示す。アロ

フェン膜シートを中央にφ6 mm の円形の穴が開いた PET

シートで挟み、その中央に種結晶として LTA ゼオライト

0.1 g を 10 ml の純水に分散した懸濁液を滴下した。次

に、シートを容器に立てて 60℃、24 時間水熱処理して

分離膜を作製した。 

作製した LTA 膜のエタノール／水分離特性評価のた 

 

図２ 分離膜の作製法 

め、浸透気化（PV）法による透過試験を実施した。使用

した PV 装置の概略図を図３に示す。 

 

図３ PV 法装置の概略図 

 

試験に用いる供給液はエタノール／水混合溶液とし、

市販特級エタノール(99.5 %)50 ml と純水 50 ml を混合

した溶液を用いた。試験中は供給液を 40℃に保った。供

給液と分離膜を通過した透過液のエタノール濃度を比

較することによりエタノールと水との分離特性を評価

した。エタノール濃度はピクノメータ法により測定し

た。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ ゼオライト膜の合成と膜特性 

 LTA ゼオライトが得られる水熱処理条件を決定するた

め、異なる条件における生成物の XRD 測定を行った。測

定の結果、合成液の水のモル比 n=400 の場合は、合成温

度 60℃及び 70℃ともに LTA ゼオライトの単相は得られ

なかった。一方、n=800 では図４に示すとおり、60℃,24

時間、及び 90℃,４時間で単相が得られた。 

 

 

 

 

 

図４ 生成物の XRD 図 

 

この２つの条件でアロフェン膜シート上に作製した

LTA 膜表面の SEM 像を図５に示す。60℃で得られた膜は

空隙や亀裂は認められず緻密な膜であることが確認で

きた。一方、90℃では、クレーター状の空隙が認められ

ることから、60℃の条件がゼオライト膜の成膜に適して

いることが分かった。 

図６に 60℃の条件で得られた LTA 膜の断面 SEM 像を

示す。図より厚さ約 0.9 µm の緻密な膜が形成されてい

ることが確認できた。その緻密層の上に結晶粒子が積み

重なり厚さ約 8.5 µm の膜を形成していることが観察さ

れた。 

60℃-24h 90℃-4h 
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図７に 60℃、24 時間水熱処理により得られた LTA 膜

及び試薬 LTA ゼオライトの FT-IR 測定結果を示す。約

1000cm-1のピークは、T-O-Tbond(T=Si, Al)の非対称伸縮

振動、約 1650cm-1 のピークは OH 変角振動、約 3400cm-1

のブロードなピークは OH 伸縮振動に帰属される。これ

らに帰属されるゼオライト膜のスペクトルは、試薬と同

様なスペクトルを示すことから、LTA 膜は LTA ゼオライ

トの構造をもつことが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８に LTA 膜の水蒸気吸湿試験結果を、比較対象とし

てアロフェン粉末の結果と併せて示す。吸湿率は、試料

を 110℃で３時間乾燥した後、温度 40℃で相対湿度 40、

60、80 %における試料 1 g 当たりの吸湿量から求めた。 

 アロフェン粉末は、低湿度から高湿度へと相対湿度が

上昇するにつれて吸湿率が段階的に増加する。一方、一

般的なゼオライトは、低湿度域から吸湿率が高くなり、

高湿度域まで特性が維持される。本研究で得られた膜も

同様な傾向を示した。このことから得られた膜はゼオラ

イトの特徴を有した膜であることを確認できた。 

 

３．２ LTA 膜のエタノール／水分離特性評価 

 試験前の供給液と分離膜を通過した透過液のエタノ

ール濃度を測定した結果を図９に示す。分離試験の結

果、エタノール濃度は供給液 48 %から透過液は 2 %へ低

下し、水とエタノール混合液の分離特性を確認できた。

一方で LTA 膜は、供給開始から約 72 時間で約 20 ml の

透過液を回収したが、その後は膜欠陥の発生により膜分

離が継続できず、耐久性に課題があることが明らかにな

った。したがって、エタノール／水分離膜の実用化には、

膜の緻密層の厚膜化や LTA 結晶粒子間の緻密化などを

図る必要があると考えられる。 

図９ 分離膜のエタノール/水混合液に 

対する PV 試験結果 

 

４ おわりに 

 本研究ではアロフェン膜シートを用いて、その膜上に

水熱合成で LTA 膜を作製し、その膜特性について評価

し、以下の結果が得られた。 

（1）合成液組成 15 Na₂O：Al₂O₃：2 SiO₂：800H₂O にお

いて、温度 60℃,24 時間の合成条件で単相の LTA

結晶相を有した LTA 膜が得られた。 

（2）得られた LTA ゼオライト膜の水蒸気吸着特性は 

LTA ゼオライト粉末と同様の傾向を示した。 

（3）エタノール／水混合溶液の PV 分離試験により LTA

膜は一定のエタノール／水分離能を有することを

確認できた。 

 

図６ LTA 膜断面の SEM 像 

図５ LTA 膜表面の SEM 像 

a)60℃，24h，b)90℃，4h   

(a) (b) 

T=Si, Al 

LTA 膜 

試薬 
LTA ゼオライト 

図７ FT-IR 測定結果 

図８ 水蒸気吸湿試験結果 
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経常研究 
 

熱可塑性 CFRP の穴あけ加工におけるばり抑制に関する調査研究 
 

山下 健介*  棚原 貴登* 

 

Investigation of Burr Suppression in Drilling of Thermoplastic CFRP 

YAMASHITA Kensuke and TANAHARA Takato 

 

 本研究では、熱可塑性 CFRP のドリル加工におけるばりを抑制する加工条件を検討するため、加工条件が

ばり、切削力及び被削材出口温度に与える影響の評価を行った。その結果、マトリックス材がポリプロピレ

ンの熱可塑性 CFRP は、切削速度と１回転送りを大きくすれば欠陥を一定程度抑制可能であることや、熱の

拡散が抑制されることが分かった。さらに、粘着テープをCFRPの両面に張りつけて加工を行った結果、欠陥

の抑制が可能であり、粘着力の大きさにより効果が変化する可能性があることが明らかになった。 

Key words: 熱可塑性 CFRP、ドリル、ばり、層間剥離、粘着テープ 

 

１ はじめに 

輸送用機器はカーボンニュートラルの実現に向け燃

費向上による CO2 排出量削減が求められている。燃費向

上には、軽量化が重要であり軽金属や、CFRP 等の複合材

の利用が進んでいる。CFRP はこれまで高強度高剛性な熱

硬化性樹脂を基材とするものが主流であったが、短時間

で成形でき靱性やリサイクル性に優れる熱可塑性樹脂

を基材とする CFRP の自動車（量産車）での活用が期待

されている 1)。しかし、熱可塑性 CFRP はドリルによる

穴あけ加工時の出入口付近でのばりの発生が課題とな

っている。ばりは、部品の機能や品質の悪化につながる

ため、製造現場ではばりの除去作業が必要となり、その

工程が加工時間や加工コストの増大を招き生産性の低

下が起きている。 

 そこで本研究では、熱可塑性 CFRP のドリル加工にお

けるばりを抑制する加工条件を検討した。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 実験方法 

加工機は５軸マシニングセンタ（DMG 森精機 DMF180）

を用い、回転式切削動力計（日本キスラー 9170A1312）

に取付けたドリルで穴加工を行いスラストとトルクを

取得した。また、温度分布測定システム（NEC Avio 赤外

線テクノロジー H2640）及び、高速度ビデオカメラ（フ

ォトロン FASTCAM SA3 model60K）を用い、被削材を固

定した治具のφ12 ㎜の貫通穴から被削材出口面の温度

分布と穴加工状況を撮影した。実験段取りを図１に示

す。 

被削材は、マトリックス材をポリプロピレンとし、カ

ーボンクロス（3K/平織）を 14 枚積層して厚さを 3 ㎜に

した熱可塑性 CFRP を用い、φ6 ㎜の２枚刃超硬ドリル

（ギケン GK-HCTZ0600DLC）（図２）を用いて表１の加工

条件でドライによる穴加工を行った。 

*   栃木県産業技術センター 機械電子技術部 

 
図１ 実験段取り 

 

 
図２ 使用ドリル外観（左：底面、右：側面） 

 

表１ 加工条件 
条件 切削速度[m/min] 1 回転送り[㎜/rev] 

１ 
40 

0.02 

２ 0.1 

３ 
100 

0.02 

４ 0.1 
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２．２ ドリル加工条件とばりの関係 

 加工条件とばり発生状況を比較するため、加工後の被

削材を、X 線 CT 三次元測定機（ニコン MCT225）を用い

撮影した。CFRP は積層材であるため、ばりの他に層間剥

離が発生する。そのため、X 線 CT のデータから表層部の

ばりと層間剥離状況を確認し、ばりや剥離の欠陥が発生

した領域の割合を算出した。なお、欠陥領域割合の算出

方法は、加工穴表面の円周上で欠陥が発生している範囲

の角度を測定し、角度の合計値を円の角度である 360 °

で割ることで算出した（図３）。 

 また、ばりや剥離による欠陥の発生状況について確認

するため、高速度ビデオカメラで加工条件４の切削速度

100 m/min、1 回転送り 0.1 ㎜/rev の被削材出口面の穴

加工状況を撮影した。 

２．３ 穴加工時の切削力とばりの関係 

切削力とばり発生状況を比較するため、回転式切削動

力計で測定したスラストとトルクを２．２の欠陥領域割

合と比較し関係を評価した。 

２．４ ドリル加工条件と出口温度の関係 

加工条件と出口温度を比較するため、温度分布測定シ

ステムで測定した各加工条件の被削材出口面の温度を

評価した。なお、熱可塑性 CFRP の放射率は黒体スプレ

ーによる直接測定と熱電対による間接測定で計測し、

0.73 を採用した。 

２．５ 粘着テープによるばり抑制 

２．２の結果を踏まえ、さらなるばり抑制方法として、

被削材に粘着テープを貼ることで CFRP のカーボンクロ

スの最表層と最終層の剥離抑制を検証した。加工条件は

条件４の切削速度 100 m/min、１回転送り 0.1 ㎜/rev と

し、粘着テープは加工穴径に対し十分に大きいサイズに

カットし被削材両面に貼付けてから治具に固定し穴加

工を行った。使用した粘着テープの基材等を表２に示

す。なお、基材厚さは粘着層除去後、マイクロメーター

を用い測定し、粘着力は万能材料試験機（島津製作所 

AGS-5kNX）を用い、温度 23℃、湿度 50%の環境で、穴加

工に用いた被削材と同じ熱可塑性 CFRP を被着体とし

180 °剥離試験を行い n=3 の平均で算出した。 

３ 結果及び考察 

３．１ ドリル加工条件とばりの関係 

各加工条件の出口面側の欠陥領域割合の n=3 の平均値

を図４に示す。なお、入口面側に関しては、すべての条

件で全円周上に欠陥が発生していた。 

その結果、切削速度と１回転送りを大きくすれば、出

口側の欠陥を一定程度抑制可能と分かった。 

次に、CFRP のドリル加工時の出口面の状況を高速度ビ

デオカメラで撮影した結果を図５に示す。 

その結果、ドリル先端により CFRP のカーボンクロス

の最終層が押されて、浮いた最終層がドリルの刃で切れ

ないことでばり（切り残し）が発生していることが分か

った。 

 
図３ 欠陥領域割合算出方法 

表２ 粘着テープ 
テープ名 基材 基材厚さ 

[μm] 

粘着力

[N/10 ㎜]

Al-PE テープ① アルミ箔ポリエチレン 150 2.08 

Al-PE テープ② アルミ箔ポリエチレン 150 4.96 

Al テープ アルミ箔 77 6.10 

SUS テープ ステンレス箔 39 8.49 

 
図４ 各加工条件での出口面側の欠陥領域割合

（n=3） 
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図５ ドリル加工による出口面側の状況（100 m/min、0.1 ㎜/rev） 
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３．２ 穴加工時の切削力とばりの関係係 

計測したスラスト（前方へ押し出す力（軸方向の力））

とトルク（回転方向の負荷）の各値の平均を図６に示す。 

その結果、１回転送りが大きいとスラスト、トルクと

もに大きくなるが、切削速度が変化しても各値に大きな

差は見られなかった。一方、図４では切削速度が大きく

なると、欠陥領域割合が低下する傾向が見られ、欠陥の

発生はスラストとトルク以外にも要因がある可能性

が考えられる。 

３．３ ドリル加工条件と出口温度の関係 

 各加工条件の出口温度測定結果を図７に示す。なお、

最高温度と加工穴の縁で剥離が発生していない場所の

温度も図中に記載した。 

その結果、切削速度と１回転送りが大きい条件ほど剥

離が発生しなかった加工穴の縁の温度は小さくなった。

送りを大きくすると縁の温度が小さくなることは、切削

で発生した熱が被削材に伝わる前に工具が移動するた

めと考えられる。また最高温度が高い条件３が条件１よ

り熱の広がりが小さいことは、工具の送り速度が条件１

は 42 ㎜/min、に対し条件３は 106 ㎜/min であり、条

件３は条件１に比べ送り速度が早いためである。 

熱可塑性樹脂は温度が上がると強度が低下する 2)た

め、切削速度や１回転送りを大きくするとばり抑制へ効

果がある理由は、加工熱の拡散が抑制される 3)ためと考

えられる。 

３．４ 粘着テープによるばり抑制 

加工面の両面に粘着テープを貼り、加工条件４でドリ

ル加工をした加工穴の円周上でばりや剥離の欠陥が発

生した領域の割合を図８、デジタル顕微鏡（ハイロック

ス KH-8700）で撮影した被削材出口面の外観を図９に示

す。 

その結果、３．１において、入口面側はすべての条件

で全円周上に欠陥が発生していたことに比べ、粘着テー

プを貼ることにより一定程度欠陥を抑制できた。出口面

側は図４の結果と比べると、Al テープは欠陥の抑制が可

能だが、Al-PE テープの 2 種類は差がなく、SUS テープ

は逆に悪くなる結果となった。しかし外観画像から SUS

テープは Al テープと同様に切れ残りのばりが少ない。

これは、表２から SUS テープは Al テープよりも粘着力

が大きく、層間剥離が発生する力より大きい可能性が考

えられ、テープを剥がす際に新たな剥離が発生した可能

性がある。 

以上から、粘着テープを用いることで、欠陥の抑制が

可能だが、粘着力の大きさにより効果が変化する可能性

があることが明らかになった。 

なお、今後の検討事項として、粘着テープ基材の穿刺

強度や粘着テープの粘着力と CFRP の層間破壊靱性を比

較すれば、より詳細な検討が行えると思われる。 

 
図７ 出口温度測定結果 

 
図８ 欠陥領域割合（n=3） 

 

 
図９ 被削材出口面の外観画像 
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図６ 各加工条件でのドリルにかかるスラストと 

トルクの各軸の平均値(n=3) 
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４ おわりに 

 本研究では、熱可塑性 CFRP のドリル加工におけるば

りを抑制する加工条件の検討を行うことで、以下の知見

が得られた。 

（1）マトリックス材がポリプロピレンの熱可塑性 CFRP

は、切削速度と１回転送りを大きくすれば、欠陥を

一定程度抑制可能である。 

（2）切削速度や１回転送りを大きくすると熱の拡散が

抑制される。 

（3）加工面に粘着テープを貼ることで、欠陥の抑制が

可能であるが、粘着力の大きさにより効果が変化

する可能性がある。 
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経常研究 
 

表面改質／熱プレスによるプラスチックの 

接着剤レス接着技術に関する調査研究 

 

男澤 嶺*  小林 愛雲* 

 

Research on Adhesive-Free Bonding Technology for Plastics  

through Surface Modification and Heat Pressing 

OTOKOZAWA Ryo and KOBAYASHI Azumi 

 

医療用樹脂製品での接着剤レス接着の実現化に向け、ポリメチルメタクリレート樹脂（PMMA）、ポリジメチ

ルシロキサンゴム（PDMS）及びシクロオレフィンポリマー（COP）に対し、大気圧プラズマ又は紫外線（UV）

による表面改質を行い、改質面同士を合わせて熱プレスし、接着強度を評価した。UV 処理又は大気圧プラズ

マ処理を行うと、樹脂種に関わらず、水接触角が低下した。UV 処理した各樹脂材料の表面は、処理時間が長

くなるに伴い水酸基、カルボニル基のピークが増大することが、フーリエ変換赤外分光光度計による分析によ

り確認された。表面改質した各樹脂の改質面を重ねて熱プレスすると接着剤レスで接着できたが、大気圧プラ

ズマ処理したPMMA 同士では接着強度が著しく低かった。 

Key words: 接着剤レス接着、大気圧プラズマ処理、UV処理、熱プレス 

 

１ はじめに 

マイクロ流路デバイスなどの樹脂製医療機器は、多様

な形状・材質の部品を組み合わせて作製されるため、同

種又は異種材料部品の接着が必要とされている。一方、

医療用製品に使用できる接着剤が限られることや、マイ

クロ流路デバイスにおいては、接着剤が微細な流路を塞

ぐ恐れがある等、接着剤の利用には課題が多い。そこで、

接着剤を用いずに部品同士を接着する「接着剤レス接

着」技術が注目されている。 

接着剤レス接着では主に、被着材の表面を改質した後

に熱プレスすることで接着する１)２)３）。表面改質方法と

しては、熱アシストプラズマ処理や、真空紫外線（VUV）

等が研究されており、銅箔／ポリテトラフルオロエチレ

ン（PTFE）やゴム同士の接着剤レス接着を実現している。

しかし、県内中堅企業等が製造するマイクロ流路デバイ

スの材料であるポリメチルメタクリレート樹脂（PMMA）

やシクロオレフィンポリマー（COP）、医療機器用の樹脂

として広く用いられているポリジメチルシロキサン

（PDMS）等の接着剤レス接着については、プラズマ処理

等の表面処理条件と熱プレス条件を詳細に調査した報

告は少ない。 

そこで本研究では、PMMA、PDMS、COP を、大気圧プラ

ズマまたは UV 処理で表面改質し、熱プレスにより接着

する接着剤レス接着の実現に向け、大気圧プラズマ及び

UV 処理条件が各樹脂表面に与える影響、及び表面処理、

熱プレスの各条件が接着強度に及ぼす影響を調査した。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 材料 

PMMA は（株）クラレ製 コモグラスⓇ（25 mm×100 mm

×3 mm）、COP は日本ゼオン（株） Z22R（25 mm×100 mm

×2 mm）を用いた。PDMS は（株）十川ゴム、シリコーン

ゴムシート（100 mm×200 mm×3 mm）を 25 mm×100 mm

×3 mm にカットし、試験に用いた。PMMA は購入した材

料をそのまま使用し、PDMS 及び COP は表面処理直前に

樹脂表面をエタノール（関東化学(株)製、特級）で表面

の汚れを拭き取り、十分風乾させた後、試験に供した。 

２．２ 表面処理 

大気圧プラズマ処理は、大気圧プラズマ装置（（株）

アクア製、HPJ-DESKTOP-AC）を用いて行った。プラズマ

発生方式はジェット方式であり、作動ガスには窒素を用

いた。試料表面－ノズル間距離は 3 mm とした。プラズ

マ照射時間は、ステージ移動速度によりコントロール

し、2.5 s 以上の処理の際は、繰り返しプラズマ照射を

行った。 

UV 処理は、UV 照射装置（ウシオ電機(株) 製、SSP04A-

317）を用いて行った。UV ランプは、中心発光波長 172 *   栃木県産業技術センター 材料技術部 
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nm のキセノンエキシマランプを用いた。試料表面－UV

ランプ間距離は 3 mm とした。処理槽内の雰囲気は、大

気及び窒素雰囲気（窒素パージ流量：5 L/min）とした。 

２．３ 熱プレス 

表面改質した各試験片の改質面を重ね合わせ、熱プレ

ス機（（株）東洋精機製作所製、ミニテストプレス MP-

WNL）を用いてプレスし、JIS K6850 に規定される引張せ

ん断試験片を作製した。プレスの際には、SUS304 製の型

枠を用いた。枠の寸法は 26 mm×187.5 mm とし、PMMA お

よび PDMS では 6 mm、COP では 4 mm の厚さの型枠を選択

した。また、型枠と接着試験片とで段差が生じる部分に

は緩衝材（材質：PDMS 25 mm×87.5 mm×3 mm）を２枚

使用し、接着試験片のプレス圧が均一になるように調整

した。熱プレス条件は、圧力とプレス時間を 0.5 MPa,10 

min で固定し、加圧時の温度は、各樹脂のガラス転移温

度以下とし、PMMA では 60℃,70℃,80℃,90℃、PDMS と

COP では 40℃および 80℃とした。 

２．４ 評価 

樹脂表面の接触角は、接触角計（協和界面科学（株） 

製、DMs-400YS）を用いて測定した。測定には蒸留水を用

い、滴下量は 2 µL とした。表面の分子構造等評価には

フーリエ変換赤外分光光度計（FT-IR、日本分光(株)製、 

FT/IR-4600）及び走査型Ｘ線光電子分光分析装置（XPS、

アルバック・ファイ(株)製、PHI5000 VersaProbe II）

を用いた。FT-IR 測定は、全反射法（ATR 法、プリズム

種：ダイヤモンド）により評価した。表面硬さはナノイ

ンデンター（(株)エリオニクス製、ENT-5）を用いて評価

した。圧子はバーコビッチ圧子とし、押し込み荷重は 1 

mN とした。熱プレス後の接着試験片の接着強度は、万能

材料試験機（島津製作所、AGS-5kNX）を用いて測定した。

引張速度は、PMMA 及び COP は 1 mm/min、PDMS は 300 

mm/min とした。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ 表面処理が各樹脂に与える影響 

３．１．１ 濡れ性 

大気圧プラズマ処理時間に対する PMMA、PDMS または

COP の接触角の変化を図１に示す。全ての樹脂において、

処理時間 2.5 s までは、処理時間が長くなるにつれ接触

角は大きく低下した。大気圧プラズマ処理を 2.5 s 以上

行った場合は、PMMA と COP は更に接触角が低下したが、

PDMS は増加した。一般的に大気圧プラズマ処理により、

樹脂表面に親水基が付与されることが知られている。本

研究においても後述するように同様の効果が得られた

ため、接触角が低下したと考えられる。一方、接触角の

値は、親水性官能基の有無だけでなく表面粗さも影響を

及ぼすことが知られている４）。長時間大気圧プラズマ処

理した PDMS 表面の接触角が短時間処理よりも増加傾向

だったのは、表面粗さが変化することで接触角に影響を

及ぼした可能性が推測される。 

 UV 処理時間に対する PMMA、PDMS または COP の接触角

の変化を図２に示す。全ての樹脂において、処理時間が

長くなるほど、接触角が低下した。また、大気及び窒素

環境下での UV 処理試料の接触角を比較すると、同処理

時間では、窒素雰囲気下の方が、接触角の低下度合いは

小さかった。一般的に、大気中の酸素等が UV により活

性酸素となり、活性酸素が樹脂表面に親水基を導入する

改質メカニズムが知られている５）。窒素環境下と比較し

て大気環境下の方が、接触角が低下したことは、このメ

カニズムにより表面改質が行われたことを示唆してい

ると考える。 

 

 

 

 

 

図１ 大気圧プラズマ処理時間に対する PMMA、PDMS、

COP の接触角の変化 

 

図２ UV 処理時間に対する PMMA、PDMS、COP の接触角

の変化 

３．１．２ 表面の分子構造 

 前述の接触角の結果より、表面処理すると、樹脂表面

に親水性官能基の付与が予想されたため、大気圧プラズ
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マ処理した樹脂の表面の FT-IR 測定を行った。その結

果、全ての樹脂において、処理後の親水基（水酸基（O－

H 基）、カルボニル基（C=O 基））のピークの検出や増加

は確認されず、未処理の各スペクトルとの違いは見られ

なかった（図３）。この理由として、大気圧プラズマ処

理は最表層のみを改質すると言われているのに対し、一

般的に FT-IR（ATR 法）の測定深さは、最表層から数 µm 

程度もぐり込んだ範囲６)であるため、大気圧プラズマ処 

 

 

 

 

 

図３ 大気圧プラズマ処理前後の各樹脂の FT-IR 測

定結果（上：PMMA 中：PDMS 下：COP） 

 

理による表面の化学構造の変化が、FT-IR 測定では検出 

できなかったことが考えられる。そこで、PMMA を例に、

XPS を用いて最表面分析を行った。未処理および大気圧

プラズマ処理（処理時間 2.5 s）後の PMMA の C1s および

O1s ナロースペクトルを図４に示す。C1s のスペクトル

から、未処理と比較し、大気圧プラズマ処理後は O－C=O

結合（288 eV）および C－O 結合(286 eV)のピーク強度

が低下していることがわかる。また、プラズマ処理前後

で O1s のピーク全体の強度はほぼ一定であったが、C－O

結合(534 eV)のピーク強度が低下しており、相対的に

C=O 結合 (532 eV)は増加したことが明らかになった。

これらの結果から、大気圧プラズマ処理により PMMA の 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 大気圧プラズマ処理後の PMMA の C1s(左)および

O1s（右）スペクトル（赤:未処理 青：大気圧プラズ

マ処理（2.5 s）） 

 

図５ UV 処理（大気環境下）前後の各樹脂の FT-IR 測

定結果（4000 cm-1～3000 cm-1） 

（左上：PMMA 右上：PDMS 左下：COP） 

 

 

 

 

 

 

図６ UV 処理（大気環境下）前後の COP の FT-IR 測定結

果（1800 cm-1～1600 cm-1） 



栃木県産業技術センター 研究報告 No.23 (2026)  

- 42 - 

 

 

図７ UV 処理（窒素環境下）前後の各樹脂の FT-IR 測

定結果（4000 cm-1～3000 cm-1） 

（左上：PMMA 右上：PDMS 左下：COP） 

 

 

 

 

 

 

図８ UV 処理（窒素環境下）前後の COP の FT-IR 測定

結果（1800 cm-1～1600 cm-1） 

側鎖である（C=O）－O－CH3基が脱離し、C=O 基が生成さ

れたことが考えられる。 

一方、UV 処理（大気環境下）後の FT-IR 測定結果で

は、すべての樹脂で処理時間の増加に伴い、O－H 基のピ

ークが大きくなった（図５）。さらに、COP 樹脂におい

ては、C=O 基のピークも大きくなった（図６）。よって、

大気環境下での UV 処理により、各樹脂表面から数 µm 以

上の深さまで親水基（OH 基、C=O 基など）が付与される

ことが示された。これに対し、UV 処理（窒素環境下）で

は、親水基のピークの増大はわずかであった（図７、図

８）。この結果は、UV 処理雰囲気の酸素濃度が親水基の

導入に影響していることを示しており、先に述べた UV

改質メカニズムと矛盾しない結果となっている。 

３．１．３ 表面硬さ 

一般的に、樹脂表面の改質が過剰に行われると、脆弱

層が生成する１）。脆弱層が存在すると、表面硬さが減少

するため、表面改質の進行度の１つの指標として用いら

れている。また、表面硬さが減少すると、接着強度が低

下する傾向があると言われている１)。そこで、表面改質

の進行度と接着強度の関係性を調査するため、ナノイン

デンター測定を行った。なお、PDMS は軟質材質であり、

荷重の検出が困難であったため、測定できなかった。 

大気圧プラズマ処理時間に対する PMMA 及び COP の表

面硬さの変化を図９に示す。どちらの樹脂も、処理時間

によらず表面硬さはほぼ一定であった。今回のナノイン

デンターの測定では、圧子の押し込み深さは 0.4 µm 程

度であった。この場合、深さ 4 µm 程度まで硬さの値に

影響を及ぼすことが知られている７)。一方、大気圧プラ

ズマ処理では最表面のみが改質されており、硬さに影響

がなかったことが考えられる。 

UV 処理時間に対する各樹脂の表面硬さの変化を図 10

に示す。両樹脂とも、処理時間が増加するほど、表面硬

さは低下する傾向が確認された。このことは、UV 処理に

より樹脂内部まで改質されたことを裏付ける結果とな

った。また、PMMA では、大気環境下と窒素環境下での表

面硬さの低下度合いが異なっているが、COP では、表面

硬さの低下度合いは大気環境下と窒素環境下でほぼ差

はなかった。表面硬さの低下は、UV 照射による分子鎖切

断、酸化・架橋反応・高次構造の変化等の影響によるも

のと考えられた。 

 

 

 

 

 

図９ 大気圧プラズマ処理時間に対する PMMA 及び COP

の表面硬さの変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 UV 処理時間に対する PMMA 及び COP の表面硬さの

変化 

３．２ 熱プレスによる試験片作製及び接着強さの評価 

表面処理した PMMA、PDMS および COP は、樹脂表面の

濡れ性が向上し、親水基の導入が確認された。従って、

親水基同士が形成する水素結合等を主体とした接着剤

レス接着の実現が期待できることから、改質樹脂の熱プ
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レスによる接着を試みた。なお、UV 処理においては、大

気環境下のほうが窒素環境下よりも濡れ性が向上した

ため、これ以降の調査では、大気環境下で処理した試料

で検討した。   

３．２．１ PMMA 

UV 処理した PMMA 同士を熱プレスで接着させた接着試

験片の接着強度を図 11 に示す。処理時間や熱プレス温

度によらず、いずれも 1.3 MPa 程度の接着強度が得られ

た。なお、未処理の場合、引張試験前に接着箇所が外れ

てしまい、接着強度の測定ができなかった。このことか

ら、熱プレスによる接着剤レス接着には表面改質が必要

であり、親水基による水素結合が接着に寄与することが

示唆される。 

一方、大気圧プラズマ処理した PMMA では、処理時間

に関わらず、引張試験前に接着箇所が外れ、接着強度の

測定ができなかった。すなわち、大気圧プラズマ処理に

よる表面改質後の接触角は UV 処理と同程度であったに

も関わらず、接着強度が著しく低い結果となった。この

ことは、表面親水化以外にも接着強度に寄与するファク

ターがあることを示している。UV 処理により低分子量化

し流動性が増した親水性薄層が形成され、これらがガラ

ス転移温度より低い温度での熱プレスによる接着剤レ

ス接着に寄与するとの指摘もあり３)８）、改質深さも接着

強度に影響している可能性が示唆される。 

なお、熱プレス温度 80℃または 90℃では、接着試験

片に変形が生じたため、評価から除外した。 

 

 

図 11 UV 処理接着試験片の接着強度（PMMA） 

３．２．２ PDMS 

未処理及び表面処理した PDMS を、40℃又は 80℃で接

着したところ、未処理の PDMS では接着できなかったの

に対し、UV 処理及び大気圧プラズマ処理後の接着試験片

は強固に接着し、引張試験で接着面は剥離せず、材料破

壊した（図 12、図 13）。PDMS は大気圧プラズマ又は UV

処理することで、熱プレスにより強固に接着することが

示された。 

一方、UV 処理 300 s の試験片を、40℃で熱プレスした

接着試験片は、接着面で接着試験片がはく離し（接着強

度：0.25 MPa 程度）、他の試験片と比べて接着強度が低

くなった。このことから、PDMS は過剰に UV 処理すると、

接着強度が低下することが示唆される結果となった。 

 

図 12 大気圧プラズマ処理接着試験片の接着強度

（PDMS） 

 

 

図 13 UV 処理接着試験片の接着強度（PDMS）；濃色の

円は界面はく離、淡色の円は材料破壊を表す 

３．２．３ COP 

未処理及び大気圧プラズマ処理又は UV 処理した COP

を 80℃で接着したところ、未処理の COP では接着でき

なかったのに対し、表面改質した COP は強固に接着し

た。これらの接着試験片を用いて引張試験を行ったとこ

ろ、接着面は剥離せず、材料が破壊した（図 14、図 15）。

これらのことから、COP においても、大気圧プラズマ処

理及び UV 処理のいずれの表面改質でも一定時間以上処

理し 80℃で熱プレスすることで強固な接着剤レス接着

が可能であることが確認された。 

一方、大気圧プラズマ処理 0.5 s では材料破壊したの

に対し、大気圧プラズマ処理 0.2 s では接着面ではく離

した（図 14 濃い緑色のプロット）。それぞれの接触角

は、19.3°及び 25.8°であり、前者は表面改質が十分で

ないことが示唆される結果となった。 

熱プレス温度 40℃では、大気圧プラズマ処理 2.5 s 以

下と UV 処理 180 s 以下では接着強度が著しく低く、引
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張試験前に接着面が剥離した。大気圧プラズマ処理 5.0 

s および UV 処理 300 s では熱プレス温度 40℃でも接着

したが、熱プレス温度 80℃と比較して、接着強度は低

く、接着試験片は接着面で剥離した。このことから、COP

においては、熱プレス温度が高いほど、接着強度が高く

なる結果となった。熱プレス温度を高めることで、表面

付近に存在する分子鎖の分子運動性が高まり、接着強度

に影響を及ぼしているものと考える。 

 

 

図 14 大気圧プラズマ処理接着試験片の接着強度

（COP）；濃色の円は界面はく離、淡色の円は材料破壊

を表す 

 

図 15 UV 処理接着試験片の接着強度（COP）；濃色の

円は界面はく離、淡色の円は材料破壊を表す 

 

４ おわりに 

PMMA、PDMS 及び COP に対して大気圧プラズマ処理又

は UV 処理を行い、処理条件が改質樹脂表面に与える影

響を評価した。また、表面処理及び熱プレスの条件が接

着強度に及ぼす影響を検討し、以下の知見を得た。 

（1）全ての樹脂において、大気圧プラズマ又は UV 処理

時間の増加に伴い、水接触角は低下した。PDMS は、

大気圧プラズマ処理 5 ｓ以上で、一度低下した接

触角が上昇した。 

（2）UV 処理した樹脂全てにおいて、処理時間の増加に

伴い水酸基やカルボニル基が増加することが FT-

IR 分析により明らかになった。大気圧プラズマ処

理した樹脂では、FT-IR 分析では変化は見られなか

ったが、PMMA については XPS 測定で、カルボニル

基が付与されたことを示唆する結果が得られた。 

（3）大気圧プラズマ処理した PMMA、COP は、表面硬さ

の変化は見られなかった。UV 処理した PMMA、COP

は、処理時間の経過に伴い、表面硬さは顕著に低下

した。 

（4）UV 処理した PMMA は、熱プレスにより接着剤レス 

接着できたが、今回実施した条件での大気圧プラ

ズマ処理では接着強度が非常に低かった。 

（5）大気圧プラズマ処理又は UV 処理した PDMS は、熱

プレスにより接着剤レス接着できたが、過剰な UV

処理により接着強度が低下する結果となった。 

（6）大気圧プラズマ処理又は UV 処理した COP は、熱プ

レスにより接着剤レス接着できたが、プラズマ処

理時間が短い場合、接着強度が低い結果となった。

また、熱プレス温度が高い方が接着強度は高くな

った。 
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経常研究 
 

保存性向上を目的とした乳酸菌の選抜・培養に関する調査研究 
 

筒井 達也*  郡司 崇浩* 

 

Study on the Selection and Cultivation of Lactic Acid Bacteria  

to Improve Food Preservation 

TSUTSUI Tatsuya and GUNJI Takahiro 

 

県内発酵食品の保存性向上と製品の差別化を目的として、抗菌性を有し、かつオフフレーバー生成が

少ない有用菌株の選抜を目指し、県内食品資源から分離したセンター保有乳酸菌 46 株を対象に抗菌性

試験及び香気特性評価を実施した。MRS 培地で培養した乳酸菌上清は枯草菌及び大腸菌に対して抗菌活

性を示したが、多くは中和処理により消失し、乳酸菌が産生する有機酸由来の酸依存的作用であること

が示された。一方、L. plantarumを中心とする一部菌株では中和後も弱い抗菌活性が確認され、酸以外

の抗菌因子の関与が示唆された。これら抗菌活性を示した菌株では、GC-MS 分析によりジアセチルが検

出あるいは麹エキス培養試料の官能評価における乳様臭や硫黄臭などのオフフレーバーが確認されたこ

とから、強い抗菌活性とオフフレーバーの発生が少ないという条件を同時に満たす菌株は保有株から見

出すことができなかった。 

Key words: 乳酸菌、抗菌活性、香気特性、官能評価、保存性向上 

 

１ はじめに 

近年、県内の発酵食品製造企業においては、商品の高

付加価値化や他社との差別化を図るため、地域資源由来

の微生物を活用した製品開発への関心が高まっている。

一方、清酒、クラフトビール、漬物、味噌などの製造現

場では、発酵に使用する有用菌の制御に加え、汚染菌の

混入防止や増殖抑制などが課題となっている。このた

め、食品添加物への依存を低減し、微生物の機能を活用

して保存性を向上させる技術の確立が求められている。 

乳酸菌は、有機酸を産生して pH を低下させることに

より微生物の増殖を抑制することが知られている。さら

に、一部の菌株ではバクテリオシンなどの抗菌性代謝物

を産生することが報告されており 1)、これらの機能を活

用することで、発酵工程における汚染菌抑制や製品の保

存性向上への応用が期待される。しかしながら、乳酸菌

は乳様臭や硫黄臭などの香気成分を産生する場合があ

り 2)、3)、食品の品質に影響を及ぼす可能性がある。その

ため、保存性向上効果と香気特性の両面から菌株を評価

することが求められる。 

そこで本研究では、県内食品資源から分離し、当セン

ターが保有する乳酸菌 46 株を対象に、抗菌活性と香気

特性を体系的に評価することで、汚染菌に対して抗菌性

を有し、かつオフフレーバー生成が少ない有用菌株の選

抜を目指し、検討を行った。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 乳酸菌 

供試菌株には、当センターが酒母や糠床等といった県

内食品資源から分離・同定し、保存している乳酸菌 46 株

を用いた（表１）。各菌株は使用前に MRS 液体培地

（Becton, Dickinson and Company 社製 BD Difco 

Lactobacilli MRS Broth）で前培養し、得られた菌体を

試 験 に 供 し た 。 対 照 と し て 市 販 乳 酸 菌 ２ 株

（ Latilactobacillus sakei 、 Leuconostoc 

mesenteroides）も同様に前培養後、試験に供した。 

 

表１ 乳酸菌の菌種別内訳 

属 菌種 株数 

Latilactobacillus L. sakei 15 

Leuconostoc 

L. mesenteroides 13 

L. lactis 3 

L. citreum 4 

Lactiplantibacillus L. plantarum 6 

Pediococcus P. pentosaceus 2 

Weissella W. cibaria 2 

Enterococcus E. faecium 1 

 
*   栃木県産業技術センター 食品技術部 
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２．２ 汚染指標菌 

抗菌性評価の対象菌として、食品製造現場において問

題となる代表的な５つの汚染菌を選択した。具体的に

は、枯草菌（Bacillus subtilis NBRC111470）、大腸菌

（ Escherichia coli NBRC3301 ） 、 火 落 菌 ２ 株

（ Lactobacillus paracasei 、 Lactobacillus 

fructivorans RIB No.9114）、及び乳酸菌（Leuconostoc 

mesenteroides subsp. dextranicum NBRC100495）を汚

染指標菌として用いた。 

枯草菌、大腸菌及び乳酸菌は、独立行政法人製品評価

技術基盤機構（NITE）より入手した菌株を使用した。火

落菌のうち Lactobacillus fructivorans は独立行政

法人酒類総合研究所より分譲を受けた菌株を用い、

Lactobacillus paracasei は、当センターが過去に県内

酒蔵より分離し保存している菌株を使用した。 

枯草菌及び大腸菌は BHI 培地（Becton, Dickinson and 

Company 社製 BD BBL Brain Heart Infusion Agar 

Medium）、火落菌は SI 培地（公益社団法人日本醸造協

会製 火落菌検出培地）、乳酸菌は MRS 培地（Becton, 

Dickinson and Company 社製 BD Difco Lactobacilli 

MRS Broth）を用いて培養した。 

２．３ 抗菌性試験 

各乳酸菌株を MRS 液体培地 10 mL に接種し、30℃で 48

時間静置培養した。培養後、12,000 rpm で 10 分間遠心

分離し、上清を回収した。回収した培養上清は、上清そ

のものおよび 1 N NaOH（富士フイルム和光純薬(株)）を

用いて pH7.0 に中和した上清を調製し、抗菌性試験に供

した。 

抗菌性試験は、ステンレスカップを用いた寒天重層法

により実施した。基本操作は、Ishiyama ら（2008）の方

法を参考に一部改変して行った 4)。枯草菌及び大腸菌に

は BHI 培地、火落菌には SI 培地、乳酸菌には MRS 培地

を用い、下層寒天培地は寒天濃度 1.5％、上層寒天培地

は 1.0％に調製した。下層寒天培地上に汚染指標菌（104

～105 cfu/mL）を含む上層寒天を重層し平板を作製した

後、平板表面に内径 6 mm のステンレスカップを設置し、

カップ内に乳酸菌培養上清 50 μL を滴下した。30℃で

48 時間（火落菌のみ増殖が遅いため 168 時間）培養後、

発育阻止円（クリアゾーン）の形成状況を観察した。 

標 準 物 質 と し て は ナ イ シ ン (from Lactococcus 

lactis, N5764; Sigma-Aldrich, St. Louis, MO, USA)

を用いた。ナイシンは 0.02 N HCl 水溶液に溶解し、最

終濃度が 10、100、1,000 及び 5,000 Units/mL となるよ

う調製し、カップ内に滴下・培養後、発育阻止円の直径

（mm）を測定した。 

 

２．４ 香気特徴の評価 

２．４．１ 機器分析 

香りは DHS-GC/MS 法により測定した。各乳酸菌株を

MRS 液体培地を用いて 30℃で 48 時間培養し、得られた

培養上清 0.5 mL を 20 mL 容バイアルに封入した。25℃

で５分間加温して発生する揮発性成分を Carbopack B&X

チューブに捕集し、加熱脱着装置（Gerstel㈱，TDU2）を

用いて吸着管を加熱脱着し、揮発性成分を GC/MS（アジ

レント・テクノロジー㈱，Agilent 5977B） に導入し分

析した。分析条件は表２に示す。 

表２ DHS-GC/MS の分析条件 

TDU           
30℃(0.3min)→720℃/min 

→240℃(3 min) 

CIS           
10℃(0.5min)→12℃/min 

→240℃(20 min) 

トランスファー

ライン温度 
300℃ 

キャリアガス He 1.6768 mL/min 

注入モード splitless 

カラム DB-WAX(30 m×0.25 mm×0.25 um) 

オーブン温度 
40℃(5min)→10℃/min 

→240℃(10 min) 

イオン源温度 230℃ 

四重極温度 150℃ 

イオン化モード EI 

 

得られたガスクロマトグラムについて、Aroma Office 

2D（Gerstel 製）を用いてにおいを有する化合物を抽出

し、各ピーク面積値の平均値を算出した。硫黄臭の指標

成分としてジメチルジスルフィド（DMDS）、乳様臭の指

標成分としてジアセチルを対象とし、内部標準物質とし

てベンジルアルコール（富士フイルム和光純薬㈱製、和

光特級、純度 99.0%以上）を添加してピーク面積比によ

り相対定量を行った。 

２．４．２ 官能評価 

官能評価用試料は、麹エキス（Brix 12％）10 mL に乳

酸菌培養液を 1％（v/v）添加し、30℃で 48 時間培養し

て調製した。評価はセンター職員４名により実施し、酸

臭、硫黄臭及び乳様臭の強度を、０（感じない）、１（弱

く感じる）、２（感じる）、３（強く感じる）の４段階

で評価した。各評価項目について平均値を算出し、菌株

間の香気特性の違いを比較した。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ 抗菌性試験 

３．１．１ ナイシンによる基準試験 

標準物質として用いたナイシンによる発育阻止円の

様子（B.subtiles の例）を図１に、ナイシンの各汚染指

標菌に対する抗菌活性と発育阻止円の結果を表３及び

図２に示す。ナイシン濃度の増加に伴い、各汚染指標菌
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に対する発育阻止円の大きさ（直径）は拡大した。抗菌

効果の強さ及び感受性は菌種ごとに異なり、特に枯草菌

（ Bacillus subtilis ）、 火 落 菌 （ Lactobacillus 

fructivorans）及び乳酸菌（Leuconostoc mesenteroides）

では明瞭な濃度依存性が確認された。これらの汚染指標

菌では、ナイシン濃度（対数プロット）と発育阻止円の

直径との間に線形関係が見られた。一方、火落菌

（Lactobacillus paracasei）では阻止円の形成が不十

分であり、感受性は比較的低い傾向を示した。 

 

 

図１ ナイシンによる発育阻止円の様子 

（B.subtiles の例） 

ナイシン濃度はそれぞれ 5,000 Units/mL（左上）、1000 Units/mL（右

上）、100 Units/mL（左下）、10 Units/mL（右下） 

 

表３ ナイシンの各汚染指標菌に対する抗菌活性 

汚染指標菌 
ナイシン濃度(Units/mL) 

10 100 1,000 5,000 

B.subtilis 0 6.2 9.0 13.3 

E.coli 0 0 8.6 11.8 

L.paracasei 0 0 0 5.3 

L.fructivorans 0 12.0 24.3 34.7 

L.mesenteroides 0 6.8 13.1 16.8 

｢0｣はステンレスカップ内に汚染指標菌の増殖が見られたも

の。表中の数値は発育阻止円の大きさ（直径 mm）を示す。 

 

図２ ナイシン濃度と発育阻止円の相関 

 

 

 

図３ 乳酸菌培養液によるクリアゾーンの様子

（B.subtiles の例） 

右上：活性あり「＋」 左上、左下、右下：活性なし「-」 

 

３．１．２ 乳酸菌培養上清の抗菌性 

乳酸菌培養上清を滴下した際のクリアゾーンの様子

（B.subtiles の例）を図３に示す。活性が認められない

試料では、ステンレスカップ内に汚染指標菌の増殖が観

察された。一方、活性が認められた試料では、カップ外

に明瞭な抗菌円は形成されなかったものの、カップ内の

増殖は抑制された。このため、本試験では発育阻止円の

大きさによらず、ステンレスカップ内の増殖抑制が観察

された試料を抗菌活性あり（＋）、観察されない試料は

抗菌活性なし（－）と評価することとした。 

乳酸菌培養上清の汚染指標菌に対する抗菌活性の結

果を表４に示す。枯草菌及び大腸菌など至適 pH が中性

付近の汚染指標菌に対しては、一部の菌株で抗菌活性が

認められた。一方、火落菌及び乳酸菌など酸性環境に適

応した菌に対しては、いずれの試料でも明確な抗菌活性

は認められなかった。 
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３．１．３ 中和後培養上清の抗菌性試験 

E.coli を例とした中和処理前後のクリアゾーンの様

子を図４に示す。中和による活性変化から酸依存性の有

無を評価した。上段及び下段はそれぞれ同一試料であ

り、シャーレの左側が中和処理前、右側が中和処理後を

示す。抗菌活性は「＋（活性あり）」、「±（弱い活性）」、

「－（活性なし）」の３段階で評価した。両試料とも中

和前（左側）では抗菌活性が認められているが、中和後

（右側）は、下段試料では汚染指標菌の増殖が確認され

活性は認められなかった（－）。これに対し、上段試料

では増殖が一部抑制され、弱い活性（±）が認められた。 

 

表４ 乳酸菌培養上清の各汚染指標菌に対する抗菌活性 

No. 菌種 
枯草菌 

B. subtilis 
大腸菌 
E. coli 

火落菌 
L. paracasei 

火落菌 
L. fructivorans 

乳酸菌 
L. mesenteroides 
subsp.dextranicum 

1 L. sakei ＋ ＋ － － － 

2 L. sakei － ＋ － － － 

3 L. sakei ＋ ＋ － － － 

4 L. sakei － ＋ － － － 

5 L. sakei ＋ ＋ － － － 

6 L. sakei ＋ ＋ － － － 

7 L. sakei ＋ ＋ － － － 

8 L. sakei ＋ ＋ － － － 

9 L. sakei ＋ ＋ － － － 

10 L. sakei ＋ ＋ － － － 

11 L. sakei ＋ ＋ － － － 

12 L. sakei ＋ ＋ － － － 

13 L. sakei ＋ ＋ － － － 

14 L. sakei ＋ ＋ － － － 

15 L. sakei － ＋ － － － 

16 L. mesenteroides － ＋ － － － 

17 L. mesenteroides － ＋ － － － 

18 L. mesenteroides － ＋ － － － 

19 L. mesenteroides － ＋ － － － 

20 L. mesenteroides － ＋ － － － 

21 L. mesenteroides － ＋ － － － 

22 L. mesenteroides － ＋ － － － 

23 L. mesenteroides － ＋ － － － 

24 L. mesenteroides ＋ ＋ － － － 

25 L. mesenteroides ＋ ＋ － － － 

26 L. mesenteroides － － － － － 

27 L. mesenteroides － － － － － 

28 L. mesenteroides － ＋ － － － 

29 L. plantarum ＋ ＋ － － － 

30 L. plantarum ＋ ＋ － － － 

31 L. plantarum ＋ ＋ － － － 

32 L. plantarum ＋ ＋ － － － 

33 L. plantarum ＋ ＋ － － － 

34 L. plantarum ＋ ＋ － － － 

35 L. citreum － ＋ － － － 

36 L. citreum ＋ ＋ － － － 

37 L. citreum ＋ ＋ － － － 

38 L. citreum ＋ ＋ － － － 

39 L. lactis － ＋ － － － 

40 L. lactis － ＋ － － － 

41 L. lactis ＋ ＋ － － － 

42 P. pentosaceus ＋ ＋ － － － 

43 P. pentosaceus － ＋ － － － 

44 W. cibaria － ＋ － － － 

45 W. cibaria － ＋ － － － 

46 E. faecium － － － － － 

Ref.1 L. sakei ＋ ＋ － － － 

Ref.2 L. mesenteroides ＋ ＋ － － － 

「＋」：活性あり、「-」：活性なし 
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図４ 中和処理前後のクリアゾーンの様子 

（E.coil の例） 

左上：活性あり「＋」(中和前)、右上：弱い活性あり「±」

(中和後)、左下：活性あり「＋」(中和前)、右下：活性なし

「-」(中和後) 

 

多くの菌株では、中和前に確認された抗菌活性が中和

後には消失した。この結果から、本試験で認められた抗

菌活性の多くは、乳酸菌が産生した有機酸による pH 低

下に起因する酸依存的作用と考えられる。 

一方、Lactobacillus plantarum を中心とする一部の

菌株では、中和後も弱い抗菌活性が残存した。これらの

菌株では、有機酸以外の抗菌因子（バクテリオシンなど）

の関与が示唆された。 

なお、枯草菌に対しては抗菌活性が認められたにもか

かわらず、大腸菌では活性が認められなかった試料が見

られたが、これは大腸菌がグラム陰性菌で外膜構造を有

するためグラム陽性菌である枯草菌と比較して有機酸

以外の抗菌因子の影響を受けにくいことによるものと

考えられた。 

３．２ 香気特性 

乳酸菌株について、GC-MS による揮発性成分分析及び

官能評価を実施した。GC-MS 分析では、内部標準補正後

の各香気成分ピーク面積を全株平均値で除した相対比

率（％）を算出し、「＋＋（300％以上）」、「＋（150

〜300％）」、「－（検出せず）」の区分で整理した。官

能評価は０〜３の４段階で実施し、平均値 1.5 以上 2.0

未満を「＋」、2.0 以上を「＋＋」として整理した。 

３．２．１ 供試乳酸菌株の香気特性 

乳酸菌 48 株について、乳酸菌培養上清の香気特性結

果を表５に示す。GC-MS 分析の結果、DMDS は一部の L. 

sakei 及び L. mesenteroides 等の菌株で検出された。

一方、ジアセチルは主に L. plantarum において強く認

められた。 

官能評価では、酸臭は多くの菌株に共通して認められ

たが、硫黄臭及び乳様臭は菌株間で差がみられた。DMDS

が検出された菌株では硫黄臭が指摘される傾向が見ら

れ、ジアセチルを生成する菌株では乳様臭が認められ

た。特に L. plantarum では乳様臭が顕著であった。 

硫黄臭が強く指摘された一部の菌株では DMDS が相対

的に高濃度で検出されたが、DMDS が低値であっても硫黄

臭が指摘された例も認められた。これは、硫黄系化合物

の嗅覚閾値が低いこと、あるいは他の揮発性成分や酸臭

との相互作用が影響した可能性が考えられる。 

なお、本研究では GC-MS 分析には MRS 培地培養試料を、

官能評価には麹エキス培養試料を用いており、培地条件

は一致していない。しかしながら、両者の傾向は概ね対

応しており、菌株固有の香気生成特性が反映されたもの

と考えられる。 

３．２．２ 抗菌活性保持菌株の香気特性とその課題 

中和後にも弱い抗菌活性を示した菌株（No.24、No.29

～34）の香気特性については、表５のデータに基づき評

価した。 

No.29～34 の L. plantarum では、GC-MS 分析におい

てジアセチルが「＋～＋＋」と検出され、官能評価にお

いても乳様臭が「＋～＋＋」と確認された。 

一方、No.24 の L. mesenteroides では、GC-MS 分析

においてジアセチルと DMDS が弱いながらも検出された

ものの、官能評価においては乳様臭は認められず、硫黄

臭は「＋」と評価された。 

以上より、汚染菌に対する抗菌性を有し、かつオフフ

レーバー生成が少ない乳酸菌株の選抜を目的として実

施したものの、残念ながら供試した菌株からはこれらを

同時に満たすものは確認されなかった。しかしながら、

抗菌性の判別と、GC-MS 及び官能評価による香気特性解

析を組み合わせた本手法は、今後の抗菌活性を有する乳

酸菌の食品利用に向けたスクリーニング手法として有

用と考えられる。 

 
４ おわりに 

 本研究では、県内食品資源由来の乳酸菌 46 株を対象

に、抗菌活性及び香気特性の両面から有用菌株の選抜を

目指して検討を行った。その結果、以下の知見が得られ

た。 

（1）枯草菌及び大腸菌など至適 pH が中性付近の汚染指 

標菌に対しては、一部の菌株で抗菌活性が確認さ 

れた。一方、火落菌及び乳酸菌など酸性環境に適応 

した菌に対しては、明確な抗菌活性は認められな 

かった。 
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表５ 乳酸菌培養上清の香気特性 

No. 菌種 
GC-MS 分析※１ 官能評価※２ 

DMDS ジアセチル 酸臭 硫黄臭 乳様臭 

1 L. sakei   ＋ ＋ ＋ 

2 L. sakei   ＋   

3 L. sakei   ＋ ＋  

4 L. sakei  － ＋ ＋  

5 L. sakei      

6 L. sakei ＋   ＋＋  

7 L. sakei   ＋＋ ＋  

8 L. sakei   ＋＋   

9 L. sakei   ＋＋   

10 L. sakei   ＋ ＋ ＋ 

11 L. sakei      

12 L. sakei     ＋ 

13 L. sakei      

14 L. sakei ＋ ＋  ＋ ＋ 

15 L. sakei ＋  ＋ ＋  

16 L. mesenteroides ＋＋  ＋ ＋＋  

17 L. mesenteroides   ＋ ＋  

18 L. mesenteroides   ＋ ＋  

19 L. mesenteroides  － ＋ ＋  

20 L. mesenteroides    ＋  

21 L. mesenteroides   ＋ ＋＋  

22 L. mesenteroides ＋  ＋＋ ＋  

23 L. mesenteroides ＋  ＋＋ ＋  

24 L. mesenteroides   ＋ ＋  

25 L. mesenteroides  ＋ ＋＋  ＋ 

26 L. mesenteroides   ＋ ＋＋  

27 L. mesenteroides      

28 L. mesenteroides    ＋  

29 L. plantarum  ＋＋ ＋＋  ＋＋ 

30 L. plantarum  ＋ ＋  ＋ 

31 L. plantarum  ＋＋   ＋ 

32 L. plantarum  ＋＋ ＋ ＋ ＋ 

33 L. plantarum  ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ 

34 L. plantarum  ＋＋ ＋  ＋ 

35 L. citreum ＋ － ＋ ＋＋  

36 L. citreu   ＋＋   

37 L. citreum   ＋＋   

38 L. citreum   ＋＋   

39 L. lactis  － ＋   

40 L. lactis   ＋ ＋ ＋ 

41 L. lactis  ＋ ＋ ＋＋ ＋＋ 

42 P. pentosaceus      

43 P. pentosaceus ＋  ＋＋ ＋＋ ＋ 

44 W. cibaria  － ＋ ＋＋  

45 W. cibaria   ＋   

46 E. faecium ＋ ＋  ＋＋ ＋ 

47 L. sakei  ＋＋  ＋＋ ＋ 

48 L. mesenteroides  －  ＋  

※１ GC-MS による香気成分の評価は、内部標準補正後の各成分のピーク面積値を全供試菌株の平均値で除して相対比率

（％）を算出し、以下の基準で区分した。 

「＋＋」：300％以上、「＋」：150％以上 300％未満、150％未満は空欄、検出されなかった場合は「－」とした。 

※２ 官能評価は「０：感じない、１：弱く感じる、２：感じる、３：強く感じる」の４段階で実施し、各評価の平均値に基

づき以下の基準で表示した。 

平均値 1.5 未満は空欄、1.5 以上 2.0 未満は「＋」、2.0 以上は「＋＋」とした。 
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(2)抗菌活性を示した多くの菌株では、培養上清を 

pH7.0 に中和することで抗菌活性が消失したことか 

ら、本研究で確認された抗菌作用の主体は、乳酸菌 

が産生した有機酸による pH 低下に起因する酸依存 

的作用であると考えられた。 

（3）Lactobacillus plantarum を中心とする一部菌株で

は、中和後も弱い抗菌活性が残存し、有機酸以外の

抗菌因子（バクテリオシン様物質等）の関与が示唆

された。 

（4）GC-MS 分析及び官能評価の結果、中和後に抗菌活性

を示した菌株の一部ではジアセチルや DMDS の生成

が確認され、乳様臭や硫黄臭などのオフフレーバー

が認められた。 

（5）本研究の範囲では、強い抗菌活性とオフフレーバ   

ーの発生が少ないという条件を同時に満たす菌株    

は確認されなかったが、抗菌活性の判別（中和試験）  

と GC-MS 及び官能評価による香気特性解析を組み 

合わせた本評価法は、抗菌活性を有する乳酸菌の食 

品利用に向けたスクリーニング手法として有用で 

あると考えられる。 
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経常研究 
 

スマートテキスタイル分野への参入に向けた 

繊維素材への機能性付与技術に関する調査研究 
 

井田 恵司*   島田 千花子*   

 

Investigation research about the functional grant technology to the textile 

materials for the entry to the field of smart textile 

IDA Keiji and SHIMADA Chikako 

 

スマートテキスタイル分野で求められる、導電性等の電気的特性に係る機能性付与に関する大学等の学術

シーズと、地域の繊維関連企業が有する技術を結びつけるために、３つの学術シーズに関して、シーズの概

要紹介資料を作成した。さらに、特に地域繊維関連企業と具体的な取組に発展することが期待できる学術シ

ーズに基づく試作を行い、試作品の電気的特性評価を実施した。試作した生地は、130％のひずみを与えた

時も高い導電性を維持することを示した。また、試作した糸は 15％のひずみまで導電性を維持した。 

このことから、本研究で作製した試作生地と試作糸は、いずれも導体としての性能を有しており、スマー

トテキスタイル分野で使用可能と考えられる。 

Key words: スマートテキスタイル、機能性付与、導電性ペースト、導電性評価 

 

１ はじめに 

センサ等を組み込んだ衣服やインテリアなど、情報通

信技術と連携した繊維製品（以下、スマートテキスタイ

ル）の市場は、今後も継続的に拡大していくことが期待

される。そのため、繊維関連業界には、スマートテキス

タイルに関連した技術開発が求められているが、電気・

電子関連分野と繊維分野相互の技術的連携は十分には

進んでおらず、例えば導電性繊維の開発、電気的接続・

実装技術の開発、耐久性や信頼性の確保等、これまでに

地域繊維関連企業が取り組んだことのない技術課題 1）2）

が多く、参入への障壁は高い状態である。 

そこで、本調査研究では、大学等が有する学術シーズ

を調査し、スマートテキスタイル分野で求められる導電

性等の電気的特性に係る機能性付与に関して、地域の繊

維関連企業が有する撚糸・製織・編成・染色・縫製等の

技術と学術シーズを結びつけるために、シーズの概要紹

介資料を作成した。さらに、特に地域繊維関連企業と具

体的な取組に発展することが期待できる学術シーズを

選び、当該シーズに基づき、サンプル試作とその電気的

特性評価を行った。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 学術シーズ調査及び概要紹介資料の作成 

学術シーズ調査は、スマートテキスタイルに関する研

究を行っている研究室のホームページの検索、シーズ保

有者に対する電話や対面によるヒアリング等で行った。 

また、概要紹介資料は当該研究を行う研究室への訪問

等により、学術シーズ保有者の専門知識に基づく指導を

受けた結果に基づき、これを地域繊維関連企業が実際に

活用する際の視点から作成した。 

２．２ 試作に使用する試料等 

①生地･･･ポリエステル編地（アリス KT-2028A） 

②糸･･･ウーリーナイロン糸（グンゼ㈱ウーリーナイ 

    ロン 210 タイプ（24 TEX）） 

③導電性ペースト材料 

Ⅰ導電材料･･･銀粉末（関東化学㈱製） 

Ⅱバインダー  ホワイト AR-２（松井色素㈱製） 

バインダーDL（㈱田中直染料店製） 

さらに、導電性ペーストには、ペーストの粘度調整や

ペーストの混合状態の向上を図るため界面活性剤（スコ

アロール 400（北広ケミカル㈱製））を加えた。 

２．３ 試作生地の作製 

 試作生地は、図１に示す手順で作製した。 

 作製にあたり、本研究では生地表面への電気回路実装

を想定していることから、ペーストの裏面への染みだし

や短絡の防止を図るため、生地への絶縁処理を施した 

後、導電性ペースト加工を行うこととした。 *  栃木県産業技術センター 繊維技術支援センター 
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 図１ 試作生地作成手順 

具体的には、図１のとおり、ポリエステル編地に対し、

まず絶縁性を確保するための処理として導電性ペース

トを塗布する部分の下地に絶縁材となるバインダーを

試験用スクリーン捺染機（㈲シンワキカイ製 ＃ST-

800E）を用いて印捺した。 

この時のバインダーの処方はホワイト AR-２とバイン

ダーDL を混合したものとした。ホワイト AR-２は、伸縮

性があるウレタン系のバインダーであり、バインダーDL

は、粘性が低い特性があり、絶縁材を印捺する際のハン

ドリング向上のために添加した。両者の混合割合は、ホ

ワイト AR-２が 80 wt%、バインダーDL が 20 wt%とした。 

印捺後、送風定温乾燥機（ヤマト科学㈱製 DKN602）を

用いて 120℃で 10 分間熱処理を行い、バインダーを固

着させた。 

次に、この編地に導電性ペーストを印捺した。 

導電性ペーストの処方は、80 wt%の銀粉末、16 wt%の

ホワイト AR-２、4 wt%のバインダーDL 及び微量の界面

活性剤とした。これらを脱泡混練機（㈱シンキー製 AR－

100）で均一に混ざるまで撹拌混合して導電性ペースト

を調製した。スクリーン捺染機で印捺後、送風定温乾燥

機を用いて 120℃で 20 分間熱処理を行い、導電性ペー

ストを固着させた。 

２．４ 試作糸の作製 

糸は電線を模した構造であり、裏面が無く全面が表面

となるため、試作糸については、絶縁材の印捺による絶

縁性を付与する必要が無く、導電性ペーストの塗布のみ

を行った。ただし、導電性ペーストの塗布にあたっては、

糸の全面に均一に塗布するように配慮した。導電性ペー

ストをウーリーナイロン糸に塗布した後、送風定温乾燥

機を用いて 120℃で 20 分間熱処理を行った。 

２．５ 評価 

試作生地及び試作糸における導電性ペーストの固着

状態等を確認するため、試料の表面観察を行った。拡大

写真については、デジタルマイクロスコープ（HIROX 製

KH-7700）を用いた。 

また、繊維素材としての使用を想定し、試作品（試作

生地及び試作糸）の電気的特性評価として、試作品を伸

長させることによる電気抵抗値の変化を調べた。試作品

の伸長には、万能引張試験機（インストロン製 5569）を

使用し、チャック間距離は 20 mm とした。本評価に供す

るサンプルは、試作生地の場合は試験片幅を 10 mm（内、

導電性ペースト印捺幅 5 mm）とし、試作糸の試験は１本

の試作糸で実施した。抵抗値はデジタルマルチメーター

（OWON 製 XDM3051）を使用し、４端子法にて測定した。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ シーズ調査及び概要紹介資料の作成 

大学をはじめとして、各研究機関においてスマートテ

キスタイルに関する研究が実施されている。その中か

ら、本県の繊維関連企業へ周知することでスマートテキ

スタイル分野への参入の障壁が下がることが期待でき

る学術シーズ 3）を選び、シーズ調査を行った。 

調査を行った結果、以下の３つのテーマについては、

地域繊維関連企業が連携できる可能性が高いと考えら

れた。そのため、当該学術シーズの概要、連携して開発

に取り組む際に必要な設備や開発期間、連携する前に検

討しておくべき事項、開発できる製品のイメージ、連携

の形態等について、ヒアリング等を通して明確にした上

で、学術シーズごとに「学術シーズ概要紹介資料」とし

てまとめた。 

シーズ１：無給電動作可能なファブリック型タッチ/

圧力センサ（京都工芸繊維大学）4） 

シーズ２：高伸縮導電性ペーストを用いたウェアラブ 

ルデバイス(群馬大学) 5）-7) 

シーズ３：高生体適合性フレキシブル繊維電極（東北 

大学）8） 

作成した学術シーズ概要紹介資料を図２～４に示す。 

３．２ サンプルの試作及び試作品の評価 

３．１で概要紹介資料を作成した学術シーズのうち

「高伸縮導電性ペーストを用いたウェアラブルデバイ

ス」は、比較的少ない初期経費で企業が試作に取り組め

ることや、地域の繊維に関わる各業種（撚糸、編織、染

色、縫製）が連携するなどし、それぞれへの展開が期待

できると考えられた。   

そこで、当該シーズに基づき、地域の繊維関連企業が

日常的に取り扱う繊維素材である糸や生地に対して、当

センターが保有する機器等を用いて、導電性を付与した

糸及び生地の試作を行った。 

３．２．１ 試作生地の作製 

２．３で示した方法で製作した試作生地の表面観察結

果を図５に示す。 

図５から、銀と思われる微細な粒子が隙間なく印捺で

きていることがわかる。一方で、ペースト部分における

表面の凹凸も確認できる。 

これは、今回実験に使用した銀粉末の粒子サイズが 45 

μm 以上と比較的大きいためであると考えている。今後、 

絶縁材 

印捺 

熱処理 
120℃ 
10 分 

導電性 
ペースト 
印捺 

熱処理 
120℃ 
20 分 

絶縁処理 導電性ペースト加工
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図２ シーズ１の概要紹介資料 

図３ シーズ２の概要紹介資料 

図４ シーズ３の概要紹介資料 

 

 

 

 

 

 

    図５ 試作生地の表面観察結果 

（左：生地の全体写真 右：ペースト部分拡大写真） 

技術移転等の中で試作を進める際は、銀粉末のサイズや

バインダーの種類は作製する製品に応じ、適宜変更する

必要があると考えられることから、目的に応じた導電性

ペーストのレシピ等の知見をさらに蓄積する必要があ

ると考えている。 

３．２．２ 試作糸の作製 

導電性ペーストをウーリーナイロン糸へ塗布する方

法を図６に示す。 

図６に示した導電性ペースト塗布用治具の中には、導

電性ペーストを満たしている。 

治具の上部から治具内に入ったウーリーナイロン糸

が、治具内で満たされた導電性ペースト内を通過するこ

とで当該ペーストが糸の周囲から付着する。治具の下部

は細くなっており、糸に過剰に付着した導電性ペースト     

1mm 
導電性 

ペースト部分 
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図６ 糸への導電性ペースト塗布方法 

をしごく役目をしている。下方から糸を引き出すと、

ウーリーナイロン糸の周囲に導電性ペーストが付与

できていることが目視で確認できた。 

本方法で得た試作糸の表面観察結果を図７に示す。 

    図７ 試作糸の表面観察結果 

（左：糸の全体写真 右：糸の拡大写真） 

図７から、銀と思われる微細な粒子がウーリーナイロ

ン糸の周囲を隙間なく覆っていることが確認できた。こ

れにより、図６に示した方法で導電性ペーストを比較的

均一に糸に塗布できたものと考えられる。 

３．２．３ 試作品の評価 

３．２．１及び３．２．２で製作した試作生地及び試

作糸それぞれについて、電気特性評価として、伸長時の

抵抗値を測定した。測定の状況を図８に示す。 

   図８ 伸長時の抵抗値測定の様子 

 図８に示したとおり、サンプルをセットした引張試

験機を 2 mm（サンプルに対するひずみは 10％に相当）

伸長した後、一定時間（10 分）経過した時の抵抗値を

マルチメータで計測し、これを繰り返した。これは、

伸長直後は、抵抗値が急激に上昇し、その後時間の経

過と共に抵抗値が低下し、約 10 分で安定する状況が

観測されたためである。 

この方法で試作生地における伸長時の抵抗値変化

を測定した結果を図９に示す。 

 

図９ 試作生地における伸長後 10 分経過時 

の抵抗値 

図９から、ひずみが 0～40％程度（伸長値 0～10 mm）    

では、ほとんど抵抗値に影響を及ぼさないことがわか

る。50％以上のひずみになると、ひずみの増加に伴い抵

抗値が直線的に増加する傾向が顕著になり、130％のひ

ずみまで同様の傾向が続くことがわかる。 

さらに、伸長を続け、ひずみが 140％（伸長値 28 mm）

の測定を試みる際、基材であるポリエステル生地ごと切

断した。 

一般的に、膝や肘をはじめとした皮膚の伸びは、50％

程度であると言われている 9）ことから、試作生地は、衣

料分野で利用できる可能性があることが認められる。 

以上を踏まえると、試作生地は、衣料品用途に適する

ひずみの範囲（0～40％）では、抵抗値がほぼ変動せず、

それ以上のひずみの範囲（50～130％）では、抵抗値が比

較的リニアに上昇する特性を有することが明らかにな

った。 

また、試作生地は先に述べたとおり、一定時間経過後

に抵抗値が安定する現象について、特徴的な特性を示し

た。その一例として、図 10 に 80％のひずみから 90％の

ひずみに生地を伸長した際、２分ごとに抵抗値の変化を

測定した結果を示す。 

試作生地に 80％のひずみを与えて定常状態であった

時点（グラフが実線になる時点）から 90％ひずみを与え

る状態（90％ひずみに伸長した時点。すなわち、90％ひ

ずみに伸長した時点からの経過時間が０分の時点）まで

伸長を行った。その後、90％のひずみを与えてから定常

状態（90％ひずみに伸長した時点からの経過時間が 10

分の時点）に到達するまでの間（10 分間）、抵抗値が時

間と共に変化していく状況を確認した。 

サンプル 

マルチメータ 

引張試験機 

500μm 
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90％ひずみに伸長した時点からの経過時間 

図 10 生地伸長試験時における過渡的現象例 

本事象のようにひずみ値を変化させた時、変化直後

の抵抗値が急上昇した後、徐々に低下し、安定した抵

抗値に至るような経過をたどることを過渡的現象と

言われている。 

図 10 では、ひずみを 80％から 90％に伸長した時の

経過を記載したが、今回の試験では、0～130％まで、

全てのひずみ値で過渡的現象が確認できた。このこと

から、試作生地を伸長した際の抵抗値は、一定時間経

過後は比較的リニアな特性を示すが、伸長した瞬間か

らは過渡的に変化することがわかった。このことか

ら、試作生地は本特性を利用することで、伸びにより

変光・変色するデバイスや、ひずみゲージに相当する

センサ等の新たなデバイスの可能性も示唆されたと

考えている。 

次に、試作糸における伸長後 10 分が経過した時の

抵抗値の測定結果を図 11 に示す。 

 

図 11 試作糸における伸長後 10 分経過時 

の抵抗値 

図 11 から試作糸は、試作生地と比べると初期抵抗

値（ひずみが 0％の時の抵抗値）が高いことがわかる。

初期抵抗値は、0.5 kΩ程度を示し、ひずみが 10％ま

で（伸長値 0～2 mm）であれば、1 kΩ程度であった

ものの、ひずみを 15％まで伸長すると抵抗値は 8 kΩ

を超える値を示した。さらに伸長を続けたが、ひずみ

が 20％（伸長値 4 mm）の測定を試みる際、基材であ

るウーリーナイロン糸は切断していないにも関わら

ず、電気的な破断が発生した。 

なお、試作糸においても、0～15％までの全てのひ

ずみ値で過渡的現象が確認された。 

企業等での活用を想定すると、試作糸の抵抗値を低

くすることやひずみに対する耐性を向上させること

が求められると考えられる。そのため、今後は、この

導電糸を数本撚り合わせるなどの検討を行い、抵抗値

の低下とひずみに対する耐性を向上させる必要があ

ると考えられる。 

 

４ おわりに 

大学等が有する学術シーズを調査し、スマートテキ

スタイル分野で求められる導電性等の電気的特性に

係る機能性付与に関して、地域の繊維関連企業が有す

る技術と当該シーズを結びつけるために、繊維企業向

けに学術シーズ概要紹介資料を作成した。 

さらに、特に地域繊維関連企業と具体的な取組に発

展することが期待できる学術シーズに関して、サンプ

ルの生地と糸を試作し、それらの電気特性評価を行っ

た。その結果、以下の知見を得た。 

（1）地域企業が比較的活用しやすいと考えられる学

術シーズとして３テーマを選定し、学術シーズ

概要紹介資料を作成した。 

（2）群馬大学の「高伸縮導電性ペーストを用いたウ 

   ェアラブルデバイス」の学術シーズに基づき、 

   当センターで保有している装置等を用いて、導 

   電性を有するサンプル（試作生地及び試作糸）   

   の製作を行った。 

（3）サンプルの性能評価として、電気特性評価を実

施した結果、試作生地については 130％のひず

みを与えた時でさえ、高い導電性を維持するこ

とを示した。また、試作糸は 15％のひずみまで

は導電性を維持することを確認した。 

(4) 試作品（試作生地及び試作糸）はいずれも導体

としての性能を有するだけでなく、伸長に応じ

て、リニアに抵抗値が変化する特性や、伸長時

の抵抗値が過渡的現象を示すという特性を有

しており、配線だけでなく、センサ等への活用

が期待できることを確認した。 
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経常研究 
 

プラスチックの水平リサイクルに関する調査研究 
 

八丁 佳功*  伊藤 繁則* 

 

Investigative Study on Horizontal Recycling Processes for Plastics 

HATCHO Yoshinaru and ITO Shigenori 

 

本研究では、ポリスチレン（PS）及びポリカーボネート（PC）の水平リサイクル実現を目的として、

樹脂の繰り返し成形試験によって得られた成形品について、機械的物性評価、赤外線分光分析による構

造評価及び動的粘弾性評価を行い樹脂の劣化要因を解析した。その結果、PC と PS では繰り返し成形に

よる劣化挙動が異なることが明らかとなった。PSについては、分子量の低下及び分子鎖の絡み合いの減

少が主な劣化要因であることが示された。一方、PCのリサイクル成形品では、繰り返し成形による物性

や動的粘弾性に大きな変化は認められず、繰り返し成形による分子構造の変化がほとんど生じないこと

が示唆された。 

Key words: 水平リサイクル、射出成形、繰り返し成形、レオロジー、動的粘弾性 

 

１ はじめに 

プラスチックのリサイクルには、主にマテリアルリサ

イクル、ケミカルリサイクル及びサーマルリサイクルの

３つが挙げられる。このうち、マテリアルリサイクルは

資源循環の観点から特に有効とされており、その普及が

期待されている。マテリアルリサイクルの中で、使用済

みプラスチック製品を原料に用いて、同種の製品を製造

することを「水平リサイクル」と呼んでいる。飲料用ペ

ットボトルに使われているポリエチレンテレフタレー

ト（PET）が代表的な事例であるが、他のプラスチックで

は普及が進んでいない。 

プラスチック成形加工業界では、製造工程内で発生す

る端材などを成形原料の一部として再利用するリサイ

クルが広く行われている。こうした中、リサイクル率向

上や製造コスト削減を目的とし、ポリスチレン（PS）や

ポリカーボネート（PC）製の自社製品を市場から回収し

て再利用する水平リサイクルを目指している企業があ

る。 

本研究では、このような企業ニーズに応えるため、PS

及び PC について繰り返し成形試験を行い、作製した成

形品について、機械的物性評価、赤外線分光分析による

構造評価、及び動的粘弾性評価を行うことで、水平リサ

イクル技術の確立に向けた検討を行った。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 樹脂の成形繰り返し試験 

樹脂材料に PS 及び PC を使用し、射出成形機（日精樹

脂工業(株)製、NEX 80Ⅳ-9EG）により射出成形した。得

られた成形品を粉砕した後、再度射出成形する工程を繰

り返し行った。なお、PC のリサイクル成形を行う際は、

使用する材料を事前に箱形乾燥機（(株)松井製作所製

PO-50SH-J）で 120℃、４時間予備乾燥させてから成形し

た。また、射出速度は全ての成形において 10 mm/s とし

た。 

２．２ 成形品の機械的物性評価 

 PC 及び PS のバージン材と成形品粉砕材のメルトマス

フローレイト（MFR）は、JIS K 7210-1：1999 に準拠し、

メルトインデクサー（宝工業(株)製、L-207）を用いて測

定した。試験条件は、PS については試験温度 200℃、試

験荷重 5.0 kg、 PC については試験温度 300℃、試験荷

重 1.2 kg とした。 

射出成形により得られた PS及び PCの成形品をゲート

カットして JIS K7139：2009 のダンベル形引張試験片タ

イプ A1 を作製した。また、PS のダンベル形引張試験片

の一部を樹脂試験片ノッチ加工機（(株)安田精機製作所

製、No.189-PNCA）を用いて加工し、曲げ試験用の短冊形

試験片とシャルピー衝撃試験用 2 mm 深さノッチ入り短

冊形試験片を作製した。なお、PC のシャルピー衝撃試験

用の短冊形試験片は JIS K6719-2:2011 により、ノッチ

を入れずに作製した。 

 作製した PS及び PC成形品のダンベル形引張試験片の

引張強さ、弾性率は、JIS K 7161-1：2014 により万能材

料試験機（50 kN）（(株)島津製作所製、AG-50kN-XV（特*   栃木県産業技術センター県南技術支援センター 
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型））を用いて測定した。PS 成形品について試験速度

v1=1 mm/min、v2=5 mm/min で、PC 成形品について試験速

度 v1=1 mm/min、v2=50 mm/min とした。PS 及び PC 成形

品の引張弾性率の測定には接触式伸び計（(株)島津製作

所製 SSG50-10SH、標線間距離 50 mm）を用いた。短冊形

試験片の曲げ強さ、弾性率は PS 及び PC 成形品ともに、

JIS K 7171：2016 により万能材料試験機（50 kN）を用

いて、支点間距離 64 mm、試験速度 2 mm/min で測定し

た。曲げ弾性率の測定には、たわみ測定装置（(株)島津

製作所製、３点曲げ試験用たわみ測定装置）を用いた。

シャルピー衝撃強さは、JIS K 7111-1:2012 により衝撃

試験機（(株)東洋精機製作所製、IT）を用いた。PS 成形

品はノッチ有り短冊試験片を 2 J ハンマーで、PC 成形

品はノッチ無し短冊試験片を 15 J ハンマーで試験した。 

２．３ 成形品の解析 

２．３．１ 成形品の赤外線分光分析 

 PS 及び PC 成形品について、フーリエ変換赤外分光光

度計（日本分光(株)製、FT/IR-4600）を用いて、赤外線

吸収スペクトルを測定し、分子構造解析を行った。 

２．３．２ 成形品の分光測色 

 PS 及び PC 成形品の分光測色は、測色システム（コニ

カミノルタ(株)製、CM-3700d）を用いて、光源 D65、測

定径 8 mm、視野 10 度、正反射込み（SCI）方式で測定し

た。 

２．３．３ 成形品の動的粘弾性測定 

 PS 及び PC 成形品の動的粘弾性は、ツインドライブ型

レオメータ（Anton Paar 社製、MCR702-Tg）を用いて、

せん断ひずみ 10%、角周波数 0.1～100 rad/s における

粘弾性を測定した。樹脂ペレット及び樹脂成形品の粉砕

材を用いて、圧縮成形機により、直径 25 mm、厚さ 1 mm

の円形サンプルを作製し、それを測定用試料として用い

た。なお、PS は 180℃、200℃、220℃の温度条件下で、

PC は 280℃、290℃、300℃の温度条件下で測定した。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ 樹脂の成形繰り返し試験 

 PS 及び PC を用いて射出成形した後にそれぞれの成形

品を粉砕し、再度射出成形する試験を繰り返し行った。

PS および PC の繰り返し成形における射出成形条件を表

１に示す。バージン PS 及びバージン PC 並びにリサイク

ル成形品は、表１の条件でいずれも外観不良なく射出成

形することができた。 

 

 

 

 

表１ 各種材料の射出成形条件 

 

３．２ 成形品の機械的物性評価 

バージン PS 及びリサイクル成形品（PS R1～PS R4）

の MFR 測定結果と物性評価の結果を図１に示す。バージ

ン PS と比較して、リサイクル成形品の MFR 値は高くな

っており、特に PS R4 はバージン PS の２倍の MFR 値と

なり、リサイクル成形による流動性の増加がみられた。

シャルピー衝撃強さは、バージン PS と比較し、リサイ

クル成形品が低下する結果となった。MFR 値がリサイク

ル成形品で増加している結果を考慮すると、リサイクル

成形による分子量の低下により衝撃強さの値が低下し

たと推察される。一方、引張強さ、引張弾性率、曲げ強

さ、曲げ弾性率については、バージン PS と比較し、リ

サイクル品 PS R1～PS R4 はほとんど変わらなかった。 

 同様に、バージン PC、リサイクル成形品（PC R1～PC 

R4）の MFR 測定結果と物性評価の結果を図２に示す。PC

のリサイクル成形品の MFR 値は、バージン PC と比較し

てわずかに増加していた。一方、引張強さ等の物性値は、

バージン PC と比較しても、顕著な変化は確認されなか

った。 

 

図１ PS 成形品の物性試験結果 

材料
成形温度
（℃）

シリンダー
回転数（rpm）

金型温度
（℃）

保圧
(MPa)

保圧時間
（s）

PSバージン 34.8 15

PSリサイクル1回（PS R1） 35 15

PSリサイクル2回（PS R2） 32.6 15

PSリサイクル3回（PS R3） 36.5 15

PSリサイクル4回（PS R4） 36 20

PCバージン 55.9 15

PCリサイクル1回（PC R1） 54.6 10

PCリサイクル2回（PC R2） 54.7 15

PCリサイクル3回（PC R3） 46.2 20

PCリサイクル4回（PC R4） 47 20
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図２ PC 成形品の物性試験結果 

３．３ 成形品の解析 

３．３．１ 成形品の赤外線分光分析 

 試作した成形品について、分子構造の差異を確認する

ため、赤外線分光分析を行った結果を図３に示す。この

結果から、PS 及び PC の赤外線吸収スペクトルについて、

バージン材とリサイクル成形品で同様のピークが確認

され、リサイクル成形品とバージン材との間に顕著な構

造的な差異は認められず、リサイクル成形品については

化学劣化や構造変化は生じていないと推察される。 

 

 a) 

 

 b) 

 
図３ 成形品の赤外線吸収スペクトル 

a) PS 成形品、b) PC 成形品 

 

３．３．２ 成形品の分光測色 

試作した全ての成形品について分光測色を行った。PC

成形品及び PS 成形品の分光測色の結果を図４及び図５

に示す。PC 成形品で、リサイクルの回数の増加に伴い、

b*値（正の値が大きいほど黄色が強い）も増加しており、

リサイクル成形品の黄変化が進んでいることが分かっ

た。PC は酸化劣化に対して安定な構造を有しているが、

加水分解するとビスフェノール A が生成し、PC の熱変

色の主因とされる発色団を生成することが知られてい

る 1)。すなわち、繰り返し成形により樹脂の再溶融と冷

却が繰り返されて分子鎖中の加水分解が進行し、発色団

が生成したことで黄変化が進行したと推察される。 

また、PC は機械的物性がほとんど変化しない程度のわ

ずかな構造変化でも、変色し易い材料である。本研究に

おいても、測色結果に変化が見られた一方で PC の機械

的物性の低下がほとんど確認されなかったことから、繰

り返し成形によって PC の構造変化が物性に影響を及ぼ

すほど大きく進行していないと考えられる。 

一方、PC と比較して変色しにくい PS では、測色の変

化は小さく、機械的物性にもほとんど変化は認められな

かった。 

 

図４ PC 成形品の分光測色結果 

 

図５ PS 成形品の分光測色結果 
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３．３．３ 成形品の動的粘弾性測定 

バージン PS 及び PS R4 について、ツインドライブ型

レオメータによる動的粘弾性測定を行った。各温度

（180℃、200℃、220℃）における測定結果を時間-温度

換算則 2)（以下、TTS）により合成したマスターカーブを

図６に示す。両試料とも角周波数の増加に伴い、貯蔵弾

性率（G′）及び損失弾性率（G″）は単調に増加した。

低周波数域では G″が G′を上回り、粘性支配の挙動を

示す一方、高周波数域では G′が増大し、弾性寄与が顕

著となった。全周波数域において、リサイクル PS の G′

および G″はバージン PS と比較して低い値を示した。

特に低～中周波数域において G′の低下が顕著であっ

た。一般的に、溶融高分子の貯蔵弾性率および損失弾性

率は分子量及び絡み合い密度に強く依存する。本研究に

おいてリサイクル PS の G′及び G″がバージン PS より

低い値を示したことは、繰り返し成形における熱及びせ

ん断履歴により分子鎖切断が生じ、平均分子量及び分子

鎖の絡み合いが低下したことを示唆している。この分子

鎖切断が溶融状態における流動性の増加の要因となり、

MFR 値（図１）が増加したことに寄与している。 

 さらに、繰り返し成形による PS の分子構造変化を確

かめるため、粘弾性測定データを用いて van Gurp–

Palmen（以下、vGP）プロットを作成した。図７に示す vGP

プロットにおいて、バージン PS 及び PS R4 はほぼ同一

の曲線上に分布した。一般に、vGP プロットの形状変化

は長鎖分岐の形成や分子量分布の変化を反映すること

が知られている 3)。したがって、リサイクル工程におい

ては、新たな分岐構造の形成や分子量分布の著しい変化

は生じていないと判断できる。図６に示した粘弾性の低

下は、機械的特性に顕著な変化が生じない範囲（図１）

であっても、動的粘弾性測定により微小な劣化を明確に

捉え得ることを示している。また、赤外分光測定では繰

り返し成形によるスペクトル変化はほとんど認められ

なかった一方、動的粘弾性測定では構造変化を高感度で

検出できた。 

一方、PC は PS と異なる動的粘弾性挙動を示した。各

温度（280℃、290℃、300℃）において傾向は同様であり、

代表として図８に 290℃におけるバージン PC 及びリサ

イクル成形品 PC R4 の結果を示す。G′及び G″ともに

角波数の増加に伴い単調に増加した。しかし、PS でみら

れたような G′と G″のクロスオーバーは認められず、

測定した周波数全域で G″（粘性）> G′（弾性）であっ

た。この粘性優勢の挙動は、MFR が比較的高値を示し（図

２）、溶融状態での流動性が高いことと整合している。

さらに、バージン PC と PC R4 の G′及び G″に有意な差

は認められず、繰り返し成形による分子構造の顕著な変

化は生じていないと考えられる。この結果は、MFR、機械

的特性、ならびに赤外線吸収スペクトルにおいても差が

ほとんど認められなかった結果と一致する。 

なお、PS では測定結果を TTS によりマスターカーブ

（図６）が作成できた一方、PC では TTS が成立せずマス

ターカーブは得られなかった。PC の G′と G″角周波数

の増加に対して単調に増加するものの、角周波数 1～10 

rad/s 付近でわずかに屈曲が認められる曲線となってい

る。これは熱レオロジー単純性が満たされないことを示

唆し、微量添加剤やわずかな構造の差異などが要因とし

て考えられるが、他の評価法や材料の作製状況など種々

の検討が必要である。 

 

 

図６ バージン PS 及び PS R4 の動的粘弾性 

 

 

図７ バージン PS 及び PS R4 の van Gurp–Palmen プロ

ット 

 



栃木県産業技術センター 研究報告 No.23 (2026)  

- 62 - 
 

 

図８ バージン PC 及び PC R4 の動的粘弾性 

 

４ おわりに 

 PS 及び PC の繰り返し成形と成形の評価解析により以

下の知見が得られた。 

（1）PS のリサイクル成形品では、繰り返し成形に伴う

溶融粘度及びシャルピー衝撃強さの低下が確認さ

れ、動的粘弾性測定においても粘弾性の低下が認

められた。これらの結果から、主な劣化要因は分子

量の低下及び分子鎖の絡み合いの減少であること

が明らかとなった。 

（2）PC のリサイクル成形品については、繰り返し成形

による機械的物性に顕著な変化が認められず、バ

ージン材との比較で動的粘弾性にも大きな差が確

認されなかった。これらの結果より、PC は繰り返

し成形による分子構造の変化がほとんど生じない

ことが示唆された。 
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経常研究 
 

超音波振動を援用したチタン合金の MQL エンドミル加工に関する研究 
 

近藤 弘康*  山下 健介* 

 

Study on Ultrasonic Vibration-Assisted MQL End Milling of Titanium Alloys 

KONDO Hiroyasu and YAMASHITA Kensuke 

 

チタン合金のMQL加工において工具寿命延長効果が得られるエンドミルとノズルの距離を延長するため、

工具刃先と被削材切削面の摩擦抵抗を低減できる超音波振動に着目し、超音波振動が切削力や凝着の除去に

与える影響を調査した。超音波振動を付与した際に工具と被削材が連続接触する条件で圧延 64 チタンの側

面切削における主分力を評価した結果、超音波振動の有無で切削力の値に顕著な差は見られなかった。一方、

切削力に微振動が見られ、その振動周期は超音波振動の周波数と一致した。また、MQL の工具寿命延長効果

が損なわれるノズル距離で工具すくい面の凝着を比較した結果、超音波振動の付与で凝着が低減した。 

Key words: 超音波振動、エンドミル加工、チタン合金、切削力、凝着 

 

１ はじめに 

ボーイング 787、エアバス 350 等の新型航空機では、

機体の軽量化等を目的とした CFRP の利用増に伴い、熱

膨張率や電蝕の問題から CFRP と接する金属部材にチタ

ン合金が多用されている。 

チタン合金は熱伝導率が小さく、切削時の刃先温度が

高温になる等の要因のため工具寿命が著しく短く、部品

製造コストの工具費の割合が高くなっており、工具の長

寿命化によるコスト低減が求められている。 

工具の長寿命化のため、微量の切削油剤を圧縮空気と

ともにオイルミストとして供給する MQL（Minimal 

Quantity Lubrication）加工をチタン合金に用いたとこ

ろ、加工機の差異に関係なく、従来用いられている高圧

クーラントに比べて 10 倍以上の工具寿命が得られた 1）。

また、エアブロー衝撃力評価手法を用いてノズル形状等

を選定し、エンドミルとノズルの距離（以下、ノズル距

離）が 120 mm においても工具寿命延長効果が得られる

MQL 供給システムの開発を実現した 2）。 

これらの成果は加工現場に適用を進めているものの、

現場の作業性向上や更なる大型部品への適用のため、更

なるノズル距離延長のニーズがある。 

チタン合金のMQL加工は刃先に発生する凝着をエアブ

ローで除去することで工具の長寿命化を実現している

と考えられる 3）。そのため、刃先の摩擦係数を低減し凝

着の結合を抑制することで、ノズル距離が大きくエアブ

ロー衝撃力の小さい条件においても凝着を除去し、工具

寿命延長効果を得ることが期待できる。 

そこで本研究では、工具刃先と被削材切削面の摩擦抵

抗を低減できる超音波振動に着目し、超音波振動が切削

力や凝着の除去に与える影響を調査した。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 超音波振動条件が側面切削に与える影響の調査 

２．１．１ 超音波スピンドルの振動振幅の評価 

超音波切削加工は切削抵抗の低減や加工面品質の向

上などの効果が知られており、脆性材料や難削材等の加

工に多くの事例が報告されている。超音波振動条件のう

ち、振動周波数と振動振幅は工具振動の瞬間最大速度□□
を決定するパラメータであり、切削速度□よりも□□が大

きい場合、工具刃先は加工物から瞬間的に離れるが、□
よりも□□が小さい場合、工具刃先は加工物と連続接触す

ることが知られている 4）。 

そこで、本研究で使用する超音波スピンドル（アリュ

ーズ DUS シリーズ）の切削状態を把握するため、レーザ

ードップラー振動計（Polytec NLV-2500-2）を用いて、

加工段取りにおける工具の軸方向振動の振動振幅の測

定を行った（図１）。 

なお、当超音波スピンドルは、工具長・材質等から決

定される工具の共振周波数を 18-40 kHz の周波数範囲で

自動調整するため、安定して共振がなされた 26 kHz を

振動周波数とし、超音波スピンドルに供給する高周波電

気出力を装置最大で設定した。また、工具は径 4 mm、１

枚刃の超硬エンドミルを用い、突き出し長さ 20 mm で評

価を行った。なお、当工具は工具振れの影響を抑えるた

め、２枚刃の工具から１枚刃を削り取ったものである。 *   栃木県産業技術センター 機械電子技術部 
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図１ 超音波スピンドル軸方向振動測定段取り 

 

２．１．２ 側面切削試験 

超音波振動の有無がチタン合金のMQL加工における切

削力や加工面性状に与える影響を評価するため、加工現

場におけるチタン合金の仕上げ加工に相当する表１の

条件で５軸マシニングセンタ（DMG 森精機 DMF180）に取

り付けた超音波スピンドルを用いて、64 チタン圧延材

（AMS4911）の切削試験を実施した（図２、３）。 

なお、切削力は切削抵抗測定装置（日本キスラー 

9257B）を用いて測定し、加工面の表面粗さは非接触表面

粗さ測定機（Taylor Hobson CCI-MP）を用いて測定した。 

 

 

図２ 側面切削試験段取り 

 

 

図３ 側面切削試験段取り（拡大） 

表１ 側面切削試験条件 

工具 径 4 mm 

形状 ラジアスエンドミル 

コーティング TiAlN 

母材 超硬 

刃数 １枚刃 

切削条件 切削速度 50 m/min 

１刃送り 0.1 mm/tooth 

軸方向切込み 3.2 mm 

半径方向切込み 0.1 mm 

超音波条件 超音波振動 あり なし 

振動周波数 26 kHz － 

電気出力 装置最大 － 

MQL条件 ノズル距離 50 mm 

ノズル角度 30° 

ノズル口径 2 mm 

エアー入力圧 0.7 MPa 

エアー流量 145 L/min 

油供給量 30 ml/h 

使用油 BLUEBE LB-1 

 

２．２ ノズル距離が凝着に与える影響の調査 

超音波振動により工具刃先と被削材切削面の摩擦抵

抗が変化する場合、刃先への凝着の付着に差が生じると

考え、表２のとおり、超音波振動ありはノズル距離 150 

mm、超音波振動なしはノズル距離 120 mm、150 mm の２

条件で 64 チタン圧延材（AMS4911）の切削試験を行った。

なお、工具、切削条件は表１の条件を用いた。 

また、工具は条件毎に新品工具を用い、繰り返し５回

側面切削を実施した後、走査型電子顕微鏡（日立ハイテ

ク SU3800）を用いて工具のすくい面における凝着の観

察を行った。 

 

表２ 凝着確認試験条件 

超音波 

条件 

超音波振動 あり なし 

振動周波数 26 kHz － 

電気出力 装置最大 － 

MQL 

条件 

ノズル距離 150 mm 120, 150 mm 

ノズル角度 30° 

ノズル口径 2 mm 

エアー入力圧 0.7 MPa 

エアー流量 145 L/min 

油供給量 30 ml/h 

使用油 BLUEBE LB-1 
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３ 結果及び考察 

３．１ 超音波振動条件が側面切削に与える影響の調査 

３．１．１ 超音波スピンドルの振動振幅の評価 

レーザードップラー振動計で測定した振動速度を図

４に示す。振動周波数が一定の場合、変位は速度÷2□□
（□:振動周波数）の関係が知られているため、速度振幅

のピーク平均から算出した振動振幅 A は 0.68 µm と算出

できる。また、文献 5)で示された工具振動の瞬間最大速

度□□の算出式(1)を用いると、6.7 m/min よりも大きい切

削速度の場合、工具刃先は加工物と連続接触すると考え

られる。 

□□ = 2□□□  (1) 

 

図４ 振動速度測定結果 

 

３．１．２ 側面切削試験 

主分力（X 方向）の切削力測定結果を図５に示す。１

切込み毎のピーク平均（n=6）を比較すると、超音波振動

ありは 39.46 N、超音波振動なしは 39.55 N であり、顕

著な差は見られなかった。 

次に同試験の１切込みの切削力主分力を図６、FFT に

よる周波数スペクトルを図７に示す。超音波振動ありは

切削力に微振動が見られ、周波数スペクトルに超音波ス

ピンドルの振動周波数である 26 kHz にピークが見られ

る。これは試験条件の切削速度は 50 m/min であり、工

具振動の瞬間最大速度 6.7 m/min よりも大きいため、工

具刃先は加工物と連続接触している一方、超音波振動に

より切削速度が変動することから、この結果が得られた

ものと考えられる。また、表面粗さは、超音波振動あり

は Rz 1.87 µm、Ra 0.25 µm に対し、超音波振動なしは

Rz 1.84 µm、Ra 0.25 µm であり、ほぼ同程度であった。 

 

図５ 切削力主分力 

（左：超音波振動あり、右：超音波振動なし） 

 

図６ １切込みの切削力主分力 

（左：超音波振動あり、右：超音波振動なし） 

 

 

図７ 周波数スペクトル 

（左：超音波振動あり、右：超音波振動なし） 

 

３．２ ノズル距離が凝着に与える影響の調査 

図８～10 に各条件の工具すくい面の観察結果を示す。

超音波振動なしのノズル距離 120 mm（図８）と 150 mm

（図９）を比較すると、ノズル距離 120 mm では凝着が

見られないものの、ノズル距離 150 mm では広い範囲で

刃先に凝着が見られる。これはノズル距離が大きくなる

ことで MQL のエアブロー衝撃力が小さくなり、切削時に

刃先に発生した凝着を除去しきれず、刃先に残存したも

のと考えられる。これは、過去の研究 2）において、超音

波振動なしの場合、ノズル距離 120 mm は長寿命である

一方、ノズル距離 150 mm は短寿命であることから、MQL

の工具寿命延長効果は刃先の凝着の有無と関連がある

ことを裏付ける結果と言える。 

一方、超音波振動ありのノズル距離 150 mm（図 10）

は、超音波振動なしと異なり、凝着は見られなかった。

これは、超音波振動により、工具刃先と被削材切削面の

摩擦抵抗が低減し、小さいエアブロー衝撃力でも刃先に

発生した凝着を除去できた可能性が考えられる。そのた

め、当条件で工具摩耗試験を行う場合、超音波振動なし

で工具寿命延長効果が損なわれるノズル距離 150 mm に

おいても超音波振動によって刃先の凝着を低減し、工具

の長寿命化が期待できる。 
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図８ すくい面観察結果（超音波振動なし、120 mm） 

 

 

図９ すくい面観察結果（超音波振動なし、150 mm） 

 

４ おわりに 

 本研究では、圧延 64 チタン合金の MQL エンドミル加

工において超音波振動が切削力や凝着の除去に与える

影響を調査し、以下の知見を得た。 

（1）本研究で用いた超音波スピンドルの変位振幅は約 

0.68 µm と小さいため、実施した切削条件（Vc 

50m/min）では工具と被削材が連続接触する。 

（2）側面切削における主分力を評価した結果、超音波

振動の有無で切削力の大きさに顕著な差は見られ 

 

図 10 すくい面観察結果（超音波振動あり、150 mm） 

 

なかった。一方、切削力に微振動が見られ、超音波

振動の周波数と一致した。 

（3）MQL の工具寿命延長効果が損なわれるノズル距離

150 mm において工具すくい面における凝着を比較

した結果、超音波振動の付与で凝着が低減した。 
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経常研究 
 

トロコイド加工による切削加工の生産性向上に関する研究 
 

荒井 辰也*  近藤 弘康*  水掫 文剛* 

 

Research on Productivity Improvement in Trochoidal Milling 

ARAI Tatsuya, KONDO Hiroyasu and MONDORI Bungo 

 

トロコイド加工における条件設定の知見蓄積を目的として、工具径や切削条件が切削力に与える影響を調

査するとともに、生産性向上の効果について検証を行った。その結果、溝幅に対して工具径が大きいと切削

力変動が生じて工具寿命が低下するおそれがあることや、半径方向切込みに比べて１刃送り量や切削速度の

増加が切削力変動に与える影響は小さいことが分かった。また、工具摩耗試験を行うことで、通常加工に比

べてトロコイド加工は工具寿命が長く、単位時間当たりの加工効率が良いことを実証し、生産性の高い加工

が可能となることを示した。 

Key words: トロコイド加工、切削力、工具寿命、加工効率、高生産性 

 

１ はじめに 

切削加工を行う中小企業は、国内外における価格競争

のため、生産性向上や製造コストの低減が求められてい

る。中でも、荒加工工程では、金属板等の材料から部品

形状の概形を削り出すため除去量が多く、加工時間が長

く工具の損傷が大きいことから、加工時間の低減や工具

寿命の増大による加工コストの削減効果が大きく、これ

らを実現する高効率な加工方法が必要とされている。 

高効率かつ工具寿命の長い加工を行うための加工法

の１種として、トロコイド加工が挙げられる。トロコイ

ド加工とは、円周軌道と直線運動を組み合わせた円弧状

の軌跡で加工する方法で、狭い領域であっても工具の負

荷を抑えながら、生産性の高い加工を行うことができる

と注目されている。 

本加工法は、加工事例の紹介 1）や工具寿命評価 2）.3）

といった取組はなされているものの、溝幅に対する工具

径や切削条件の選定方法に関する情報は少ない。現場で

適用するには、加工法の特徴を活かし、十分に効果を発

揮するための条件設定に関わるノウハウの蓄積を必要

とする。 

そこで本研究では、トロコイド加工の条件設定の知見

蓄積を目的として工具径や切削条件が切削力に与える

影響を調査するとともに、工具摩耗試験を行うことで生

産性向上の効果について検証を行った。 

 

 

 

２ 研究の方法 

２．１ 加工条件が工具負荷に与える影響 

２．１．１ 加工する溝幅の検討  

溝形状を対象とするトロコイド加工において、溝幅に

対する工具の選定方法を調査するため、溝幅と工具径の

組み合わせによる加工実験を行った。加工機は５軸マシ

ニングセンタ（DMG 森精機 DMF180）を用いて、図１に示

すとおり被削材（S50C）を切削抵抗測定装置（日本キス

ラー 9265B）上に固定して加工した。 

工具は径 10 mm、8 mm、6 mm の３種の超硬スクエアエ

ンドミル（ミスミ TSC-HEM4R10, TSC-HEM4R8, TSC-

HEM4R6）を用いた。加工時の工具経路を図２に示す。溝

幅に対して工具径が大きくなると、円弧部の加工におい

て１切込みの接触長さが大きくなり、予期せぬ振動が発

生する恐れがある。一方、工具径が小さいと、剛性不足

による工具破損の恐れがあるため、溝幅に対する工具径 

 

図１ 実験段取り 

 *   栃木県産業技術センター 機械電子技術部 
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の影響を調査する必要がある。そこで、加工円弧と工具

中心軌跡の径の比を円弧比とし、円弧比が 0.25、0.33、

0.50、0.67 となるように工具径ごとに４種類の溝幅を設

定した。溝幅条件を表１に示す。 

切削条件は側面切削のメーカー推奨条件と同値とし、

軸方向切込みは工具径の 1.5 倍、半径方向切込みは工具

径の 0.1 倍とした（表２）。なお、円弧内側切削の場合、

加工円弧の方が工具中心軌跡よりも経路が長くなるこ

とから、工具外径の送り速度は工具中心の送り速度より

も大きくなる。そのため、送り速度に円弧比を乗じ、工

具外径の送り速度が表２の値となるよう補正を行った。

以後、トロコイド加工において、送り速度は補正後の工

具中心の値で表し、１刃送り量は工具外径における値で

表す。 

２．１．２ 切削条件の検討 

生産性向上を目的として単位時間当たりの切りく

ず排出量を増加する際、１刃送り量 fz、切削速度 Vc、

半径方向切込み ae の各条件が切削力に与える影響を

把握する必要がある。そこで各条件を基準からそれ

ぞれ 0.6 倍、1.4 倍に変更し加工試験を行った。溝幅

は 30 mm とし、基準条件は前項の工具径 10 mm 、円

弧比 0.67 の条件とした。各切削条件を表３に示す。

なお、実験段取りは図１と同様とした。 

 

図２ 被削材と工具の経路 

 

表１ 溝幅条件 

 

表２ 切削条件 

２．２ 工具摩耗試験 

２．２．１ 通常加工との比較 

幅 30 mm、長さ 100 mm、深さ 15 mm の溝を加工形

状として、トロコイド加工と通常加工での工具摩耗

試験を行った。試験段取りは図３のとおりとし、摩耗

試験用被削材で溝を１つ加工するごとに USB カメラ

で刃先を観察し、切削抵抗測定装置（日本キスラー 

9265B）を用いて切削力を測定した。なお、溝は１条

件につき４回加工した。 

通常加工のパスは ap3 mm の溝加工を２回（溝両端）

行った後、残りの 10 mm は ae4 mm２回と ae2 mm１回

の肩削り加工により除去し、これを１セットとして

深さ方向に５セット行うことにより、１つの溝を加

工した（図４）。 

 

表３ 切削条件 

 

 

 
図３ 工具摩耗試験段取り 

 

図４ 通常加工のパス 

ae1.4倍ae0.6倍Vc1.4倍Vc0.6倍fz1.4倍fz0.6倍基準

10010014060100100100
切削速度
Vc [m/min]

15151515151515
軸方向切込み
ap [mm]

1.40.61.01.01.01.01.0
半径方向切込み
ae [mm]

3,2003,2004,4801,9203,2003,2003,200
回転数
n [rev/min]

7607601,0644561,064456760
送り速度
Vf [m/min]

0.090.090.090.090.120.050.09
１刃送り量
fz [mm/tooth]

工具中心軌跡

加工円弧

被削材

工具

6810
工具径
D

18129824161210.730201513.3
溝幅(加工円弧径)
H

1263216842.7201053.3
工具中心軌跡径
H-D

0.670.500.330.250.670.500.330.250.670.500.330.25
円弧比
(H-D)/H

30

4 4 2

10 10

①溝加工を2回

②ae4 mm で2回、ae2 mmで1回

①②をap3 mmで5セット

6810工具径 [mm]

100100100切削速度 Vc [m/min]

91215軸方向切込み ap [mm]

0.60.81.0半径方向切込み ae [mm]

5,3004,0003,200回転数 n [rpm]

1,1701,1601,140送り速度 Vf [m/min] (補正前)

0.070.080.09１刃送り量 fz [mm/tooth]
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各切削条件を表４に示す。トロコイド加工は基準条件

とした。通常加工の条件は、単位時間当たりの切りくず

排出量 Q(ap×ae×Vf/1000 cm3/min)をトロコイド加工と

等しくするため、送り速度を 380 mm/min（条件１）とし

たが、加工時の音が激しく、加工面の凹凸が著しかった

ため、送り速度を 190 mm/min（条件２）とした。また、

切削力は、切削力測定用被削材を表５に示す切削条件で

肩削り加工して測定し、主分力の１刃切込みごとの最大

値の平均値を算出した。トロコイド加工と通常加工では 

 

表４ 工具摩耗試験切削条件 

 

表５ 切削力測定時の切削条件 

apが異なることから、結果は摩耗試験開始前の各値で徐

し、変化率の比較を行った。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ 加工条件が工具負荷に与える影響 

３．１．１ 加工する溝幅の検討 

トロコイド加工を１回行った際の切削力波形を図５

に示す。なお、工具が円弧を描くため、XY 平面上で主分

力と送り分力の方向が変化していくことから、X 方向及

び Y 方向の切削力の合力を算出した。 

工具径 10 mm、8 mm の円弧比が小さい条件において、

波形が大きく変動する様子が見られた。この特徴につい

て調査するため、周波数解析を行った。 

切削力波形を FFT 解析した結果の例を図６に示す。切

削力変動が見られる工具径 10 mm、円弧比 0.33 の条件

においては、2,000 Hz 付近に大きなピークが見られる

ため、切削力変動の原因であることが推察される。そこ

で、工具の刃が被削材と接触する周波数（強制振動周波

数）より高い周波数を、切削力変動に伴う振動周波数と

考え、周波数帯域により波形の分離を行った。 

具体的には、工具回転数[rev/s]に刃数:４を乗じて強

制振動周波数を算出し、[強制振動周波数 + 10 Hz]より

も高い周波数成分のみを抜き出して逆 FFT 処理するこ

とで波形を求めた（図７）。得られた波形データから、

１刃切込みごとに振幅（最大値-最小値)を求め、それら

の最大値：Amaxを算出した（図８）。 

 図６及び図７から、切削力変動を強制振動周波数以上

で分離できることが分かる。加えて、図８においては、

図５の切削力波形で変動が見られた条件（工具径 10 mm、 

8 mm における円弧比 0.25 及び 0.33）において値が高い

ことから、Amax により切削力の変動の大きさを比較でき

ると考えられる。 

図５ 切削力波形 

通常加工条件トロコイド
加工条件 条件2条件1

100100100
切削速度
Vc [m/min]
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軸方向切込み
ap [mm]
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半径方向切込み
ae [mm]
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回転数
n [rev/min]

190380760
送り速度
Vf [m/min]

0.020.030.09
１刃送り量
fz [mm/tooth]

5.711.411.4
単位時間当たりの
切りくず排出量
Q [cm3/min]

100
切削速度
Vc [m/min]

トロコイド加工：15
通常加工： 3.0

軸方向切込み
ap [mm]

1.0
半径方向切込み
ae [mm]

3,200
回転数
n [rev/min]

1,140
送り速度
Vf [m/min]

0.09
１刃送り量
fz [mm/tooth]
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(a) 工具径10 mm、円弧比0.33 

(b) 工具径10 mm、円弧比0.5 

図６ 生波形とFFT結果 

 

(a) 工具径10 mm、    (b) 工具径10 mm、 

円弧比0.33        円弧比0.5 

図７ 強制振動周波数以上の周波数を逆FFTした波形 

 

切削力の変動は工具に負荷を与え、工具寿命に影響を

及ぼすことが危惧されることから、この値が高くならな

い範囲で条件設定を行うことが望ましい。本実験におい

ては、工具径が 8 mm よりも大きい場合、円弧比が 0.5

以上となるように工具径を選定することにより、加工時

の切削力変動が少なく加工できると考えられる。 

３．１．２ 切削条件の検討 

評価パラメータとして、切削力変動を評価する Amax

に加え、変動を除いた円弧上の切削力の最大値を評

価するため、強制振動周波数以下の周波数を逆 FFTし

た波形における 1 刃切込みごとの平均値の最大値：

Mmax を算出した。 

解析した結果を図９に示す。Mmax は fz、Vc、ae の各

パラメータの増減に伴って増減したが、変化量は ae、

fz、Vc の順に大きく、Vc はほぼ一定であった。この

ことから、切削力をできるだけ増加させずに効率を

上げるには、Vc の増加が最も有効であることが分か

る。 

次に、Amax は、ae の増加に伴い大きく値が増加した。

また、fz を増減すると値は微小に増減するもののほ

ぼ一定であり、Vc を増減すると値はどちらもやや減 

図８ １刃切込みごとの波形の振幅の最大値(Amax) 

 

(a) Mmax          (b) Amax 

図９ パラメータ算出結果 

 

少した。このことから、ae を増加すると切削力の変

動が生じやすく、fz や Vc は ae と比較して変化が少

ないことが分かる。 

以上のことから、切削力が低くその変動が小さい

条件で効率を上げるには、①Vc、②fz、③ae の優先度

で増加を検討することが有効であると考えられる。 

３．２ 工具摩耗試験 

３．２．１ 通常加工との比較 

溝加工数の増加に伴う切削力の推移を図 10、４溝加工

終了後の工具刃先画像を図 11 に示す。トロコイド加工

の切削力は、２加工目までは微増でその後横ばいなのに

対し、通常加工は加工数が増えるにつれて大きく増加し

ており、工具が摩耗していることが推察される。加えて、

工具刃先写真では通常加工は大きく摩耗する一方、トロ

コイド加工は殆ど摩耗が進行していないことが分かる。 

なお、加工に要する時間は、通常加工の 19 分に対し

て、トロコイド加工は６分 40 秒とトロコイド加工の方

が高効率であった。 

３．２．２ 切削条件間の比較 

溝加工数の増加に伴う切削力の推移を図 12、４溝加工

終了後の工具刃先画像を図 13 に示す。本実験での加工

量においては、切削力の顕著な差は見られなかった。こ 
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図 10 切削力の推移（通常加工との比較） 

 

(a) 通常加工     (b) トロコイド加工 

図11 工具刃先画像（通常加工との比較） 

 

れは、工具の推奨条件を基準条件としていたが、推奨条

件は工具が耐えられる負荷から余裕を持って設定され、

単位時間当たりの切削除去量を 1.4 倍にしても工具損

傷を受ける負荷に達しなかったためと推察される。工具

刃先画像における摩耗の様子も基準条件と同程度であ

ることから、切削速度や径方向切込みが更に大きい条件

でも高効率な加工を実現できる可能性がある。 

 

４ おわりに 

本研究では、トロコイド加工の条件設定の知見蓄積を

目的に、トロコイド加工時の切削力測定や工具摩耗試験

を実施し、以下の知見を得た。 

（1）溝幅に対して工具径が大きいと、切削力変動が生

じて工具寿命の低下に繋がるおそれがあるため、

工具径が 8 mm よりも大きい場合、円弧比 0.5 以上

を目安として工具径を選定することが望ましい。 

図 12 切削力の推移（トロコイド加工間の比較） 

 

(a) 基準条件     (b) Vc1.4倍     (c) ae1.4倍   

  図13 工具刃先画像（トロコイド加工間の比較） 

 

（2）加工効率を上げる際は、１刃送り量 fz、切削速度

Vc、半径方向切込み aeのうち fz や Vc を優先的に

増加させることで、切削力変動の増加を抑制する

ことが期待できる。 

（3）トロコイド加工は通常加工より工具寿命が長く、

単位時間当たりの加工効率が良いことから、生産

性の高い加工が可能となる。 
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経常研究 
 

サステナブルな素材を用いたトーションレースの編成性評価と 

試作品の開発 

 

島田 千花子*  堀江 昭次* 

 

Assessment of the Manufacturability of Torchon Lace Using Sustainable Materials and 

the Development of Prototype Products 

SHIMADA Chikako and HORIE Shouji 

 

環境に配慮したトーションレース製品の開発に向け、サステナブルな素材を用いたトーションレースの編

成条件を検討した。各素材に応じ、必要な合撚糸等の前処理を行い、編成条件とレースの編成性評価の関係

について検討した。その結果、ポリ乳酸等の天然由来素材と綿を主体としたリサイクル素材は、編成条件を

適切に組み合わせることで良好な編成性を得ることができたが、紙糸やポリエステルを主体としたリサイク

ル素材は編成が困難であった。また、編成したレースを使用して見本帳及び服飾小物への応用に向けた試作

品の作製を行った。 

Key words: トーションレース、サステナブル、試作、見本帳 

 

１ はじめに 

主に服飾付属レースとして用いられているトーショ

ンレースは、足利市の地場産業の一つであるが、海外生

産による受注減、製品の低価格化、原材料の高騰など厳

しい状況にあり、付加価値の高い製品が求められる。 

こうした中、繊維業界では、サステナビリティに対す

る関心が高まっており、トーションレース業界において

も、環境へ配慮した製品の展開が必要不可欠となってい

る。各社の製品ラインナップを見ると、オーガニックコ

ットン等のサステナブルな素材を使用し、製品展開を行

う企業も見受けられる。そのため、今後は服飾付属レー

スとしてだけでなく、環境に配慮した素材による製品開

発が重要となる。 

 そこで本研究では、環境に配慮したトーションレース

製品の開発に向け、現在、トーションレースの素材とし

てあまり用いられていないポリ乳酸繊維糸やリサイク

ル糸等のサステナブルな素材を使用し、トーションレー

スの試作と編成性評価を行った。具体的には、典型的な

トーションレース組織を編成し、各素材の編成性の比較

及び編成条件の検討を行った。さらに、服飾小物等への

応用について検討するため、当該素材で編成した生地を

用いた試作を行った。 

 

 

２ 研究の方法 

２．１ 素材の選定 

サステナブルな素材として、生分解性を有しているこ

と、再生可能な資源であること等を基準に選定した。 

２．２ 組織及び編成条件の検討 

初めに、各糸の基礎的な特性を確認するため、２．１

で選定した糸素材について、次の物性試験を行った。 

・単糸引張強さ及び伸び率 JIS L 1095：JIS 法 

 （試験回数を 30 回に変更） 

・より数 JIS L 1095：JIS 法 

 （試験回数を 20 回に変更） 

・繊度 見かけテックス及び番手 JIS L 1095 

（糸長 2 m あたりの質量に変更） 

次に、編成性評価のための編成試験を行った。ただし、

物性試験によりそのままでは編成が難しい糸について

は、合糸機（株式会社山田鉄工所製、YMD 型４本取り）

を用いた合糸、イタリー式撚糸機（津田駒工業株式会社

製、TF）を用いた撚糸、常圧スチーマー（㈱島精機製作

所製、SSB0708）を用いた撚り止めの前処理を行った。組

織については、基本的な組織であるトーショングラウン

ド（バイアス糸のみで構成される、編み下がりしやすい

組織）とリールグラウンド（芯糸とバイアス糸で構成さ

れる、編み下がりしにくく、一般に編成性に優れるとさ

れる組織）の２種類とした。その他の編成条件について

は、通常、使われることが多い綿素材の編成条件で編成*   栃木県産業技術センター繊維技術支援センター 
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したレースと比較するため、張力用スプリングはバイア

ス糸、芯糸ともに 80 g とした。また、編み下がりに大

きく影響を及ぼすことが想定される巻取速度は、編み下

がりしやすいトーショングラウンドでは、1.0、0.8、0.6 

（mm/rev）の順に３パターン、編み下がりしにくいリー

ルグラウンドでは、1.0、0.5（mm/rev）の順に２パター

ンで編成を行った。編成には、トーションレース機（日

本マイヤー株式会社製、SMK96/45NC）を使用した。 

２．３ 生地見本帳と試作品の作製 

２．２で編成したレース生地を用いて、編成条件によ

るレースの仕上がりの違いを確認できる見本帳を作製

した。併せて、服飾小物等への応用に向けた試作品の作

製を行った。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ 素材の選定 

 サステナブルな素材として、市場で入手しやすい天然

由来素材３種・リサイクル素材３種の合計６種類の糸を

選定した。 

［天然由来素材］ 

・ポリ乳酸（PLA）紡績糸（PLA100%、単糸）（ハイケム株

式会社製）…糸① 

・PLA 混紡糸（PLA30％･綿 70％、単糸）（ハイケム株式

会社製）…糸② 

・紙糸（紙 100％、三子糸）（株式会社長谷川商店製）…

糸③ 

［リサイクル素材］ 

・廃棄衣料由来の色分別再生糸（廃棄衣料 30％・綿 70％、

双糸）（兵庫県立工業技術センター繊維工業技術支援セ

ンター提供）…糸④ 

・廃棄衣料由来の色分別再生糸（廃棄衣料 50％・綿 50％、

双糸）（兵庫県立工業技術センター繊維工業技術支援セ

ンター提供）…糸⑤ 

・廃棄衣料由来の再生糸（廃棄衣料 50％・ポリエステル

50％、単糸）（兵庫県立工業技術センター繊維工業技術

支援センター提供）…糸⑥ 

３．２ 組織・編成条件と編成性の評価 

３．１で選定した６種類の糸素材について、物性試験

（単糸引張強さ及び伸び率、より数、繊度）を行った。

測定結果を表１に示す。 

次に、編成条件の検討について、糸①と②については、

表１から、他の糸と比べて引張強度の値が低く、編成時

の糸切れが予見された。そのため、比較用の綿糸（20 番

三子糸）と同一の太さにするために前処理を行っ 

た。具体的には、20 番単糸の状態である糸①、②それ 

 

表１ 物性値 

                    -：未測定 

ぞれについて合糸機を用いて３本合糸した後、イタリー

式撚糸機で①、②共にギヤ比 313 T/m の設定で撚糸を行 

った（実測 ①305.6 T/m、②327.7 T/m）。また、撚り止 

めは、通常 100℃30 分程度とするところ、PLA の特性を

勘案し、80℃20 分の条件とした。 

次に、編成については、素材による編み下がりの状況

を分かりやすくするために、各素材間に抜き糸を入れ、

区切りをつけながら１枚のレースとして同時に行った。

その結果、糸①、②ともトーショングラウンドでは、巻

取り速度 1.0 mm/rev では編成が可能であったが、0.8 

mm/rev ではやや編み下がりが発生し、0.6 mm/rev では

完全に編み下がりが発生した｡リールグラウンドでは、

巻取り速度 1.0 mm/rev、0.5 mm/rev 共に問題無く編成

することが出来た（図１）。 

なお、編み下がりが発生し、編成性が△または×の場

合であってもレースの編成は多少可能であったが、編成

を続けていくと編み下がりによる糸同士の絡まりが発

生し、編成困難となった。 

３本合糸した糸①、②に関しては、本試験条件下では

差が見られず、通常製品として使用されることの多い 20

番三子の綿糸と同一の編成性であることが示された。 

次に、糸③については、引張強度の値は高かったため、

前処理（合撚糸）は行わずに準備を進めたが、編成準備

工程（スピンドルへの糸通しやボビンから糸を引き出す

際等）で多数の糸切れが起こった。糸切れの原因は糸③

の紙糸独自の形状によるものと考え、糸を円状にするた

め、追撚又はカバーリング（芯となる糸に別の糸を巻き

付け、芯糸をカバーする）の処理を行った。追撚は、上

よりに対してギヤ比110 T/mの設定で行った（実測176.9 

T/m）。また、カバーリングは、ダブルカバリングマシン

（片岡機械工業株式会社製、PF-D230）を用いて、糸③を

芯糸に、カバー糸を水溶性ビニロン糸とし、606 T/m で

シングルカバーを行った。 

その結果、追撚した糸③は、編成準備工程での糸の引

っかかりや糸切れが解消した。しかし、実際に編成を 

糸 
見かけ繊度 

(tex) 

撚り数(T/m) 引張強度 

(N) 

伸度 

(%) 下 上 

① 29.5 626.0  ３ 22.4 

② 29.0 544.0  ６ 7.5 

③ 257.5 - 37.9 14 3.6 

④ 45.0 - 317.7 14 7.4 

⑤ 49.5 - 316.6 11 6.5 

⑥ 83.0 374.0  11 23.3 
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図１ 糸①、②の編成試験結果 

 

始めると、糸同士の絡まりが発生し編成が出来なかった 

（図２）。一方、カバーリングした糸については、編成準

備工程での糸切れや、編成時にスピンドルから引き出さ

れた糸が元に戻らない状態（図３）が発生したことから、

本実験条件では編成することが出来なかった。実験中の

糸の状況から考察すると、糸③は通常の糸に比べ糸の形

状が平面的であり、硬さがあることから、柔軟性の欠如

によるものと考えられる｡ 

糸④及び⑤についても、糸③と同様の理由により前処

理は実施せず編成を行った。編成時は、糸①、②で試験

を行った時と同様、素材による編み下がり状況を分かり

やすくするため、抜き糸を入れて２種類の素材を区切

り、同時に編成を行った。 

その結果、トーショングラウンドでは、巻取り速度 1.0 

mm/rev では編成が可能であったが、0.8 mm/rev では糸

④、⑤共に編み下がりが発生した。また、レース巻取り

時に糸⑤の耳部の糸切れが発生した。物性値の測定結果

から、糸⑤は糸④より廃棄衣料の割合が多く引張強度が

弱かったため、多数の糸切れが発生したと考えられる

(図４)。リールグラウンドでは、糸④、⑤共に巻取り速

度 1.0 mm/rev、0.5 mm/rev の両条件で編成することが

可能であった。 

 

 

 

 

 

 

図２ 追撚した紙糸の編成試験の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ カバーリングした紙糸の編成試験の様子 

図４ 糸④、⑤の編成試験結果 

 

糸⑥についても、糸③と同様に前処理は実施せず編成

を行ったところ、編成準備工程でスピンドルに糸通しを

絡
ま
り 

引き出されて 

元に戻らない 
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行う際、数本糸切れが発生した。糸切れの様子から、全

体的な糸の強度の問題では無く、ランダムな切れ方であ

ったため続けて編成を行ったところ、トーショングラウ

ンド、リールグラウンド共に多数の糸切れが発生した。 

さらに、糸④、⑤と比べて編み下がりしやすいことが明

らかになった。また、糸の毛羽立ちが発生し、交差する

糸同士の絡まりも頻発した(図５)。そこで、糸⑥につい

て、前処理として合糸、撚糸、撚り止めを行った。具体

的には、糸の強度を高めるために糸⑥を３本に合糸した

後、ギヤ比 313 T/m の設定で撚りをかけ（実測 277.2 

T/m）、100℃30 分の条件で撚り止めを行った。その結果、

糸切れの発生が抑えられた。しかし、糸の絡まりは処理

前同様に発生し、編成することは困難であった（図６）。 

図５ 糸⑥の編成試験結果 

 

糸⑥に関しては、糸の太さムラが大きく、平均的な綿

糸よりも強度が低いことが､2)ランダムに糸切れが発生

した要因と考えられる。また、糸同士の絡まりについて

も、毛羽が長いこと 2)が一因として考えられる。今回は、

糸⑥を３本で合糸し、撚りを加えても糸同士の絡まりを

抑えることは出来なかった。ボビンから巻取り部にかけ

ての糸絡まりの抑制に向けては、糸をストロー等のチュ

ーブ状のものに通す等の工夫が必要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 合撚糸した糸⑥の編成試験結果 

（組織：リールグラウンド） 

 

 廃棄衣料由来の糸に関して、糸④、⑤については、各

糸の廃棄衣料の割合による糸の強度差が、編成時の糸切

れ等に影響を及ぼしたと考えられる。また、糸⑥につい

ては、ポリエステル等との混紡による糸の太さムラや毛

羽の長さが、編成時の糸同士の絡まりを発生させること

が考えられるため、毛羽立ちを抑える工夫が必要である

ことが明らかになった。 

３．３ 生地見本帳と試作品の作製 

３．２で編成したレース生地を用い、編成条件による

レースの仕上がりの違いを確認するための見本帳を作

製した（図７）。併せて、編成性が良好であった糸①及び

②を用いて、試作品を２点作製した(図８)。柄は、当セ

ンターが保有しているデザイン資料から図案の調整を

行ったものを使用した。なお、トーションレースを生地

として使用する際に、裁断した生地端のほつれやバイア

ス方向の伸びを抑制し、製品の強度を高めるため、裁断

前に伸び止めテープを用いてからパイピング仕上げを

行った。試作した２点は次の通り。 

①ネクタイ風首飾り（糸①を使用） 

素朴でありながらもクラシカルな魅力を持つトーシ

ョンレースと、シルク調サテンの光沢により、顔周りを

明るく華やかに演出するアイテムとして、大柄を活かし

たネクタイ風首飾りを作製した。首後ろのチェーンでサ

イズ調節が可能であるため、幅広いコーディネートが可

能である。 

②レースネクタイ（後染めした糸②を使用） 

巻取り速度
（mm/rev） 1.0 

編成性 × 

編み下がり 有り 

 
 

 

編成した 

レース 

 

絡まり発生  
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手持ちのネクタイに重ねて装着することが出来るレ

ースネクタイを作製した。レースの透け感を活かし、手

持ちのネクタイの雰囲気を変えることが可能である。 

図７ 生地見本帳 

        

４ おわりに  

本研究では、環境に配慮したトーションレース製品の

開発に向け、６種類のサステナブルな素材を用いたトー

ションレースの編成性評価と試作品の作製を行った。 

その結果、ポリ乳酸等の天然由来素材と綿を主体とし

たリサイクル素材は、編成条件を適切に組み合わせるこ

とで良好な編成性を得ることができたが、紙糸やポリエ

ステルを主体としたリサイクル素材は編成が困難であ

った。また、当該素材を用いて、服飾小物への応用に向

けた試作を行った。 
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①ネクタイ風首飾り      ②レースネクタイ 

図８ 試作品（２点） 

 



栃木県産業技術センター 研究報告 No.23 (2026)  

- 77 - 
 

経常研究 
 

縫製条件による縫い目滑脱の抑制効果の検証 
 

石田 莉菜*  飯沼 友英* 

 

Verification of the suppression effect of sewing conditions in seam slippage 

ISHIDA Rina and IINUMA Tomohide 

 

本研究では、各縫製条件の衣類の縫い目滑脱抑制効果を明らかにすることを目的とし、４種類の生地

と３種類の縫糸、柔軟剤処理の有無を組み合わせてJIS L1096 滑脱抵抗力試験を実施した。生地の組織

の違いによってたて方向、よこ方向のどちらに滑脱しやすいかに差が生じ、目の粗い生地、滑りやすい

素材や薄い生地ではより滑脱しやすい傾向があった。縫糸では、ポリエステルフィラメント糸が最も滑

脱しやすく、ポリエステルスパン糸や綿糸の方が滑脱しにくい傾向を示した。一方、柔軟剤の使用は、

メーカー指定濃度においては滑脱しやすさへの影響はほとんど確認されなかった。以上より、生地と縫

糸の摩擦力を高める組み合わせが縫い目滑脱の抑制に有効であることが示唆された。 

Key words: 滑脱抵抗力、生地、縫糸、摩擦力、柔軟剤 

 

１ はじめに 

衣類に発生するクレームのうち、縫い目滑脱は縫い目

部分に力が加わった際に縫い目付近の糸がスリップす

る現象である。特に薄地や密度の粗い生地は滑脱しやす

い傾向にあり、縫製の現場では問題となる。 

一般的な縫い目滑脱の低減方法としては、生地端部分

のロックミシン処理、滑脱防止テープの使用、縫い代の

長さを増やすなどの対策が行われている。一方、これら

の対策をとれない生地や仕様の製品の他、近年では販売

後に消費者が使用する芳香を付与した柔軟剤による縫

い目滑脱の影響への懸念があり、縫い目滑脱への対策は

重要となっている。 

そこで、本研究では縫製の部分に着目し、縫い目滑脱

の抑制を目的として、生地の種類や使用する糸、柔軟剤

使用の有無といった各要素をパラメーターとして、JIS 

L1096 滑脱抵抗力－縫い目滑脱法等により試験を実施、

評価検討を行い、縫製条件による縫い目滑脱の抑制効果

について検証する。 

 
２ 研究の方法 

２．１ 対象とする生地や縫糸等の検討 

生地は、素材および織り方（組織）の異なる、麻平織

（麻 100%、平織）、E/C ツイル（ポリエステル 65%／綿

35%、ツイル／綾織）、ナイロンタフタ（ナイロン 100%、

タフタ／平織）、エステルサテン（ポリエステル 100%、

サテン／朱子織）の４種を選択した。（図１） 

縫糸は、素材が異なる綿糸とポリエステル糸、そのう

ち、ポリエステル糸についてはフィラメント（長繊維）

糸とスパン（短繊維）糸の計３種を選択した。番手はす

べて JIS L1096 の条件と同じく 50 番手の糸とした。 

 

 
図１ 選択した４種の生地（拡大） 

 
２．２ 試料作製 

２．２．１ 試験片作製 

JIS L1096 滑脱抵抗力 Ｂ法に基づき、試料は、約

100 mm×約 170 mm の試験片を、各生地のたて方向、よ

こ方向それぞれ３点ずつ採取した。採取した試験片を生

地の表を内側にして半分に折って折り目で切断し、切断

端から 10 mm のところを職業用ミシン（Brother、

Nouvelle 270）、各縫糸で縫い合わせて試験片とした。

（図２）なお、ミシン針は今回使用した生地に合わせて

10 番（オルガン針製）を用いた。 

２．２．２ 柔軟剤処理 

柔軟剤は、近年市場でのニーズが高まっている強い香

り成分の付与を謳った市販製品を用いた。処理液は、試

験片に対して浴比 1:20 となるよう蒸留水を秤量し、メ*   栃木県産業技術センター 繊維技術支援センター 
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ーカー指定の濃度である試験片 1 gに対して 6.7 μLの

割合で秤量した柔軟剤をこれに添加し、よくかき混ぜて

充分に溶解した。そして、試験片を処理液に浸し、ガラ

ス棒でときどき突きながら３分間浸漬した後、試験片を

取り出し家庭用洗濯機で１分間脱水処理を行った。脱水

した試験片は 45℃の恒温槽で完全に乾燥するまで静置

した。また、対照群として、柔軟剤を添加せず、蒸留水

で同様の処理を行った。 

 

 
図２ 作製した試験片 

 

２．３ 滑脱抵抗力の測定 

乾燥した試験片を万能引張試験機（インストロン、

5569 Standard）を用いて、図３のとおり、グラブ法によ

りつかみ間隔 76.2 mm、引張速度 300 mm/min で、100 N

の荷重を与えた後、試験片をつかみから取り外し、１時

間静置した。 

 

 

図３ 引張試験の様子 

 
その後、図４のとおり、縫い目付近のたるみが消える

程度の約 1 kg の荷重を縫い目に直角方向に加え、縫 

い目の滑りの最大孔の大きさをものさしで測定し（図

５）、３点の試料の平均値を滑脱抵抗力とした。 

 

３ 結果及び考察 

引張試験後の滑脱抵抗力の結果を表１、生地ごとのた

て方向、よこ方向の平均滑脱抵抗力を図６に示す。 

図６のとおり、縫糸、柔軟剤などの他の条件にかかわら

ず、麻平織のたて方向が最も縫い目滑脱による滑りが大

きかった。また、平織である麻平織とナイロンタフタで

はたて方向に、綾織、朱子織である E/C ツイルとエステ

ルサテンはよこ方向の滑りが大きかった。 

 

 

図４ 縫い目の滑りの最大孔測定 

 

 

図５ 滑脱した試料（拡大） 

 

 

図６ 生地ごとの滑脱抵抗力 
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表１ 滑脱抵抗力試験結果 

(mm) 生地 麻平織 ナイロンタフタ エステルサテン E/C ツイル 

縫糸 

柔軟剤 

たて 

よこ 

有 無 有 無 有 無 有 無 

スパン たて 2.9 3.0 2.7 2.3 1.2 1.2  -※ - 
よこ 1.2 1.1 0.7 0.8 2.0 2.1 - - 

フィラメント 
たて 3.8 3.2 2.9 2.4 1.4 1.7 - - 
よこ 1.4 1.2 0.8 0.7 2.0 2.1 - - 

綿 たて 2.8 3.0 2.9 2.7 - - - - 
よこ 0.9 1.1 0.7 0.9 0.6 0.3 0.4 - 

平均  2.2 2.1 1.8 1.6 1.2 1.2 0.1 0 
※「-」は滑脱が確認されなかった試料。 

 

図７ 縫糸ごとの滑脱抵抗力 

 

生地による違いについて、厚くしっかりと織られた生

地の方が大きな滑脱が起きにくく、E/C ツイルでは滑脱

がほぼ起きなかった。 

縫糸別の滑脱抵抗力を図７に示す。図７のとおり、縫

糸による違いを比較すると、フィラメント糸で縫った試

料で滑りが大きい傾向が見られた。同じポリエステル素

材の縫糸だが、スパン糸とは滑脱の大きさに差が見られ

た。エステルサテンは綿糸で滑脱が発生しにくい傾向が

見られ、生地と縫糸の組み合わせによっても大きな違い

が見られた。 

一方で、表１によると、柔軟剤処理の有無による大き

な差は見られなかった。 

本研究で縫い目滑脱が起きやすかったのは、粗く織ら

れた（糸の間に隙間の多い）麻平織と、密に織られてい

るが、織糸そのものが非常に細く滑りやすいフィラメン

ト糸であるナイロンタフタであった。また、これらの平

織の生地は、よこ方向に比べたて方向への荷重でより大

きい滑脱が発生した。 

一方、朱子織のエステルサテンは、たて方向よりもよ

こ方向への滑脱が起きやすい傾向にあり、経糸の浮きが

多いといった織組織の違いによっても、滑脱の傾向が変

わると考えられる。 

縫糸の種類で比較すると、天然繊維の綿糸よりも化学

繊維のポリエステル糸の方が大きく滑脱を起こしやすい

傾向にあり、さらに、スパン糸よりもフィラメント糸の

方が大きく滑脱する傾向があった。素材表面に凹凸が多

く毛羽がある綿糸よりも、毛羽を有するが素材表面は滑

らかなスパン糸、さらに毛羽もないフィラメント糸は生

地との間の摩擦力が低いために滑脱が起きやすいと考え

られる。 

一方で、柔軟剤の有無による滑脱の発生しやすさは、

メーカー指定の濃度での使用においては顕著な差は見ら

れなかった。 

以上のことから、生地は厚い生地や滑りにくい綿・ポ

リエステル混紡の生地、縫糸は綿、あるいはポリエステ

ルであってもフィラメント糸ではなくスパン糸を選択す

るなど、摩擦力が高い組み合わせにすると、滑脱を抑制

できると考えられる。 

今回は限られた試料数での試験により、生地の用途別

に複数の要素が組み合わされた４種の試料を選択した。

そのため、今後、織り糸の素材や繊度、また織密度や組

織など、各要素に分けたさらなる検証が必要だと考えら

れる。 

 

４ おわりに 

JIS L1096 に定められた滑脱抵抗力試験により、生地

の種類や縫糸、柔軟剤加工の有無による滑脱抵抗力の検

証を行い、縫製条件による縫い目滑脱の抑制効果につい

て次の知見を得た。 

（1）粗い生地や滑りやすい素材でできた薄い生地は滑

脱しやすく、組織によりたて・よこ方向のどちらに

滑脱が起きやすいかが異なる。 

（2）縫い糸は、ポリエステル糸よりも綿糸、フィラメン

ト糸よりもスパン糸といった、生地との間の摩擦力

が高い縫糸は滑脱が起きにくい。 

（3）厚い生地や滑りにくい綿・ポリエステル混紡の生

地、縫糸は綿や、ポリエステルであってもフィラメ

ント糸ではなくスパン糸を選択するなど、摩擦力が

高い組み合わせで滑脱を抑制できると考えられる。 
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経常研究 
 

結城紬の糊付け材料及び条件の検討 
 

吉葉 光雄*  太田 仁美*  赤羽 輝夫* 

 

Study of Starching Materials and Application Conditions of Yuki Tsumugi Thread 

YOSHIBA Mitsuo, OTA Hitomi, and AKABA Teruo 

 

結城紬の生産工程である下拵え（準備工程）の中でも、糊付けはその後の下拵え工程や製織の作業性に大

きく影響する重要な工程である。産地では糊付けに特定の小麦粉を使用してきたが、近年では近隣商店の閉

鎖等により入手が困難になっているため、代替小麦粉を見出す必要性がある。 

そこで本研究では、容易に入手できる市販小麦粉について、糊付け作業性や引張強さ等の特性を調べ、代

替となる小麦粉の選定及び使用条件の検討を行った。その結果、おおむね従来品に遜色なく、代替可能な小

麦粉とその最適な糊付け条件を明らかにすることができた。 

Key words:結城紬、糊付け、小麦粉、引張強さ、製織性 

 

１ はじめに 

結城紬は栃木県、茨城県で生産される絹織物であり、

現在でも県内の結城紬生産者（織元）は、手つむぎ糸を

素材に地機を使用して、全工程を手作業で生産してい

る。手つむぎ糸は強度が弱く、また毛羽立ちやすいこと

から、準備工程から糊付けにより糸の補強・毛羽伏せを

行うことで作業性を向上させることが必須となってい

る。県内の多くの織元は、㈱ニップン製の「たけ」を使

用している。しかし近年では、産地での販売店の減少に

より入手が困難な傾向にあり、代替可能な糊付け材料が

求められている。 

このため本研究では、糊付け材料として市場での入手

が容易な市販小麦粉を選定し、糊付け作業性と最適な糊

付け条件について検討した。 

 

２ 研究の方法 

２．１ 代替可能な小麦粉銘柄の選定 

本研究では、小山市周辺の小売店で入手可能であり、

これまで糊付けに使用されていない小麦粉（中力粉）を

３種類（表１）選定し検討を行った。 

各小麦粉のふるいの平均通過率は直径 16 cm、約 27 メ

ッシュのふるいを用い、小麦粉約 10 g を小麦粉が落ち

なくなるまで振とうした後、「５回木片でふるいを軽く

叩く～振とう」の作業を４回実施し、ふるいを通過した

量の重量比率の３回平均値をもって求めた。 

手つむぎ糸への糊付けは、太さ約 150D※１の手つむぎ

糸をかせ※２に巻き、表２に示した条件で行った。この方

法は現在紬織物技術支援センター後継者育成事業で適

用している方法（以下「センターメソッド」という。）で

ある。 

糊付け作業時に小麦粉の状態や糸のさばきやすさ等

の作業性を比較した。糊付け後の糸は、万能引張試験機

(インストロン 5569 型)を使用し、表３の条件で引張強

さ試験を行った。これらの結果により、作業性や糸の強

度に優れた小麦粉を１種類選択し、二次試験で本糊付け

の条件を検討することとした。 

※１ D（デニール）：繊維の太さの単位で、9,000 m あたりの 

糸の質量(g)で表示する 

※２ 糊付けや染色などの工程を行うため、綛揚げ機を使用し 

て一周約 129 cm の輪状にした糸束のこと 

表１ 検討対象の小麦粉とその栄養成分 

試料名表記 
イワイノ 

ダイチ 
ウェルナ ニップン たけ 

メーカー 笠原産業㈱ 
㈱日清製粉 

ウェルナ 
㈱ニップン ㈱ニップン 

商品名 
イワイノ 

ダイチ 

手打うどんの

小麦粉 
CGC小麦粉 たけ 

栄養成分 

表示(%)※３ 

エネルギー 

たんぱく質 

脂質 

炭水化物 

 

 

351 

7 

1.6 

77 

 

 

351 

8.9 

1.3 

76 

 

 

347 

9.7 

1.8 

74.0 

 

 

352 

10 

1.8 

74 

※３ メーカーによる推定値をそのまま記載 
*   栃木県産業技術センター紬織物技術支援センター 
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表２ 糊付け条件 
種別 下糊付け 本糊付け 

回数 ２回 １回 

小麦粉量 糸重量の 30% 糸重量の 40% 

浴比※４ 1:20 1:12.5 

作業手順 ①小麦粉を秤取り、ふるいを通す 

②浴比の約半分量の水を沸騰させる 

③水で溶いた小麦

粉※５を入れ、撹拌

しながら 100℃ま

で加熱、弱火で５分

間維持 

③水で溶いた小麦

粉※５を入れ、撹拌

しながら 80℃まで

加熱後、火を止める 

④ふるいを通した

後残りの水を加え、

40℃付近まで冷却 

④ふるいを通した

後残りの水を加え、

常温付近まで冷却 

⑤かせ糸を糊液へ浸漬・軽い絞りを繰り

返し、糸に糊液を浸透させ 10分放置する。

この作業を２回行い、糊液をなじませる。 

⑥最初の糸重量の 2.3～2.5倍を目安にか

せ糸を絞る 

⑦かせ糸を広げて乾燥させる 

※４ 糸の重量に対する水の重量 

※５ 浴比から求めた水量から一部を取り使用 

 
表３ 引張強さ測定条件 

つかみ間隔 200 ㎜ 
引張速度 200 ㎜/min 
測定回数 60 回 
※JIS L1095 に準拠 

 

２．２ 選定した小麦粉の糊付け条件検討 

２．１で選定した小麦粉を対象として、糊付け後の糸

の状態に大きく影響する本糊付けの条件（小麦粉量）を

変更し、どの条件が有効かを比較した。 

糸は２．１と同等の約 150D の手つむぎ糸を使用し、小

麦粉量（糸の重量（%）に対する小麦の重量（%））は、

センターメソッドから上下に 10%増減させたパターンを

加えての 30%、40%、50%で比較検討した。 

糸の引張強さを表３の条件により実施し、表面状態を

デジタルマイクロスコープ（HiLOX RH-2000）により観

察した。 

２．３ 既存小麦粉と代替小麦粉の製織性比較 

 ２．１で選定した代替小麦粉と既存の「たけ」をセン

ターメソッド（小麦粉量 40%）で手つむぎ糸に糊付けし、

実際に製織して製織性と生地の表面状態を比較した。 

３ 結果及び考察 

３．１ 代替可能な小麦粉銘柄の選定 

３．１．１ 各小麦粉のふるい平均通過率 

糊付けで使用する小麦粉は、糊液を作る際にふるいに

かけてから使用する。そこで、作業性評価のため、小麦

粉のふるい平均通過率を測定した結果を表４に示す。平

均通過率は銘柄により若干差異が見られ、「ウェルナ」、

「ニップン」、「たけ」は 98%以上となった。一方、「イ

ワイノダイチ」では 93.5%となり、ふるい上に若干のだ

まが発生したが、指で軽く押すことで粉砕でき、作業性

を大きく損ねることはなかった。 

表４ 各小麦粉のふるい平均通過率 
試料名 ｲﾜｲﾉﾀﾞｲﾁ ウェルナ ニップン たけ 

平均通過率(%)※６ 93.5 98.2 99.5 98.3 

処理後の 

ふるい上の

状態  

若干だまが 

できる 

 

叩いた振動 

でだま解消 

だまは速や 

かに消失 

 

だまは速や 

かに消失 

 

３．１．２ 糊付け後の手つむぎ糸の評価 

 表２の条件で本糊付けまで終了した手つむぎ糸（かせ

糸）の外観を図１に、糸重量に対する付着した糊の重量

比を表５に示す。 

 
図１ 本糊付け後の手つむぎ糸 

 
同メーカー製品の「ニップン」と「たけ」は、糊付け

作業時の触感が極めて類似していた。また、糊付着量に

ついては、「ウェルナ」、「ニップン」、「たけ」でほぼ同等

となった。「イワイノダイチ」、「ウェルナ」も糊付け用途

としては十分使用可能であるが、「たけ」の代替として

は、「ニップン」が比較的良好と考えられる。 
 
 

ｲﾜｲﾉﾀﾞｲﾁ  ｳｪﾙﾅ   ﾆｯﾌﾟﾝ     たけ 
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表５ 糸の重量に対する付着した糊の重量比 
ｲﾜｲﾉﾀﾞｲﾁ ウェルナ ニップン たけ 

11% 14% 16% 15% 

 

本糊付けまで完了した糸について、表３の条件で引張

強さを測定した結果を図２に示す。手つむぎ糸は太さが

一様でない上、手つむぎ糸の絡めつなぎ部分、機
はた

結びの

部分など引張強さが弱い部分がある。このため、試験回

数（n 数 60）の内、総数 60 本及び引張強さ上位の 50 本、

40 本の平均値でも比較したが、いずれも「ニップン」で

糊付けを実施した手つむぎ糸の強度が最も高かった。作

業性が「たけ」に類似し、引張強度が最も高かったこと

等から総合的に判断し、二次試験の対象として「ニップ

ン」を選定した。 

 
図２ 本糊付け後の手つむぎ糸（小麦粉量 40％）の 

引張強さ 
 

３．２ 選定した小麦粉の本糊付け条件検討 

３．１で選定した「ニップン」を対象として、本糊濃

度を増減させて糊付けした手つむぎ糸の外観を図３に

示す。本糊50%では、糊の乾燥後に接した糸が粘着し、糸

の分離（さばき性）にむらが生じた。 

また、表３の条件による引張試験の結果を図４、デジ

タルマイクロスコープによる乾燥後の手つむぎ糸の表

面状態を図５に示す。 

引張強さは、小麦粉量40%が最も良好となった。本糊濃

度30%は糸のまとまりが劣り、十分な強度が得られなか

った。本糊濃度50%は糸のさばき性が悪化し、かせ糸か

らボビンに巻き返す際に糸の破断が多く発生した。図５

から糸の分離等の荒れた状態は本糊濃度50%が最も多か

った。これらの結果から、本糊濃度50%では糊付けによ

る引張強さの上昇よりも、強く固着した糸が分離するこ

とによる糸の脆化が影響し、強度低下につながったと推

察される。 
 

 

図３ 本糊付け後の手つむぎ糸（ニップン） 

 

図４ 小麦粉量を変えた本糊付け後の手つむぎ糸の 

引張強さ 

 

小麦粉量 30% 小麦粉量 40% 

小麦粉量 50% 

 

図５ 乾燥後の手つむぎ糸の表面状態 
 

３．３ 既存小麦粉と代替小麦粉の製織性比較 

製織性評価用手つむぎ糸の糊付けと糸干しの様子を

図６に、地機による製織の様子を図７に、図８に製織し

た生地各サンプルを示す。  

30%     40%         50%  

小麦粉量（％） 
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本糊付け        糸干し 

図６ 製織性評価用手つむぎ糸の糊付け 
 

 
図７ 地機による製織 

  

  

たけ          ニップン 

図８ 製織した生地 

 

製織試験の結果、「たけ」に比べ「ニップン」には毛羽

立ちがやや多く見られたが、部分的に引き糊※７を行った

結果、問題なく製織できたことから、代替小麦粉として

利用可能と考えられる。 
※７ 引き糊：たて糸の毛羽立ちや強度不足がある場合、濃度 

を調整した合成糊（PVA）を部分的に付けて製織性を改 

善する。 

 

４ おわりに 

 産地で手つむぎ糸の糊付けに一般的に用いられてい

る小麦粉「たけ」に代わる糊付け材料を選定するため、

小山市周辺の小売店で入手可能な３種類の小麦粉につ

いて、糊付けの作業性や糊付けした手つむぎ糸の物性及

び製織性を評価し、以下の知見を得た。 

（1）糊付けの作業性、糊付けした手つむぎ糸の物性等

の試験結果から、市販３種の小麦粉の中では「ニッ

プン」が総合的に最も優れていた。 

（2）「ニップン」の本糊付けについて、糊濃度を変えて

作業性や糸の強度を評価した結果、小麦粉量 40%の

引張強さが最も高く、表面状態も良好であった。 

（3）「ニップン」を用いて糊付けした手つむぎ糸の製織

試験では、「たけ」より若干毛羽立ちが発生した

が、引き糊等で対応できる範囲であり、代替小麦粉

として利用可能と考えられる。 
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経常研究 
 

低温焼成可能な坯土及び釉薬に関する研究（第２報） 
 

星 佳宏*  松本 健一*  早川 嘉*  小林 渡* 

 
Study on Low-temperature Firing Clay and Glaze (2nd Report) 

HOSHI Yoshihiro, MATSUMOTO Kenichi, HAYAKAWA Yoshi and KOBAYASHI Wataru 

 

低温焼成が可能な坯土及び釉薬の開発を目的として、1200℃で焼成可能な坯土とそれに適合する釉薬

を検討した。その結果、坯土はロクロ成形が可能であり、かつ吸水率が 5％未満となる益子水ひ土に対

して釜戸長石6％、ドロマイト8％を配合した組成を選定した。この坯土に適合する釉薬として、まず並

白釉を検討したところ、伝統釉（大谷津砂60％、鼠石灰 20％、天草陶石20％）を基に炭酸ストロンチウ

ム及び焼タルクを添加する配合により、貫入が少なく色調も良好となる可能性が示唆された。飴釉は、

本研究で検討した並白釉に二酸化マンガン6％を添加した配合が釉薬の色調が良好であった。 

Key words: 坯土、釉薬、低温焼成、ロクロ成形、ドロマイト 

 

１ はじめに 

陶磁器製造の焼成工程はガスや電気など多量のエネ

ルギーを必要とし、本焼成時には最も二酸化炭素を排出

する。また、近年はガス・電気料金の高騰により県内窯

業事業者から焼成コスト低減のニーズがある。 

国内の他産地では、焼成温度の低温化による脱炭素化

の取り組みや、低温焼成に対応した釉薬・坯土を用いた

商品の開発 1)～4)が進み、製陶業界全体でカーボンニュー

トラルへの動きが活発化している。しかし、県内産地に

おいては低温焼成に対応した坯土や釉薬が未だ実用化

されておらず、具体的な取り組みは十分に進んでいない

のが現状である。 

県内製陶事業者の大半を占める益子焼産地では、成形

方法はロクロ成形が主流であり、伝統的な坯土や釉薬を

使用した場合の本焼成温度は 1250～1280℃が一般的で

ある。一方、土鍋などの耐熱陶器は 1200℃程度で焼成さ

れるため、ロクロ成形が可能で、かつ 1200℃で焼成でき

る坯土と釉薬が開発できれば、従来の陶器と耐熱陶器を

同一条件で焼成できる可能性がある。これにより、県内

産地における商品の多様化と焼成コストの低減が期待

される。 

そこで、本研究では、前年度の結果 5)を踏まえ、安価

に入手可能なカリ・ソーダ長石である釜戸長石と前年度

の研究で最も吸水率低下に寄与したドロマイトの２種

を混合し、ロクロ成形性を有し、1200℃焼成に対応した

坯土の開発を試みた。さらに、この坯土に適合する釉薬

の配合についても検討を行った。 

２ 研究の方法 

２．１ 原料 

原料には、益子焼協同組合で販売されている益子水ひ

土を乾燥後、乳鉢で粉砕した益子水ひ土粉末を用いた。

融剤には、市販の釜戸長石及びドロマイト（CaMg(CO₃)₂）

を前処理せず使用した。 

釉薬原料には、ネフェリンサイアナイト、鼠石灰、天

草陶石、炭酸ストロンチウム（SrCO3）、焼タルク、二酸

化マンガン（MnO2）は市販の粉末原料を前処理せず用い

た。大谷津砂は、市販の原料をポットミルで４時間摺り、

80 目のふるいで濾し、乾燥して用いた。 

２．２ 坯土の配合検討 

ロクロ成形性を有し、1200℃で焼成可能な坯土の配合

を検討するため、釜戸長石及びドロマイトを表１、表２

に示す配合条件で混合し、1200℃で焼成した坯土成形体

の吸水率を測定した。吸水率は焼き締まりの指標とし、

1250～1280℃焼成時の益子水ひ土と同程度である 5％を

基準とした 6）,7)。さらに坯土の物性評価（全収縮率、曲

げ強度）及び成形性評価も行った。 

表１ 配合条件(益子水ひ土+釜戸長石) 

釜戸長石(%) 0 3 4 5 6 7 

益子水ひ土(%) 100 97 96 95 94 93 

 

表２ 配合条件(益子水ひ土+釜戸長石 6％+ドロマイト) 

ドロマイト(%) 0 5 6 7 8 9 

釜戸長石(%) 6 6 6 6 6 6 

益子水ひ土(%) 94 89 88 87 86 85 

*  栃木県産業技術センター 窯業技術支援センター 
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２．３ 低温焼成用釉薬の検討 

L 字型テストピース（高さ 40 mm×幅 25 mm×奥行き 20 

mm、厚み 5 mm）に下絵の発色を見るために表面に弁柄で

２本線を入れて、釉薬原料を乳鉢で５分摺り施釉し、直

立させて 1200℃で焼成した。 

２．４ 測定・評価方法 

吸水率、坯土の成形性評価、全収縮率、曲げ強度、焼

成条件は前報 5)と同様の方法で行った。 

釉薬の評価は、焼成した釉薬テストピースの割れ、貫

入、剥離等について目視により行った。 

 

３ 結果及び考察 

３．１ 坯土の配合検討 

益子水ひ土に各融剤を配合した坯土の吸水率測定結

果を図１、２に示す。釜戸長石のみを配合した場合、無

添加の益子水ひ土と比較して吸水率は低下したものの、

最も低い吸水率は配合率 6％の 7.1％であった。次に釜

戸長石の添加率を吸水率低下が確認された 6％で固定

し、ドロマイトの配合率を変化させて検討した。その結

果、ドロマイトを 8％及び 9％添加した配合において、

目標値である吸水率 5％以下となった。 

 

図１ 吸水率測定結果(益子水ひ土+釜戸長石) 

 

図２ 吸水率測定結果(益子水ひ土+釜戸長石 6％ 

+ドロマイト) 

次に吸水率 5％以下を満たし、かつ融剤添加量が最も

少ない釜戸長石 6％、ドロマイト 8％を配合した坯土に

ついて、物性試験を実施した結果を表３に示す。 

表３  物性試験結果 

試料 
全収縮率 

（％） 

吸水率 

（％） 

曲げ強度 

（MPa） 

試作坯土(1200℃） 10.4 4.0 21.8 

益子水ひ土(1250℃) 11.7 6.5 22.1 

益子水ひ土(1280℃) 12.2 5.5 22.8 

この坯土は従来の益子水ひ土（焼成温度 1250℃、

1280℃）と比較して全収縮率が低く、曲げ強度はほぼ同

等であった。また、成形性評価では湯呑の成形が可能で

あり、ロクロ成形性を有することが確認された。 

以上の結果から、釜戸長石 6％、ドロマイト 8％添加の

坯土（以下、試作坯土）を今回の低温焼成用坯土として

選定し、その後の試験に供することとした。 

３．２ 低温焼成用釉薬の検討 

釉薬が素地と適合しない場合、剥離や貫入が発生する

ため、試作坯土に現行の益子焼伝統釉をそのまま適用す

ることは困難である。そこで、試作坯土に対し、益子焼

伝統釉６種（並白釉、飴釉、糠白釉、糠青磁釉、柿釉、

黒釉）を施釉し、1200℃で焼成試験を行った。伝統釉の

配合・原料を表４に、テストピースの外観を図３に示す。 

その結果、糠白釉、糠青磁釉、柿釉、黒釉は十分に溶

融せず、原料の残存が確認され、1200℃での低温焼成に

は適さないことが明らかとなった。一方、並白釉及び飴

釉の２種は 1200℃で溶融が確認されたものの、いずれも

貫入が発生した。 

以上の結果を踏まえ、溶融が確認された並白釉及び飴

釉について、低火度原料を添加し、既存の伝統釉の外観・

色調に近づけるための調合検討を行うこととした。 

 

表４ 益子焼伝統釉の原料 

釉薬名 原料 

並白釉 大谷津砂、石灰、天草陶石 

飴釉 並白釉に二酸化マンガンを添加 

糠白釉 長石、天草陶石、モミ灰 

糠青磁釉 糠白釉に酸化銅を添加 

柿釉 芦沼石 

黒釉 柿釉、並白釉、糠白釉の混合 

 

図３ 益子焼伝統釉の焼成テストピース 

（左から：並白釉、飴釉、糠白釉、糠青磁釉、柿釉、黒釉） 

 

３．２．１ 試作坯土に適合する並白釉配合の検討 

下記に示す配合で、主原料として低温で溶融する長石

であるネフェリンサイアナイト、並白釉の原料である大

谷津砂の２種を用い、副原料として低火度化に寄与が期

待できる亜鉛華、炭酸ストロンチウムを添加し、試作坯

土に適合する釉薬の検討を行った。 

①～③：主原料をネフェリンサイアナイトとし、副原料

に炭酸ストロンチウム（①）、亜鉛華（②、③）
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を添加 

④～⑦：主原料を大谷津砂とし、副原料に亜鉛華(④)、

炭酸ストロンチウム添加量を増加（⑤～⑦） 

⑧～⑩：主原料を大谷津砂とし、一定量の炭酸ストロン

チウムを添加し、鼠石灰添加量を増加 

試作並白釉の 1200℃焼成試験結果を表５に、焼成テス

トピースの外観を図４に示す。亜鉛華添加（②～④）で

はネフェリンサイアナイト及び大谷津砂の両方で結晶

の発生が認められた。炭酸ストロンチウム添加（①、⑤

～⑩）では結晶の発生は確認されなかったが、貫入が生

じた。 

 

貫入改善を目的として、炭酸ストロンチウム（⑤～⑦）

及び鼠石灰（⑧～⑩）の添加量を増加させた配合を検討

したが、いずれの配合においても貫入の解消には至らな

かった。特に、鼠石灰の添加量を増加させた場合には、

釉薬表面にざらつきが生じた。 

 

 

 

 

図４ 焼成テストピース（試作並白釉） 

（左から：①、③、⑥） 

 

表５ 試作釉の焼成試験結果（並白釉、主原料：ネフェリンサイアナイトまたは大谷津砂） 
※総合評価：○（良い）,△（やや良い）,▲（やや悪い）,×（悪い） 

No. 
ﾈﾌｪﾘﾝｻ

イｱﾅｲﾄ 

大谷津砂 鼠 石

灰 

炭酸ｽﾄﾛ

ﾝﾁｳﾑ 

亜 鉛

華 

ゼーゲル式 外観評価 

（比較:並白釉（伝統釉）） 

総合

評価 アルカリ Al2O3 SiO2 

① 61.5 - 18.3 20.2 - 

0.30KNaO 

0.40CaO  

0.01MgO  

0.30SrO 

0.31 1.36 

貫入あり 

並白釉（伝統釉）より白い 
▲ 

② 67.6 - 20.1 - 12.3 

0.30KNaO 

0.40CaO  

0.01MgO  

0.30ZnO 

0.31 1.36 

焼成テストピース表面に結

晶析出 
× 

③ 65.1 - 21.7 - 13.2 

0.30KNaO 

0.40CaO  

0.01MgO  

0.30ZnO 

0.31 1.36 

焼成テストピース表面に結

晶析出 
× 

④ - 64.2 19.1 14.6 2.2 

0.24KNaO 

0.46CaO 

0.06ZnO  

0.24SrO 

0.27 1.76 

焼成テストピース表面に結

晶析出 
× 

⑤ - 68.1 20.2 11.6 - 

0.27KNaO 

0.52CaO  

0.01MgO  

0.2SrO 

0.30 2.01 

貫入あり  

並白釉（伝統釉）に似た黄色

味 
△ 

⑥ - 65.6 19.5 14.9 - 

0.25KNaO 

0.49CaO  

0.01MgO 

0.25SrO 

0.28 1.88 

貫入あり  

並白釉（伝統釉）に似た黄色

味 
△ 

⑦ - 59.9 20.4 19.7 - 

0.12KNaO 

0.41CaO  

0.01MgO  

0.46SrO 

0.17 1.52 

貫入あり  

並白釉（伝統釉）に似た黄色

味 
△ 

⑧ - 66.9 19.9 13.2 - 

0.11KNaO 

0.52CaO 

0.35SrO 

0.02BaO 

0.20 1.94 

貫入あり  

並白釉（伝統釉）に似た黄色

味 
△ 

⑨ - 65.9 21.0 13.1 - 

0.11KNaO 

0.54CaO  

0.34SrO 

0.01BaO 

0.21 1.88 

貫入、ざらつきあり 

並白釉（伝統釉）に似た黄色

味 
▲ 

⑩ - 65.0 22.2 12.9 - 

0.10KNaO 

0.55CaO 

0.33SrO 

0.02BaO 

0.20 1.81 

貫入、ざらつきあり 

並白釉（伝統釉）に似た黄色

味 
▲ 
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主原料をネフェリンサイアナイト、大谷津砂とする両

方の配合で貫入の発生が見られたため、基本配合を変更

し、伝統釉の配合（大谷津砂 60％、鼠石灰 20％、天草

陶石 20％）に炭酸ストロンチウムを添加した（⑪～⑬）。 

試作並白釉の 1200℃焼成試験結果を表６に、焼成テスト

ピースの外観を図５に示す。 

 

 

 

 

 

図５ 焼成テストピース（試作並白釉） 

（左から：⑪、⑫、⑬） 

 

 

 

炭酸ストロンチウム 10％（⑪）及び 15％（⑫）では貫

入は残るものの、並白釉（伝統釉）に近い外観・色調と

なった。一方、20％添加（⑬）では貫入が増大した。 

貫入は、素地と釉薬の熱膨張差が大きい場合に生じや

すい。マグネシウムを添加した釉薬は熱膨張が小さくな

ることが知られているため 8）、マグネシウムを含有する

焼タルクを添加して貫入が抑制できるかを検討した（⑭

～⑱）。 

大谷津砂、天草陶石、焼タルクの比率を固定し、鼠石

灰の配合を変えた配合を検討したところ、⑮、⑯の配合

でこれまでの配合と比べて貫入が減り、良好な色調とな

った。 

 

 

表６ 試作釉の焼成試験結果（並白釉、主原料：大谷津砂、鼠石灰、天草陶石） 
※総合評価：○（良い）,△（やや良い）,▲（やや悪い）,×（悪い） 

 

No. 
大 谷

津砂 

鼠 石

灰 

天 草

陶石 

炭酸ｽﾄﾛ

ﾝﾁｳﾑ 

(外割） 

焼タル

ク 

(外割) 

ゼーゲル式 
外観評価 

（比較:並白釉（伝統釉）） 

総合

評価 
アルカリ Al2O3 SiO2 

⑪ 60 20 20 10 － 

0.13KNaO 

0.57CaO 

0.30SrO 

0.30 2.65 

貫入あり  

並白釉(伝統釉)に似た黄色

味 

△ 

⑫ 60 20 20 15 － 

0.10KNaO 

0.50CaO 

0.39SrO 

0.26 2.27 

貫入あり  

並白釉（伝統釉）に似た黄

色味 

△ 

⑬ 60 20 20 20 － 

0.10KNaO 

0.43CaO 

0.46SrO 

0.22 1.99 

貫入が増えている  

並白釉（伝統釉）に似た黄

色味 

▲ 

⑭ 60 20 20 5 5 

0.15KNaO 

0.57CaO 

0.13MgO 

0.15SrO 

0.29 2.72 

細かい貫入あり 

並白釉（伝統釉）に似た黄

色味 

溶けすぎ 

△ 

⑮ 60 20 20 6 5 

0.15KNaO 

0.55CaO 

0.13MgO 

0.17SrO 

0.28 2.64 

細かい貫入あり  

並白釉（伝統釉）に似た黄

色味 

溶け具合良好 

○ 

⑯ 60 15 20 5 5 

0.18KNaO 

0.50CaO 

0.15MgO 

0.17SrO  

0.34 3.13 

細かい貫入あり 

並白釉（伝統釉）に似た黄

色味 

溶け具合良好 

○ 

⑰ 60 10 20 5 5 

0.21KNaO 

0.42CaO 

0.17MgO 

0.20SrO 

0.40 3.68 

貫入あり 

並白釉（伝統釉）に似た黄

色味 

やや溶けている 

△ 

⑱ 60 ５ 20 5 5 

0.25KNaO 

0.29CaO 

0.21MgO 

0.24SrO 

0.48 4.47 

貫入あり 

並白釉（伝統釉）に似た黄

色味 

溶けが悪い 

△ 

伝統 

釉 
60 20 20 － － 

0.21KNaO 

0.77CaO 

0.02MgO 

0.40 3.52 

薄黄透明 

× 



栃木県産業技術センター 研究報告 No.23 (2026)  

- 88 - 
 

 焼タルク添加で貫入の減少が確認されたため、大谷津砂、

天草陶石、焼タルクの比率を固定し、⑮と⑯の配合を参考に  

アルカリ源である鼠石灰を 15～20％添加、炭酸ストロンチ

ウムを 4～6％添加と変化させて、さらに貫入の少ない配合

を検討した。 

この検討の中で並白釉に近い色調で溶け具合が良好だっ

た配合（⑲）の焼成結果を表７、焼成テストピースの外観を

図６に示す。 

 

 

 

 

図６ 焼成テストピース（試作並白釉薬：⑲） 

 

細かい貫入が残っているが、釉薬はよく溶け、色調は黄色

透明と並白釉（伝統釉）とほぼ同じ色調で下絵の弁柄の２本

線も良好に発色していた。 

これらの結果から 1200℃焼成に適した並白釉の配合につ

いて、鼠石灰の配合が 18～19％、ゼーゲル式では Al2O3が 0.3

付近、SiO2が 2.8 付近で最も良好となった。焼タルクの添加

が貫入を減らす効果があることが確認できたが、貫入のない

釉薬の調合にはさらなる検討が必要である。 

 

 

 

３．２．２ 試作坯土に対応した飴釉配合の検討 

飴釉は並白釉に二酸化マンガンを加えて調合する釉薬で

ある。本研究で改良した並白釉の配合（⑲）を基にし、二酸

化マンガンを 3％、6％、9％添加し、飴釉の配合を検討した

（⑳～㉒）。 

試作飴釉の 1200℃焼成試験結果を表８、焼成テストピー

スの外観を図７に示す。 

 

 

図７ 焼成テストピース（試作飴釉） 

（左から：二酸化マンガン3％、6％、9％添加） 

 

いずれの試験体も細かい貫入が入っていたものの、二酸化

マンガン 6％添加が最も飴釉（伝統釉）に近い色調であり、

1200℃焼成の飴釉は本研究で改良した並白釉の配合（⑲）に

二酸化マンガン 6％添加したものが適していると考えられ

た。 

以上の結果から、試作坯土に適合した 1200℃における低

温焼成用釉薬について、試作並白釉では伝統釉の基本配合

（大谷津砂 60％、鼠石灰 20％、天草陶石 20％）に炭酸スト

ロンチウム及び焼タルクを添加することで、貫入が少なく、

並白釉（伝統釉）に似た色調となり、最も優れていた。 

表７ 試作釉の焼成試験結果（並白釉、最終配合検討） 
※総合評価：○（良い）,△（やや良い）,▲（やや悪い）,×（悪い） 

No. 

大谷

津砂 

鼠石

灰 

天草

陶石 

炭酸ｽﾄﾛﾝ

ﾁｳﾑ 

(外割） 

焼タルク

（外割） 

ゼーゲル式 
外観評価 

（比較:並白釉（伝統釉）） 

総合

評価 
アルカリ Al2O3 SiO2 

⑲ 60 18 20 5 5 

0.16KNaO 

0.54CaO 

0.14MgO 

0.16SrO  

0.31 2.87 

細かい貫入あり  

よく溶けている 

並白釉（伝統釉）に似た黄色味 

弁柄の２本線が良好に発色 

○ 

表８ 試作釉の焼成試験結果（飴釉） 
※総合評価：○（良い）,△（やや良い）,▲（やや悪い）,×（悪い） 

No. 

大 谷

津砂 

鼠石

灰 

天草

陶石 

炭酸ｽﾄﾛﾝﾁ

ｳﾑ(外割） 

焼タルク 

（外割） 

二酸化 

マンガン 

（外割） 

ゼーゲル式 
外観評価 

（比較:飴釉(伝統釉）） 

総合

評価 
アルカリ Al2O3 SiO2 

⑳ 60 18 20 5 5 3 

0.16KNaO 

0.54CaO 

0.14MgO 

0.16SrO  

0.31 2.87 

細かい貫入あり 

色が薄い 
△ 

㉑ 60 18 20 5 5 6 

0.16KNaO 

0.54CaO 

0.14MgO 

0.16SrO  

0.31 2.87 

細かい貫入あり  

色は飴釉（伝統釉）に最

も近い 
○ 

㉒ 60 18 20 5 5 9 

0.16KNaO 

0.54CaO 

0.14MgO 

0.16SrO  

0.31 2.87 

細かい貫入あり 

色が濃い 
△ 
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また、試作飴釉では本研究で改良した 1200℃焼成に適合

する並白釉に二酸化マンガンを 6％添加することで飴釉（伝

統釉）に似た色調となり、最も優れていた。 

1200℃焼成での貫入のない実用的な並白釉及び飴釉の実

現には、今回の結果を基に更なる天草陶石、炭酸ストロンチ

ウム、焼タルクの配合割合の更なる検討が必要である。 

 

４ おわりに 

低温焼成可能な坯土及び釉薬の開発のため、1200℃焼成可

能な坯土及び適合する釉薬について検討した。その結果、以

下のことが明らかになった。 

（1）益子水ひ土にドロマイト 8％、釜戸長石 6％を配合した

坯土は、焼成温度 1200℃で吸水率 5％を下回り、従来

温度（1250～1280℃）で焼成した益子水ひ土より焼き

締まった。この坯土はロクロ成形が可能であり、益子

水ひ土と比較して全収縮率が低く、曲げ強度はほぼ同

等であった。 

（2）試作坯土に適合する低温焼成用釉薬については、並白

釉は伝統釉の配合（大谷津砂 60％、鼠石灰 20％、天草

陶石 20％）を基に炭酸ストロンチウム及び焼タルクの

添加により、貫入が少なく色調も良好となる可能性が

示唆された。また、飴釉は当該並白釉の配合に二酸化

マンガン 6％添加した配合が釉薬の色調が良好であっ

た。両方の釉薬とも細かな貫入が見られ、実用化には

更なる検討が必要であった。 
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